
３ 地域再生計画における申請手続の簡素合理化 

勧  告 説明図表番号 

（地域再生計画の認定手続等のワンストップ化） 

平成 26年 11 月に、地域再生法の一部改正により、認定・提出手続をワン

ストップ化する制度を設け、地方公共団体が地域再生計画と関連する複数の

計画を一体的に作成しやすくするとともに、事務負担の軽減を図っている

（以下、この改正を「平成 26年 11月改正」という。）。 

① 認定手続のワンストップ化 

地方公共団体が、以下のⅰ）からⅲ）までの計画に基づく事業及び措置

を記載した地域再生計画を作成し、内閣総理大臣から当該地域再生計画の

認定を受けたときに、当該地域再生計画と一緒に作成した以下の 3計画も

認定又は同意の効力が発生する。また、計画変更の際の手続もこれと同じ

とされている。 

ⅰ）中心市街地活性化基本計画（内閣総理大臣認定の効力） 

ⅱ）構造改革特別区域計画（内閣総理大臣認定の効力） 

ⅲ）産業集積形成等基本計画（主務大臣（経済産業大臣等）の同意の効力） 

上記のワンストップ化の制度を活用して、平成 28 年 3 月までに中心市

街地活性化基本計画 4計画及び構造改革特別区域計画 1計画が地域再生計

画とともに認定されている。 

② 提出手続のワンストップ化 

地方公共団体が、地域再生計画と以下のⅰ）からⅶ）までの計画を一緒

に作成した場合、これらの計画を、内閣総理大臣に地域再生計画と併せて

提出することができるとされている。また、提出を受けた内閣総理大臣は

遅滞なく関係行政機関の長にその写しを送付することとされ、その場合、

以下の 7 計画が関係行政機関の長に提出又は送付があったものとみなす

こととされている。また、計画変更の際の手続もこれと同じとされている。 

ⅰ）都市再生整備計画（国土交通大臣への提出） 

ⅱ）立地適正化計画（国土交通大臣への提出） 

ⅲ）地域住宅計画（国土交通大臣への提出） 

ⅳ）農山漁村活性化計画（農林水産大臣への提出） 

ⅴ）広域的地域活性化基盤整備計画（国土交通大臣への提出） 

ⅵ）地域公共交通網形成計画（国土交通大臣及び総務大臣への送付） 

ⅶ）観光圏整備計画（国土交通大臣及び農林水産大臣への送付） 

 

なお、平成 26 年 11 月改正前においても、「地域再生基本方針の一部変更

について」（平成 19 年 12 月 7 日閣議決定）において、地方公共団体が同一

の区域において、地域再生基本方針に定める地域再生計画と連動した支援措

置のほか、「構造改革特別区域基本方針」（平成 15年 1月 24日閣議決定）に
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定める特例措置及び中心市街地活性化基本方針に定める特別の措置の活用

をする場合は、これらの措置を記載した計画を作成し、一括して認定を申請

することができるとされていた。 

 

しかし、次のとおり、地域再生計画に関連する事業及び措置を記載し、地

域再生計画と一緒に作成する計画の中で、地域雇用創造計画については認定

手続及び提出手続のワンストップ化の対象となっていない。 

 

（地域再生計画と地域雇用創造計画の関係） 

地方公共団体が、認定地域再生計画に基づく中核的な支援施策の一つとな

っている地域雇用開発促進法（昭和 62 年法律第 23 号）第 10 条に基づく地

域雇用開発のための事業（注 1）を行うに当たっては、同法第 6条に基づく地

域雇用創造計画を作成し、厚生労働大臣の同意を得る必要がある。 

このため、地域雇用開発のための事業を実施するためには、内閣総理大臣

による地域再生計画の認定及び厚生労働大臣による地域雇用創造計画の同

意の双方が必要となっている。 

また、地域雇用創造計画においても、厚生労働大臣の同意を得て、地域雇

用開発促進法に基づき国から受けられる支援措置は、地域雇用開発のための

事業の委託のみである。 

さらに、この地域の活力の再生を行う地域再生計画と地域雇用創造計画に

基づく事業の関係について、地域雇用開発促進法第 14 条では、国は、同法

に基づく地域雇用開発のための事業の委託等の措置と別に講ぜられる地域

の活力の再生を推進するための措置とを総合的かつ効果的に講ずるよう努

めるものとするとされている。 

（注 1）事業開始年度別に次のとおりとなっている。 

① 「地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）」（平成 17年度～18年度） 

②「地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）」（平成 19年度～23年度） 

③「実践型地域雇用創造事業」（平成 24年度以降） 

（注 2）「地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ事業）」の対象地域については、同意雇

用機会増大促進地域（地域雇用機会増大計画を作成し厚生労働大臣の同意を得た地域）

又は、事業実施の直近 1年間の有効求人倍率が 1倍未満の地域とされ、後者の場合は、

地域雇用創造計画の厚生労働大臣の同意が不要となっていた。 

 

（ワンストップ化の対象とならなかった理由） 

平成 26年 11月改正の際に、地域雇用創造計画の同意手続をワンストップ

化の対象としなかった理由について、内閣府は、平成 26年 11 月改正の際に、

地域雇用創造計画を含めて認定手続及び提出手続のワンストップ化の余地

があると思われる計画の制度を所管する省庁にその可否について照会した

ところ、厚生労働省から、以下の①及び②の理由により困難との回答があっ
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たためとしている。 

① 地域雇用創造計画の同意に当たっては、都道府県労働局に設置される地

方労働審議会の意見を踏まえる必要があること。 

② 計画同意前のみならず同意後の事業の実施段階や中間評価の段階など

に厚生労働省（都道府県労働局及び公共職業安定所）が指導・助言を行っ

ており、計画の同意協議に係る提出窓口が内閣府になれば混乱が生じるお

それがあること。 

 

今回、地域雇用開発のための事業を活用した地域再生計画の記載内容の類

似性、マネジメント、手続等を調査した結果、次のとおりの状況がみられた。 

 

ア 地域再生計画と地域雇用創造計画の記載内容等の類似性 

地域再生計画と地域雇用創造計画の法定の記載事項及び今回当省が調

査した両計画の記載事項等の比較を行ったところ、次のとおり類似する点

が多くみられた。 

 

(ｱ) 法定の記載事項 

地域再生計画は、地域再生法第 5条第 2項から第 4項まで並びに地域

再生法施行規則（平成 17年内閣府令第 53号）第 2条及び別記様式第 1

において、地域雇用創造計画は地域雇用開発促進法第 6条第 2項及び第

3項において、それぞれ、次の事項を計画書に記載する、又は記載する

よう努めることとされており、両計画では記載事項が重複している。 

① 地域再生計画   区域、目標、事業、計画期間等 

② 地域雇用創造計画 区域、地域重点分野、地域雇用開発を促進する

ための方策、計画期間、雇用動向、目標等 

また、内閣府が作成している「地域再生計画認定申請マニュアル（各

論）」（平成 27 年 12 月 14 日内閣府地方創生推進室）では、実践型地域

雇用創造事業を活用した地域再生計画の記載に当たっては、地方公共団

体が厚生労働省に提出した同事業の「事業構想」の該当部分を抜き出し

て記載しても構わないとしている。 

 

(ｲ) 調査した計画の記載事項 

今回、地域雇用開発のための事業を活用した地域再生計画 20 計画を

調査した結果、次のような状況がみられた。 

① 地域雇用創造計画の内容を把握できた 9計画について、両計画の記

載内容を比較したところ、区域及び計画期間はいずれも同じであっ

た。 

また、指標及びその目標値についても 9計画中 7計画でほぼ共通し
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ていた（注 1）。 

② 事業（地域再生計画）と地域雇用開発を促進するための方策（地域

雇用創造計画）の記載内容について、一部異なっていたが、いずれも

地域経済の活性化、雇用機会の創出を図るものであり、地域再生計

画・地域雇用創造計画の双方に記載することに差し支えのない内容で

あった（注 2）。 

（注 1） 9計画中 9計画とも共通した指標（例：雇用者数）を設定しているが、加え

て、 

① うち 2 計画は、地域再生計画において、地域雇用創造計画にはない指標

（市独自の事業実施による就職者数、有効求人倍率等）を設定していた。 

② うち 7 計画は、地域再生計画において、地域雇用創造計画で設定されて

いる事業の利用者数を設定していなかった。 

今回、地域における雇用機会の創出（地域再生計画）、地域における雇用創

造といった制度の主旨に鑑み、①の 2 計画については共通していないと整理

したものの、②の 7 計画については、事業の利用者数は雇用機会の創出等と

いう目標を達成するための中間的な目標であるため、「ほぼ共通」していると

整理した。 

なお、上記のほか両計画では指標は一致するものの目標値が一致しないも

のが 4 計画あるが、厚生労働省は、目標値の違いは現存する両計画書の作成

時点の違いによるものであり、同時期に作成された計画で同じ地域雇用開発

のための事業を活用したものであれば、本来は一致するものとしているため、

同じものと整理した。 

（注 2） 9 計画中 9計画ともに、地域雇用創造計画では、地域再生計画に記載のない、

地域雇用開発のための事業以外の国の支援施策（例：地域雇用開発助成金、

地域創業助成金、企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び

活性化に関する法律（平成 19 年法律第 40 号）に基づく各種支援制度等）を

活用した事業が記載されている。 

なお、注 1 なお書きのとおり、時点の違いにより地域雇用開発のための事

業等が一致しないものが 5計画あるが、同じものと整理した。 

 

イ 計画のマネジメント等 

今回、地域雇用開発のための事業を活用した地域再生計画及び地域雇用

創造計画を調査した結果、次のとおり、両計画を一体的に作成、運用した

方が適切な計画のマネジメントが行われるとみられる例があった。 

① 地域再生計画と地域雇用創造計画で同じ指標と目標値を設定し、計画

期間途中で当該目標値を変更しているにもかかわらず、地域雇用創造計

画のみを変更し（注）、地域再生計画は変更しておらず、目標値の変更に

ついて認定を行った内閣府に申請・情報提供されていないものが 2計画 

② 地域再生計画の支援措置として地域雇用開発のための事業のみを活

用した計画について、地域雇用開発のための事業は、同事業の実績報告

により事後評価をしているが、同事業以外の事業も含めた地域再生計画

ⅶ、ⅸ（再掲） 
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全体の事後評価は実施していないため、地域再生計画にのみ設定した指

標の評価値を測定しておらず、地域再生計画全体の効果の発現状況を把

握したものとなっていないものが 3計画 

（注）地域雇用創造計画では、厚生労働省が地方公共団体に対して参考送付した「地域

雇用開発促進法に基づく地域雇用創造計画に係る計画案の送付について（参考送

付）」（平成 19 年 8 月 1 日付け厚生労働省職業安定局事務連絡）において、地域雇

用開発のための事業に係る事業実施計画等で目標値を変更した場合には、同事業実

施計画による変更後の目標値を本計画の目標値とみなす旨の規定を定めることが

望ましいとされ、本事例では、当該事務連絡を受けて当該みなし規定を定めており、

計画期間途中に事業実施計画等で目標値を変更している。 

 

ウ 地域再生計画の認定手続及び地域雇用創造計画の同意手続 

内閣総理大臣による地域再生計画の認定手続と厚生労働大臣による地

域雇用創造計画の同意手続は、次のとおりである。 

(ｱ) 地域再生計画の認定手続 

地域再生基本方針 5の 3）③において、地域再生法第 5条第 4項に掲

げる記載事項が記載されている場合のほか、当該基本方針で定める支援

措置を活用して行う事業が記載されている場合、内閣総理大臣は、地域

再生計画の認定（又は変更）に際し、当該支援措置に係る関係行政機関

の長の同意を得ることとされており、地域雇用開発のための事業を活用

した地域再生計画を認定しようとするときは、内閣府は厚生労働省に同

意を求めている。当該同意を求められた厚生労働省は、別途地方公共団

体から同意の求めがあった地域雇用創造計画と内閣府から同意の求め

があった地域再生計画との間に齟齬（そご）を来していないかなどの観

点で確認しているとしている。 

なお、地域再生計画と連動した支援措置が地域雇用開発のための事業

のみである場合は、内閣府が認定に当たって同意を求める行政機関は厚

生労働省のみとなっている。 

 

(ｲ) 地域雇用創造計画の同意手続  

地域雇用開発促進法第 6条第 6項において、市町村等から地域雇用創

造計画の同意の求めがあった場合には、厚生労働大臣は、あらかじめ、

関係行政機関の長に協議するとともに、都道府県労働局に置かれる審議

会の意見を聴かなければならないとされており、厚生労働省は、地域雇

用創造計画の同意を行う際には、内閣府等 7行政機関に協議している。

当該協議を受けた内閣府は、地域再生計画の確認を踏まえて変更した点

を地域雇用創造計画に反映するよう指摘するなど、両計画の整合性を中

心に確認を行っているとしている。また、厚生労働省は、並行して都道

府県労働局に置かれる地方労働審議会の意見聴取の手続を行っている
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としている。 

 

(ｳ) 手続の効率化の検討等 

上記(ｱ)及び(ｲ)のとおり、内閣府と厚生労働省は、認定又は同意を行

うに当たって、お互いに事前に協議や同意の求めを行い類似する書類を

それぞれ確認している現状にある。これらの計画書を一本化して、認定

手続をワンストップ化することによる事務効率化のメリットは、地方公

共団体のみならず、国においても享受できるものと考えられる。 

一方、平成 26年 11月改正で認定手続がワンストップ化された 3計画

と比較して、地域雇用創造計画の同意については、あらかじめ地方労働

審議会の意見を聴取する必要があるといった相違点がみられる。また、

平成 26年 11月改正においては、認定手続がワンストップ化された 3計

画と地域再生計画の計画書は一本化されていない。これらのことから、

内閣府及び厚生労働省は、認定手続のワンストップ化や計画書の一本化

は、法制的な面も含めて、検討する必要があるとしている。 

  

エ 調査対象とした地方都市からの意見 

今回、調査対象とした地方都市から、次のような意見があった。 

① 地域雇用開発のための事業を実施する場合、地域再生計画の認定申

請及び地域雇用創造計画の同意の求めの前に、あらかじめ地域雇用開

発のための事業の構想を記載した書類を厚生労働省に提出すること

になっており、その際には、地域雇用創造計画の案及び地域再生計画

の案も提出している。これら三つの書類は、内容がほぼ同一であり、

重複感がある。 

② 地域雇用創造計画を地域再生計画に読み替えることにより作成す

べき書類を減らすことや、両計画の申請・協議窓口を一本化するなど

の申請事務の効率化を図ってほしい。 

 

【所見】 

したがって、内閣府及び厚生労働省は、関係府省が一体となって意欲ある

地方公共団体の主体的な取組を総合的に支援する観点から、次の措置を講ず

る必要がある。 

地域再生計画と地域雇用創造計画について、一体的に作成できるよう計画

書の書式を統一化するなどできる限り書類等の簡素合理化を図り、協議等を

要しない計画変更の際も府省相互で情報共有する仕組みを設けた上で、更な

る手続の簡素合理化の検討を進め、その結果を踏まえ所要の措置を講ずるこ

と。 
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表 3-① 地域再生計画の認定手続のワンストップ化に関する規定等 

○ 地域再生法の一部を改正する法律案に係る趣旨説明（第 187 回国会地方創生に関する

特別委員会第 2号（平成 26 年 10 月 14 日））（抜粋） 

 

次に、地域再生法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を御説

明申し上げます。 

 

 地域再生は、地域の知恵を生かした自主的、自立的な取り組みを国が支援することによ

り、我が国の活力の源泉である地域の活力を再生しようとするものであり、これまで、全

国各地で創意工夫にあふれるさまざまな取り組みが行われてまいりました。 

 

 政府としては、少子高齢化が進展し、人口の減少が続く中で、地域の活力の向上及び持

続的発展を図る観点から、地域産業の成長及び雇用の維持、創出を早急に対応すべき重要

課題として位置づけ、地域の活性化に取り組む地方公共団体の声を聞きつつ、国の地域活

性化施策の制度改善に向けた所要の検討を行ってまいりました。 

 

 今般、これらの検討結果に基づき、地域活性化関連の計画の認定等について手続のワン

ストップ化を可能とするほか、地方公共団体からの提案等に対して内閣総理大臣が一元的

に対応するとともに、地方公共団体の要請に応じて内閣総理大臣が関係省庁間を調整する

等の措置を講ずることにより、関係省庁が一体となって、意欲ある地方公共団体の主体的

な取り組みを総合的に支援するため、この法律案を提出する次第であります。 

 
○ 地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抜粋） 
（目的） 

第1条 この法律は、近年における急速な少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経済

情勢の変化に対応して、地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経済の

活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の活力の再生（以下「地域再生」と

いう。）を総合的かつ効果的に推進するため、その基本理念、政府による地域再生基本方

針の策定、地方公共団体による地域再生計画の作成及びその内閣総理大臣による認定、

当該認定を受けた地域再生計画に基づく事業に対する特別の措置並びに地域再生本部の

設置について定め、もって個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現し、国民経済の健全

な発展及び国民生活の向上に寄与することを目的とする。 

（地域再生計画の認定） 

第5条 地方公共団体は、単独で又は共同して、地域再生基本方針に基づき、内閣府令で定

めるところにより、地域再生を図るための計画（以下「地域再生計画」という。）を作成

し、内閣総理大臣の認定を申請することができる。 

２ 地域再生計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。  

一 地域再生計画の区域  

二 地域再生を図るために行う事業に関する事項  
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三 計画期間  

３ 前項各号に掲げるもののほか、地域再生計画を定める場合には、次に掲げる事項を記

載するよう努めるものとする。  

一 地域再生計画の目標  

二 その他内閣府令で定める事項  

４ 第二項第二号に掲げる事項には、次に掲げる事項を記載することができる。 

一 まち・ひと・しごと創生法第九条第一項に規定する都道府県まち・ひと・しごと創

生総合戦略（次号において単に「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略」という。）

に同条第二項第三号に掲げる事項として定められた事業又は同法第十条第一項に規定

する市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略（次号において単に「市町村まち・ひと・

しごと創生総合戦略」という。）に同条第二項第三号に掲げる事項として定められた事

業であって次に掲げるもののうち、地方公共団体、事業者、研究機関その他の多様な

主体との連携又は分野の異なる施策相互の有機的な連携を図ることにより効率的かつ

効果的に行われるものその他の先導的なものに関する事項 

イ 地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境の整備に資する事

業（ロに掲げるものを除く。）であって次に掲げるもの 

(1) 結婚、出産又は育児についての希望を持つことができる社会環境の整備に資す

る事業 

(2) 移住及び定住の促進に資する事業 

(3) 地域社会を担う人材の育成及び確保に資する事業 

(4) 観光の振興、農林水産業の振興その他の産業の振興に資する事業 

(5) (1) から(4)までに掲げるもののほか、地方公共団体が地域再生を図るために取

り組むことが必要な政策課題の解決に資する事業 

ロ 地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境の整備のための基

盤となる施設の整備に関する事業であって次に掲げるもの 

(1) 道路、農道又は林道であって政令で定めるものの二以上を総合的に整備する事

業 

(2) 下水道、集落排水施設又は浄化槽であって政令で定めるものの二以上を総合的

に整備する事業 

(3) 港湾施設及び漁港施設であって政令で定めるものを総合的に整備する事業 

二 都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略にまち・ひと・しごと創生法第九条第二

項第三号に掲げる事項として定められた事業又は市町村まち・ひと・しごと創生総合

戦略に同法第十条第二項第三号に掲げる事項として定められた事業であって前号イ又

はロに掲げるもののうち、地方公共団体（地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十

一号）第十条第一項の規定による普通交付税の交付を受けないことその他の政令で定

める要件に該当する都道府県及び市町村、地方自治法第二百八十四条第一項の一部事

務組合及び広域連合並びに港湾法第四条第一項の規定による港務局を除く。）が法人か

らの寄附（当該事業の実施に必要な費用に充てられることが確実であることその他の

内閣府令で定める要件に該当するものに限る。）を受け、その実施状況に関する指標を
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設定することその他の方法により効率的かつ効果的に行うもの（第十三条の二におい

て「まち・ひと・しごと創生寄附活用事業」という。）に関する事項 

三 地域における雇用機会の創出その他地域再生に資する経済的社会的効果を及ぼすも

のとして内閣府令で定める事業を行うのに必要な資金を貸し付ける事業（第十四条第

一項において「地域再生支援貸付事業」という。）であって銀行その他の内閣府令で定

める金融機関（以下単に「金融機関」という。）により行われるものに関する事項 

四 地域における特定政策課題の解決に資する事業（第一号に規定する事業、前号の内

閣府令で定める事業及び第十四号に規定する事業を除く。）であって次に掲げるもの

（次項及び第十項において「特定地域再生事業」という。）に関する事項 

イ 地域住民の交通手段の確保のために行う事業その他の内閣府令で定める事業であ

って金融機関から当該事業を行うのに必要な資金の貸付けを受けて行われるもの 

ロ 地域住民の生活の利便性の向上に資する施設その他の施設の整備又は福祉サービ

スその他のサービスの提供に関する事業として内閣府令で定めるものであって地方

公共団体、第十九条第一項の規定により指定された地域再生推進法人（同項を除き、

以下単に「地域再生推進法人」という。）、株式会社その他内閣府令で定める者によ

り行われるもの 

ハ 老朽その他の事由により地域において使用されていない公共施設又は公用施設の

除却を通じて地域住民の生活環境の改善を図る事業 

五 地方活力向上地域（産業及び人口の過度の集中を防止する必要がある地域及びその

周辺の地域であって政令で定めるもの（第十七条の二第一項第一号において「集中地

域」という。）以外の地域であり、かつ、当該地域の活力の向上を図ることが特に必要

な地域をいう。以下同じ。）において、本店又は主たる事務所その他の地域における就

業の機会の創出又は経済基盤の強化に資するものとして内閣府令で定める業務施設

（工場を除く。以下「特定業務施設」という。）を整備する事業（以下「地方活力向上

地域特定業務施設整備事業」という。）に関する事項 

六 集落生活圏（自然的社会的諸条件からみて一体的な日常生活圏を構成していると認

められる集落及びその周辺の農用地等（農業振興地域の整備に関する法律（昭和四十

四年法律第五十八号）第三条に規定する農用地等をいう。以下同じ。）を含む一定の地

域をいい、市街化区域（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第七条第一項に規定

する市街化区域をいう。第十七条の七第七項において同じ。）その他政令で定める区域

を除く。以下同じ。）において、地域における住民の生活及び産業の振興の拠点（以下

「地域再生拠点」という。）の形成並びに農用地等の保全及び農業上の効率的かつ総合

的な利用を図るために行う事業であって、就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生

活環境の整備に資するものに関する事項 

七 前号に規定する事業と一体的に推進する事業であって、地域における持続可能な公

共交通網の形成及び物資の流通の確保に資するため、自家用有償旅客運送者（道路運

送法（昭和二十六年法律第百八十三号）第七十九条の七第一項に規定する自家用有償

旅客運送者をいう。第十七条の十三において同じ。）が行うものに関する事項 

八 生涯活躍のまち形成地域（人口及び地域経済の動向その他の自然的経済的社会的条
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件からみて、地域住民が生涯にわたり活躍できる魅力ある地域社会を形成して中高年

齢者の居住を誘導し、地域の持続的発展を図ることが適当と認められる地域をいう。

以下同じ。）において、中高年齢者の就業、生涯にわたる学習活動への参加その他の社

会的活動への参加の推進、高年齢者に適した生活環境の整備、移住を希望する中高年

齢者の来訪及び滞在の促進その他の地域住民が生涯にわたり活躍できる魅力ある地域

社会の形成を図るために行う事業（以下「生涯活躍のまち形成事業」という。）に関す

る事項 

九 遊休工場用地等（農村地域工業等導入促進法（昭和四十六年法律第百十二号）第五

条第一項に規定する実施計画に従って整備された同法第四条第二項第二号に規定する

工場用地等のうち、同法第二条第二項に規定する工業等（以下この号及び第十七条の

二十六において単に「工業等」という。）の導入に通常要する期間を勘案して内閣府令

で定める期間以上の期間工業等の用に供されていないものをいう。以下この号におい

て同じ。）に、工業等以外の産業であって、当該遊休工場用地等の存する農村地域（同

法第二条第一項に規定する農村地域をいう。以下この号において同じ。）における産業

の現状その他の事情に照らして、当該農村地域における安定した雇用機会の確保に資

するものを導入する事業に関する事項 

十 地域における農林水産業の振興に資するものとして政令で定める施設（以下「地域

農林水産業振興施設」という。）を整備する事業に関する事項 

十一 構造改革特別区域法（平成十四年法律第百八十九号）第二条第二項に規定する特

定事業（同法第四条第一項に規定する構造改革特別区域計画（第十一項及び第十七条

の三十において単に「構造改革特別区域計画」という。）が作成されているものに限る。）

であって、地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境の整備に資

するものに関する事項 

十二 中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第九条第二項第二

号から第六号までに規定する事業及び措置（同条第一項に規定する基本計画（第十七

条の三十一において「中心市街地活性化基本計画」という。）が作成されているものに

限る。）であって、地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境の整

備に資するものに関する事項 

十三 企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律

（平成十九年法律第四十号）第五条第二項第七号に規定する事業環境の整備の事業（同

条第一項に規定する基本計画（第十七条の三十二において「産業集積形成等基本計画」

という。）が作成されているものに限る。）であって、地域における就業の機会の創出

又は経済基盤の強化に資するものに関する事項 

十四 地域における福祉、文化その他の地域再生に資する事業活動の基盤を充実するた

め、補助金等交付財産（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十

年法律第百七十九号）第二十二条に規定する財産をいう。）を当該補助金等交付財産に

充てられた補助金等（同法第二条第一項に規定する補助金等をいう。）の交付の目的以

外の目的に使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供することにより行う事

業に関する事項 

- 381 -



５～10 （略） 

11 地方公共団体は、第四項第十一号に規定する事業が記載された地域再生計画について

第一項の規定による認定の申請をしようとするときは、構造改革特別区域法第四条第七

項（同法第六条第二項において準用する場合を含む。）に規定する意見の概要（同法第四

条第五項（同法第六条第二項において準用する場合を含む。）の提案を踏まえた構造改革

特別区域計画に係る事業が記載された地域再生計画についての当該認定の申請をする場

合にあっては、当該意見及び当該提案の概要）を添付しなければならない。 

12～15 （略） 

16 内閣総理大臣は、第一項の規定による認定の申請があった場合において、地域再生計

画のうち第二項各号に掲げる事項に係る部分が次に掲げる基準に適合すると認めるとき

は、その認定をするものとする。 

一 地域再生基本方針に適合するものであること。 

二 当該地域再生計画の実施が当該地域における地域再生の実現に相当程度寄与するも

のであると認められること。 

三 円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。 

17 内閣総理大臣は、前項の認定を行うに際し必要と認めるときは、地域再生本部に対し、

意見を求めることができる。 

18 内閣総理大臣は、地域再生計画に第四項各号に掲げる事項が記載されている場合にお

いて、第十六項の認定をしようとするときは、当該事項に係る関係行政機関の長（第三

十五条を除き、以下単に「関係行政機関の長」という。）の同意を得なければならない。

19 内閣総理大臣は、第十六項の認定をしたときは、遅滞なく、その旨を公示しなければ

ならない。 

（都市再生整備計画等の提出） 

第 6条の 2 地方公共団体は、第五条第一項の規定による認定の申請をしようとするとき

は、併せて別表の上欄に掲げる計画を提出することができる。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による別表の上欄に掲げる計画の提出があったときは、

当該計画の実施が地域再生計画の実施による当該地域における地域再生の実現に与える

影響を考慮して、第五条第十六項の認定を行うものとする。 

３ 第一項の規定による別表の上欄に掲げる計画の提出があったときは、当該計画の提出

を受けた内閣総理大臣は、遅滞なく、それぞれ同表の中欄に掲げる大臣にその写しを送

付するものとする。 

４ 別表の中欄に掲げる大臣が前項の規定による同表の上欄に掲げる計画の写しの送付を

受けたときは、それぞれ当該計画について同表の下欄に掲げる提出又は送付があったも

のとみなす。 

（構造改革特別区域計画の認定の手続の特例） 

第 17 条の 30 第五条第四項第十一号に規定する事業が記載された地域再生計画が同条第

十六項の認定を受けたときは、当該認定の日において、当該事業に係る構造改革特別区

域計画について構造改革特別区域法第四条第九項の規定による認定（同法第六条第一項

の規定による変更の認定を含む。）があったものとみなす。 
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（中心市街地活性化基本計画の認定の手続の特例） 

第 17 条の 31 第五条第四項第十二号に規定する事業及び措置が記載された地域再生計画

が同条第十六項の認定を受けたときは、当該認定の日において、当該事業及び措置に係

る中心市街地活性化基本計画について中心市街地の活性化に関する法律第九条第十項の

認定（同法第十一条第一項の規定による変更の認定を含む。）があったものとみなす。 

（産業集積形成等基本計画の同意の手続の特例） 

第 17 条の 32  第五条第四項第十三号に規定する事業が記載された地域再生計画が同条第

十六項の認定を受けたときは、当該認定の日において、当該事業に係る産業集積形成等

基本計画について企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関

する法律第五条第五項の規定による同意（同法第六条第一項の規定による変更の同意を

含む。）があったものとみなす。 

別表（第六条の二関係）  

都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号）

第四十六条第一項の規定により作成した都市再生

整備計画 

国土交通大臣 同法第四十七条第

一項の規定による

提出 

都市再生特別措置法第八十一条第一項の規定によ

り作成した立地適正化計画（同条第二項第四号に

掲げる事項（同法第四十六条第一項の土地の区域

における同条 第二項第二号又は第三号に掲げる

事業又は事務であって市町村又は同条第三項に規

定する特定非営利活動法人等が実施するものに係

るものに限る。）が記載されているものに限る。）

国土交通大臣 同法第八十三条第

一項の規定による

提出 

地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等

の整備等に関する特別措置法（平成十七年法律第

七十九号）第六条第一項の規定により作成した地

域住宅計画 

国土交通大臣 同法第七条第一項

の規定による提出 

農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流

の促進に関する法律（平成十九年法律第四十八号）

第五条第一項の規定により作成した活性化計画 

農林水産大臣 同法第六条第一項

の規定による提出 

広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律

（平成十九年法律第五十二号）第五条第一項の規

定により作成した広域的地域活性化基盤整備計画

国土交通大臣 同法第十九条第一

項の規定による提

出 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平

成十九年法律第五十九号）第五条第一項の規定に

より作成した地域公共交通網形成計画（当該地域

公共交通網形成計画の変更があったときは、その

変更後のもの） 

国土交通大臣

及び総務大臣 

同法第五条第八項

（同条第十項にお

いて準用する場合

を含む。）の規定

による送付 

観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促 国土交通大臣 同法第四条第七項
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進に関する法律（平成二十年法律第三十九号）第

四条第一項の規定により作成した観光圏整備計画

（当該観光圏整備計画の変更があったときは、そ

の変更後のもの） 

及び農林水産

大臣 

（同条第九項にお

いて準用する場合

を含む。）の規定

による送付 
 

（注）下線は当省が付した。 

 

表3-② 地域再生基本方針の一部変更について(平成19年12月7日閣議決定)新旧対

照表(抜粋) 

改正案 現行 

３ 地域再生計画の認定に関する基本的な事項

１）（略）  

２）地域再生計画の認定手続  

 ①（略） 

② 地域再生計画の記載事項  

地域再生計画の記載事項は、法第５条

第２項及び第３項並びに内閣府令で定

めるとおりである。なお、同条第３項第

４号イ、ロ又はハの事業として記載でき

る事項は、それぞれ法第 21 条第２項の

交付金の種類ごとに定める施設の範囲

に限るものとする。  

また、法第５条第２項第３号に掲げる

事項には同条第３項各号に定める事項

のほか、５）に定める支援措置を活用し

て行う事業を記載することができる。 

このほか、下記の事項に従って地域再

生計画を作成する必要がある。  

イ 地方公共団体がその自主的な取組

として行うこととなる事後的な評価

が可能な目標を設定しているもので

あること。  

ロ 法令等を遵守しているものである

こと。  

ハ 目標を達成するために行う事業が

効率的なものであること。  

なお、地方公共団体が、同一の区域に

おいて、地域再生基本方針に定める支援

措置のほか、構造改革特別区域基本方針

別表１に定める特例措置、中心市街地活

３ 地域再生計画の認定に関する基本的な事項

１）（略）  

２）地域再生計画の認定手続  

 ①（略） 

 ② 地域再生計画の記載事項  

   地域再生計画の記載事項は、法第５条

第２項及び第３項並びに内閣府令で定

めるとおりである。なお、同条第３項第

４号イ、ロ又はハの事業として記載でき

る事項は、それぞれ法第 21 条第２項の

交付金の種類ごとに定める施設の範囲

に限るものとする。  

   また、法第５条第２項第３号に掲げる

事項には同条第３項各号に定める事項

のほか、５）に定める支援措置を活用し

て行う事業を記載することができる。 

   このほか、下記の事項に従って地域再

生計画を作成する必要がある。  

  イ 地方公共団体がその自主的な取組

として行うこととなる事後的な評価

が可能な目標を設定しているもので

あること。  

  ロ 法令等を遵守しているものである

こと。  

  ハ 目標を達成するために行う事業が

効率的なものであること。  

なお、地方公共団体が、同一の区域に

おいて、地域再生基本方針に定める支援

措置及び構造改革特別区域基本方針別

表１に定める特例措置の双方を活用す
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性化を図るための基本的な方針に定め

る支援措置等の措置を活用する場合は、

これらの措置を記載した計画を作成し、

一括して認定を申請することができる

ものとする。 

る場合は、両措置を併記した計画を作成

し、認定を申請することができるものと

する。 

（注）下線は当省が付した。 

 
表 3-③ 地域再生計画と地域雇用創造計画の関係 

○ 地域再生基本方針（平成 17 年 4 月 22 日閣議決定）（抜粋） 

２  地域再生のために政府が実施すべき施策に関する基本的な方針 

１）地域の知恵と工夫の競争のサポート・促進 

① （略） 

②  地域に共通する主要な政策課題の解決に資する取組の推進  

イ  特定政策課題の解決に資する取組の支援  

全国の地域に共通する重要課題である特定政策課題の解決に資する取組を推

進するためには、地域の自立的・自主的な取組を尊重した上で、国が重点的かつ

総合的な支援を行う必要がある。  

このため、特定政策課題の解決に資する取組に対し、国が重点的かつ総合的に

支援するとともに、課題解決モデルを提示することにより、地域の知恵と工夫の

競争をいかした取組を支援する。  

ロ  各種プログラムの推進  

地域に共通する主要な政策課題に対する自主的・自立的な取組を推進するため

には、国の地域活性化に係る施策を地域にとって選択・利用しやすいメニューと

して体系化し、地域が各種施策を組み合わせて活用することができるようにする

ことが効果的である。  

このため、これまでに地域再生本部において決定された「地域の知の拠点再生

プログラム」、「地域の雇用再生プログラム」、「地域のつながり再生プログラム」、

「地域の再チャレンジ推進プログラム」、「地域の交流・連携推進プログラム」、「地

域の産業活性化プログラム」及び「地域の地球温暖化対策推進プログラム」を推

進する。その際、地域においてこれらのプログラムを推進する上で、各種施策の

選択・利用が容易になるように、別表においてこれらのプログラムと地域再生計

画に連動する施策との関係を明示する。 

５ 地域再生計画の認定に関する基本的な事項 

 １）・２） （略） 

 ３）地域再生計画の認定手続 

  ①・② （略） 

③ 地域再生計画の記載事項 

イ 地域再生計画の記載事項は、法第５条第２項から第４項まで及び内閣府令で定

めるとおりである。 

ロ 法第５条第４項第１号又は第２号に掲げる事項に係る事業を記載する場合にあ
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っては、認定申請をしようとする地方公共団体の地方版総合戦略に当該事業が位

置付けられている必要がある。この場合において、地方公共団体が共同して認定

申請をしようとするときは、当該共同して認定申請をしようとする地方公共団体

（港務局にあっては、当該港務局を設立した地方公共団体）全ての地方版総合戦

略に当該事業が位置付けられている必要がある。 

ハ 法第５条第４項第１号ロに掲げる事業を記載する場合にあっては、同号イの地

方創生事業その他の政策効果を高めるためのソフト事業と連携・組合せをするよ

う努めるものとする。 

ニ 法第５条第４項第５号に掲げる事項を記載する場合にあっては、都道府県が単

独で又は都道府県と市町村が共同で、次に掲げる事業に応じて、地方活力向上地

域をそれぞれ設定するものとする。 

ａ．法第 17 条の２第１項第１号に掲げる事業の対象となる地方活力向上地域 

地域の活力の向上を図ることが特に必要な地域として、事業者の本社機能の

移転又は強化の円滑な実施を図るため、以下のような事業環境の整備が一体的

に行われる地域であることとする。 

ⅰ）用地・施設の整備状況に関する情報の開示 

ⅱ）事業者の本社機能の移転又は強化に関する手続に係るワンストップ窓口の

設置  

ⅲ）事業者の本社機能の移転又は強化に係る人材育成・人材確保施策の実施 

ⅳ）事業者の本社機能の移転又は強化を図るための独自の助成措置や規制緩和

等の実施 

ⅴ）その他の事業者の本社機能の移転又は強化を促進するための取組 

なお、地域の設定に当たっては、地域の事業環境の整備状況や地域産業の特

性、都道府県及び市町村が実施する支援措置や事業内容等に応じて、地域再生

計画の目標を達成するために効率的かつ効果的な地域を適切に定めることと

する。 

ｂ．法第 17 条の２第１項第２号に掲げる事業の対象となる地方活力向上地域 

都市機能の集積や地域連携等の状況を勘案しつつ、内閣府令第 29 条に掲げる

要件の全てに該当する地域であることとする。 

なお、近接する複数の市町村にまたがる地域を設定する場合の同条第１号の

要件については、特に次のいずれかを満たすことを前提として地域を定めるこ

ととする。 

ⅰ）鉄道や幹線道路の同一沿線上であるなど主要な交通施設の整備が一体的に

進められていることが認められる地域であること 

ⅱ）広域都市計画区域を設定しているなど一体的な都市整備が進められている

ことが認められる地域であること 

ホ また、法第５条第２項第２号に掲げる事項には同条第４項各号に定める事項の

ほか、６）に定める支援措置を活用して行う事業を記載することができる。 

ヘ このほか、下記の事項に従って地域再生計画を作成する必要がある。 
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ａ．法令等を遵守しているものであること 

ｂ．地域再生を図るために行う事業が効率的なものであること 

なお、法第５条第３項で定める地域再生計画の目標を定める場合には１の「地

域再生の意義及び目標」に適合し、地方公共団体がその自主的な取組として行

うこととなる事後的な評価が可能な目標を設定するものとする。 

ト また、地方公共団体が、地域再生基本方針に定める支援措置のほか、構造改革

特別区域基本方針別表１に定める特例措置を活用する場合は、当該特例措置を記

載した構造改革特別区域計画を、中心市街地の活性化を図るための基本的な方針

に定める支援措置等を活用する場合は、当該措置を記載した中心市街地活性化基

本計画を作成し、一括して認定を申請することができるものとする。 

④ 関係行政機関の長の同意等 

内閣総理大臣は、認定の申請があった地域再生計画に法第５条第４項各号に掲げ

る事項が記載されている場合のほか、③ホに基づき６）に定める支援措置を活用し

て行う事業が記載されている場合においても、地域再生計画の認定（その変更を含

む。以下同じ。）に際し、当該支援措置に係る関係行政機関の長の同意を得るものと

する。 

関係行政機関の長の同意は、期限を付して文書により求めるものとする。関係行

政機関の長は、期限までに同意又は不同意の回答を行うものとする。 

関係行政機関の長が不同意をする場合には、具体的な理由を付するものとする。

この場合において、内閣総理大臣は当該地域再生計画の認定の判断を行うに当たっ

て、当該地域再生計画を作成した地方公共団体及び関係行政機関から事実の確認等

を行い、所要の調整を図るものとする。 

関係行政機関の長は、同意する場合にあっては、当該地域再生計画の認定に当た

って条件を付すことを、内閣総理大臣に対して求めることができるものとする。 

⑤ （略） 

 ４）・５）（略） 

 ６）地域再生計画と連動した支援措置 

① 支援措置の活用について 

イ 地域再生計画と連動して各府省庁が実施する施策（以下「連動施策」という。）

による支援措置（「５）地域再生計画の認定制度に基づく法律上の特別の措置」を

含む。）は別表のとおりである。 

ロ これらの支援措置を活用する旨が明示されている地域再生計画については、３）

④により、認定に際して、内閣総理大臣は関係行政機関の長の同意を得ることと

する。 

ただし、国庫補助を伴う支援措置について、当該支援措置に係る交付決定が既

に行われており、単に関連事業として記載されている場合にあっては、当該支援

措置に係る部分については認定の効果はなく、内閣総理大臣は当該支援措置に係

る関係行政機関の長の同意は求めないこととする。また、認定地方公共団体が、

活用する支援措置を追加しようとする場合にあっては、計画の変更認定の申請を
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行うこととし、内閣総理大臣は当該変更認定に際して、関係行政機関の長の同意

を得ることとする。 

ハ これらの連動施策以外の施策を活用した事項・事業を地域再生計画に記載する

ことは可能であるが、この場合も当該事項・事業の実施について認定の効果はな

いため、当該事項・事業に関して関係行政機関の長の同意は求めないこととする。

当該事項・事業の実施に当たっては、地方公共団体において別途関係行政機関と

の所要の調整を行う必要がある。 

別表（地域再生計画と連動する施策） 

（※１）プログラム分類の欄について、「雇用再生」は地域の雇用再生プログラム、「つな

がり」は地域のつながり再生プログラム、「再チャレ」は地域の再チャレンジ推進プ

ログラム、「交流連携」は地域の交流・連携推進プログラム、「産業活性」は地域の

産業活性化プログラム、「知の拠点」は地域の知の拠点再生プログラム、「温暖対策」

は地域の地球温暖化対策推進プログラム、「その他」は各プログラムに属さない横断

的に地域再生に役立つ施策群。 

（※２）特定政策課題の欄について、地域再生基本方針４の３）特定政策課題の具体的テ

ーマの設定①のイを「健康まちづくり」、①のロを「郊外団地再生」、①のハを「中

山間地域」、②のイを「６次産業化」、②のロを「再生可能エネルギー」としている。

 

施策名 施策概要 府省庁名   

実践型地域雇用

創造事業 

地域再生計画や各府省の支援メニュ

ー、地方自治体における産業振興施策

との連携の下に、自発雇用創造地域に

よる自主性・創意工夫ある地域の雇用

創造に係る取組を促進するため、自発

雇用創造地域内の市町村、経済団体等

から構成される協議会の提案により、

求職者の雇用機会の創出に資する能力

開発や就職促進等に加え、波及的に地

域の雇用機会を増大させる効果が見込

まれる取組等を内容とする雇用対策事

業を、国が当該協議会等に委託して実

施する。 

地域再生計画の認定を支援の要件とす

る。 

雇用創造に向けた意欲が高い地域にお

いて、地域が提案する事業構想の中か

ら雇用創造効果が高いものを選抜し、

当該地域に委託して実施する。 

厚生労働省   

 

省 
略 
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○ 地域再生計画認定申請マニュアル(各論)(平成28年4月1日内閣府地方創生推進室)(抜

粋) 

１－11 実践型地域雇用創造事業（厚生労働省）：【Ｂ０９０６】 

① （略） 

② 支援措置の内容 

地域雇用開発促進法に規定する同意自発雇用創造地域内の市町村(特別区を含みます。

以下、この事業について「市町村」という。)及び経済団体等から構成される協議会（以

下、「協議会」という。）が提案した雇用対策事業であって認定地域再生計画に位置づけ

られたものの中から、コンテスト方式により雇用創造効果が高いものを選抜し、当該協

議会等に対してその事業の実施を委託することにより地域における雇用創造を支援しま

す。 

事業額は、１地域１年度当たり２億円、２以上の市町村が共同で地域雇用創造計画を

策定した地域にあっては２．５億円を上限とし、同一地域における事業期間は、３年を

上限とします。 

なお、一の協議会が同時に二以上の事業構想を提案することはできません。 

③ 支援措置に係る必要な手続 

実践型地域雇用創造事業の実施に当たり、協議会は、あらかじめ、別途各都道府県労

働局に雇用対策事業の構想を提出し、有識者等からなる第三者委員会による選抜の結果、

当該構想が採択されることが必要です。 

④ 認定申請にあたって必要な書類 

各都道府県労働局へ提出した事業構想を添付してください。 

 

○ 地域雇用開発促進法（昭和 62 年法律第 23 号）（抜粋） 

（定義） 

第 2条 この法律において「地域雇用開発」とは、求職者の総数に比し雇用機会が不足し

ている地域について第三章及び第四章に定める措置を講ずることにより、地域的な雇用

構造の改善を図ることをいう。 

２ （略） 

３ この法律において「自発雇用創造地域」とは、次に掲げる要件に該当する地域をいう。

一 一又は二以上の市町村（特別区を含む。以下同じ。）の区域であること。 

二 その地域内に居住する求職者の総数に比し相当程度に雇用機会が不足しているた

め、当該求職者がその地域内において就職することが困難な状況にあること。 

三 前号に該当する状態が相当期間にわたり継続することが見込まれるものとして厚生

労働省令で定める状態にあること。 

四 その地域内の市町村、当該地域をその区域に含む都道府県、当該地域の事業主団体

その他の地域の関係者が、その地域の特性を生かして重点的に雇用機会の創出を図る

事業の分野及び当該分野における創意工夫を生かした雇用機会の創出（以下「雇用の

創造」という。）の方策について検討するための協議会を設置しており、かつ、当該市

町村が雇用の創造に資する措置を自ら講じ、又は講ずることとしていること。 
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五 その地域内に居住する求職者に関し第四章に定める地域雇用開発のための措置を講

ずる必要があると認められること。 

（地域雇用創造計画） 

第 6条 市町村は単独で又は共同して、都道府県は当該都道府県の区域内の市町村と共同

して、地域雇用開発指針に基づき、当該市町村の区域又は当該都道府県の区域内の市町

村の区域であつて、自発雇用創造地域に該当すると認められるものについて、当該区域

に係る地域雇用開発の促進に関する計画（以下「地域雇用創造計画」という。）を策定し、

厚生労働大臣に協議し、その同意を求めることができる。 

２ 地域雇用創造計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 自発雇用創造地域の区域 

二 自発雇用創造地域の特性を生かして重点的に雇用機会の創出を図る事業の分野（第

十二条第一項において「地域重点分野」という。）に関する事項 

三 自発雇用創造地域における雇用の創造に資する方策その他当該自発雇用創造地域の

地域雇用開発を促進するための方策に関する事項 

四 計画期間 

五 第二条第三項第四号に規定する協議会（以下「地域雇用創造協議会」という。）を構

成する事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設立された組合若し

くはその連合会であつて厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で第十二条第二

項第一号に規定する中小企業者を直接若しくは間接の構成員とするもの（厚生労働省

令で定める要件に該当するものに限る。）（以下この号及び同項第二号において「事業

協同組合等」という。）が同条第三項の規定により労働者の募集に従事しようとする場

合にあつては、当該事業協同組合等に関する事項 

３ 地域雇用創造計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を定め

るよう努めるものとする。 

一 自発雇用創造地域における労働力の需給状況その他雇用の動向に関する事項 

二 自発雇用創造地域の地域雇用開発の目標に関する事項関する事項 

４ 市町村長（特別区の区長を含む。）又は都道府県知事は、地域雇用創造計画の案を作成

するに当たっては、あらかじめ、地域雇用創造協議会の意見を聴くように努めるものと

する。 

５ 厚生労働大臣は、地域雇用創造計画が次の各号のいずれにも該当するものであると認

めるときは、その同意をするものとする。 

一 その地域雇用創造計画に係る地域が自発雇用創造地域に該当し、かつ、地域雇用開

発指針に適合するものであること。 

二 第二項第二号から第五号までに掲げる事項が地域雇用開発指針に適合するものであ

ること。 

三 その他地域雇用開発指針に照らして適切なものであること。 

６ 厚生労働大臣は、前項の規定による同意をしようとするときは、あらかじめ、関係行

政機関の長に協議するとともに、第二項第一号に掲げる区域を管轄する都道府県労働局

に置かれる政令で定める審議会の意見を聴かなければならない。 
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７ 市町村又は都道府県は、地域雇用創造計画が第五項の規定による同意を得たときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。 

８ 市町村又は都道府県は、第五項の規定による同意を得た地域雇用創造計画を変更しよ

うとするときは、厚生労働大臣に協議し、その同意を得なければならない。 

９ 第四項から第七項までの規定は、前項の場合について準用する。 

 

第四章 自発雇用創造地域に係る地域雇用開発のための措置 

（地域雇用開発のための事業） 

第 10 条 政府は、第六条第五項の規定による同意を得た地域雇用創造計画（同条第八項の

規定による変更の同意があつたときは、その変更後のもの。以下「同意地域雇用創造計

画」という。）に係る自発雇用創造地域（以下「同意自発雇用創造地域」という。）にお

ける地域雇用開発を促進するため、当該同意地域雇用創造計画に係る地域雇用創造協議

会からの提案に係る事業が当該同意自発雇用創造地域内に居住する求職者に対する当該

同意自発雇用創造地域内に所在する事業所に係る求人に関する情報の提供又は就職に必

要な知識及び技能を習得させるための講習の実施その他の厚生労働省令で定める事業に

該当する場合であつて、厚生労働大臣が当該同意自発雇用創造地域における雇用の創造

に資するために適当であると認めるものであるときは、当該事業を雇用保険法第六十二

条の雇用安定事業又は同法第六十三条の能力開発事業として行うものとする。  

２ 政府は、厚生労働省令で定めるところにより、前項に規定する事業の全部又は一部を

当該地域雇用創造協議会又は当該同意自発雇用創造地域において雇用の創造に資する事

業を行う団体（当該地域雇用創造協議会の提案に係る団体であつて、厚生労働省令で定

める要件に該当するものに限る。）に委託することができる。 

（地域再生に係る措置との総合的な実施） 

第 14 条 国は、この章に定める措置と別に講ぜられる地域の活力の再生を推進するための

措置とを総合的かつ効果的に講ずるよう努めるものとする。 

（地方公共団体への援助） 

第十七条 国は、地域雇用開発計画又は地域雇用創造計画を策定しようとし、又は策定し

た都道府県又は市町村に対し、雇用開発促進地域又は自発雇用創造地域における地域雇

用開発を促進するための措置に関し必要な情報提供、助言その他の援助を行うように努

めなければならない。 

２ 都道府県は、地域雇用創造計画を策定しようとし、又は策定した市町村に対し、自発

雇用創造地域における地域雇用開発を促進するための措置に関し必要な情報提供、助言

その他の援助を行うことができる。 

 

○ 雇用対策法及び地域雇用開発促進法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（平成

19 年 5 月 31 日参議院厚生労働委員会） 

八、地域間で雇用情勢に大きな格差が見られる中で、雇用対策は、地域の実情に応じ、国

と地方公共団体との密接な連携により機動的かつ効果的に実施することが重要であるこ

とにかんがみ、産業政策をはじめ地域再生に向けた取組と一体となって、実効ある雇用

創出の取組の推進に努めること。また、引き続き、雇用情勢の特に厳しい地域に対する
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雇用対策の強化に努めること。 

 

○ 「実践型地域雇用創造事業募集について～平成 28 年度第 1次募集～」(抜粋) 

２．対象地域 

以下の（１）、（２）のいずれにも該当する地域が対象となります。 

（１）地域雇用開発促進法(昭和 62 年法律第 23 号)に規定する同意自発雇用創造地域(※)

であること。 

  ※ 同意自発雇用創造地域とは 

    地域雇用開発促進法第２条に規定する自発雇用創造地域(以下の(ア)から(ウ)の

いずれにも該当する地域をいう。)であって、当該地域の市町村等が単独又は共同し

て実践型地域雇用創造事業の実施を盛り込んだ同法第６条に規定する地域雇用創造

計画を策定し、同条の規定に基づく厚生労働大臣の同意を得ている又は得る予定と

している地域をいいます。 

 (ア) 一又は二以上の市町村(特別区を含む。)の区域であること。二以上の市町村の区域

とするときは、原則として隣接した市町村からなる区域とすること。 

 (イ) その地域内に居住する求職者の総数に比し相当程度に雇用機会が不足しているた

め、当該求職者がその地域内において就職することが困難な状況にあり、その状態が

相当期間にわたり継続することが見込まれること。 

    具体的には、下記ＡからＢまでのいずれかに該当すること。 

Ａ 最近３年間又は１年間の応募市町村における一般又は常用有効求人倍率が全国

平均(全国平均が１倍以上のときは１、０．６７倍未満のときは０．６７)以下で

あること。 

Ｂ 次の(ａ)から(ｃ)までのいずれにも該当すること。 

   (ａ) 最近３年間又は１年間の応募市町村における一般又は常用有効求人倍率が１

倍未満であること。 

(ｂ) 応募市町村における最近５年間の人口減少率が全国における最近５年間の人

口減少率以上であること。 

(ｃ) 応募市町村が「まち・ひと・しごとの創生に関する地方版総合戦略」を策定

していること又は平成 27 年度中に策定する予定であること。 

 (ウ) その地域内の市町村、当該地域をその区域に含む都道府県、当該地域の事業主団体

その他の地域の関係者が、その地域の特性を生かして重点的に雇用機会の創出を図る

事業の分野及び当該分野における創意工夫を生かした雇用機会の創出の方策につい

て検討するための協議会を設置しており、かつ、当該市町村が雇用の創造に資する措

置を自ら講じ、又は講ずることとしていること 

（２）実践型地域雇用創造事業の実施を盛り込んだ地域再生法(平成 17 年法律第 24 号)に

規定する地域再生計画を策定し、同法の規定に基づく内閣総理大臣の認定(変更申請に

係る認定を含む。)を得ている又は得る予定としている地域であること。 
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○ 地域提案型雇用創造促進事業について(平成18年度)(厚生労働省職業安定局平成18年

1 月)(抜粋) 
２ 事業の対象地域 

(1) 基本的考え方 

以下のいずれをも満たす地域を対象地域とします。 

[1] 雇用機会が少ない地域であること。 

[2] 地域再生計画の認定を受け、自発的に地域の雇用創造に取り組む地域であること。

(2) 具体的な判断基準 

(1)[1]について 

以下のいずれかを満たす地域 

イ 地域雇用開発促進法（昭和６２年法律第２３号）第９条第１項に規定する同意雇

用機会増大促進地域である地域 

ロ パッケージ事業の委託に係る雇用対策事業（以下「事業」という。）実施の直近

１年間における当該地域の有効求人倍率（※１）の平均（※２）が概ね１倍未満で

ある地域 

なお、上記イ、ロに該当しない地域であっても、当該地域の基幹産業における事

業所数、従業員数、製造品出荷額、年間商品販売額等が減少していることに伴い雇

用情勢が今後悪化する蓋然性が極めて高い地域については、対象地域に該当とする

こととします。 

※１ 当該地域を管轄する公共職業安定所における一般の有効求人倍率（新規学卒者

を除きパートタイムを含む。）の数字を使用してください。当該地域が公共職業

安定所の管轄区域と一致しない場合の計算方法は以下のとおりです。 

（イ）当該地域が公共職業安定所の管轄区域の一部である場合 

当該地域に係る有効求人数・有効求職者数は、それぞれ、当該地域の事業所数

      ・ 労働力人口が当該地域が含まれる公共職業安定所の管轄の全事業所数・全

労働力人口に占める割合により按分して算定します。 

（ロ）当該地域が複数の公共職業安定所の管轄区域にまたがる場合 

（地域の有効求人数の合計÷地域の有効求職者数の合計）により算定した数値と

します。 

 

［例］地域：α市及びβ町 

A 安定所の管轄：α市全域（のみ） 

B 安定所の管轄：β町全域及びγ町全域 

・β町の事業所数割合 

＝β町の事業所数÷β町とγ町の事業所数の合計 

・β町の労働力人口割合 

＝β町の労働力人口÷β町とγ町の労働力人口の合計 

・地域の有効求人数 

＝A安定所の有効求人数＋B安定所の有効求人数×β町の事業所数割合 
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・地域の有効求職者数 

＝A安定所の有効求職者数＋B 安定所の有効求職者数×β町の労働力人口割合 

・地域の有効求人倍率 

＝地域の有効求人数÷地域の有効求職者数 

 

※２ 平均の求め方（１２か月）は以下のとおりです。 

・ 有効求人数の平均（Ａ）：各月の有効求人数の合計÷１２ 

・ 有効求職者数の平均（Ｂ）：各月の有効求職者数の合計÷１２ 

・ 有効求人倍率の平均＝Ａ÷Ｂ 

（注）各月の求人倍率から平均を求めるものではありません。 
 
○ 雇用対策法及び地域雇用開発促進法の一部を改正する法律（平成 19 年法律第 79 号）

による改正前の地域雇用開発促進法（抜粋） 

第 2条（略） 

２ この法律において「雇用機会増大促進地域」とは、次に掲げる要件に該当する地域を

いう。 

一 自然的経済的社会的条件からみて一体である地域であること。 

二 その地域内に求職者が多数居住し、かつ、当該求職者の総数に比し相当程度に雇用

機会が不足しているため、当該求職者がその地域内において就職することが困難な状

況にあること。 

三 前号に該当する状態が相当期間にわたり継続することが見込まれるものとして厚生

労働省令で定める状態にあること。 

３～５ （略） 

第 5 条 都道府県は、地域雇用開発指針に基づき、当該都道府県内の地域であつて雇用機

会増大促進地域に該当すると認められるものごとに、当該地域に係る地域雇用開発の促

進に関する計画（以下「地域雇用機会増大計画」という。）を策定し、厚生労働大臣に協

議し、その同意を求めることができる。 

２ 地域雇用機会増大計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 雇用機会増大促進地域の区域 

二 雇用機会増大促進地域における労働力の需給状況その他雇用の動向に関する事項 

三 雇用機会増大促進地域の地域雇用開発の目標に関する事項 

四 雇用機会増大促進地域の地域雇用開発を促進するための方策に関する事項 

３ 都道府県知事は、地域雇用機会増大計画の案を作成するに当たつては、あらかじめ、

関係市町村長の意見を聴くものとする。 

４ 厚生労働大臣は、地域雇用機会増大計画が次の各号のいずれにも該当するものである

と認めるときは、その同意をするものとする。 

一 その地域雇用機会増大計画に係る地域が雇用機会増大促進地域に該当し、かつ、地

域雇用開発指針に適合するものであること。 

二 第 2 項第 2 号から第 4 号までに掲げる事項が地域雇用開発指針に適合するものであ

ること。 
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三 その他地域雇用開発指針に照らして適切なものであること。 

５ 厚生労働大臣は、前項の規定による同意をしようとするときは、あらかじめ、関係行

政機関の長に協議するとともに、労働政策審議会その他政令で定める審議会の意見を聴

かなければならない。 

６ 都道府県は、地域雇用機会増大計画が第 4 項の規定による同意を得たときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 

７ 都道府県は、第 4 項の規定による同意を得た地域雇用機会増大計画を変更しようとす

るときは、厚生労働大臣に協議し、その同意を得なければならない。 

８ 第 3 項から第 6 項までの規定は、前項の場合について準用する。 

第 9 条 政府は、第５条第４項の規定による同意を得た地域雇用機会増大計画（同条第 7

項の規定による変更の同意があつたときは、その変更後のもの）に係る雇用機会増大促

進地域（以下「同意雇用機会増大促進地域」という。）における地域雇用開発を促進する

ため、当該同意雇用機会増大促進地域内において事業所を設置し、又は整備して同意雇

用機会増大促進地域内に居住する求職者を雇い入れる事業主に対して、 雇用保険法（昭

和 49 年法律第 116 号）第 62 条の雇用安定事業として、必要な助成及び援助を行うもの

とする。 

（注）下線は当省が付した。 

 

表 3-④ 地域雇用開発促進法第五条第六項及び第六条第六項の審議会を定める政令

（平成 13 年政令第 319 号）（抜粋） 

内閣は、地域雇用開発促進法（昭和六十二年法律第二十三号）第五条第五項（同条第八

項において準用する場合を含む。）、第六条第五項（同条第八項において準用する場合を含

む。）、第七条第五項 （同条第八項において準用する場合を含む。）及び第八条第五項（同

条第八項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、この政令を制定する。 

地域雇用開発促進法第五条第六項 （同条第九項において準用する場合を含む。）及び第

六条第六項 （同条第九項において準用する場合を含む。）の政令で定める審議会は、地方

労働審議会とする。 
（注）下線は当省が付した。 

 

表 3-⑤ 地域雇用開発促進法施行規則（平成 13 年厚生労働省令第 193 号）（抜粋） 

（権限の委任） 
第 14 条 法第五条第六項（同条第九項において準用する場合を含む。）の厚生労働大臣の

権限（政令で定める審議会の意見を聴くことに限る。）並びに法第六条第五項及び第六項

（関係行政機関の長に協議することを除く。）（同条第九項において準用する場合を含

む。）の厚生労働大臣の権限は、それぞれの同意に係る計画に定める地域を管轄する都道

府県労働局長に委任する。ただし、厚生労働大臣が自ら行うことを妨げない。 
（注）下線は当省が付した。 
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表 3-⑥ 地域再生計画の記載事項に関する規定 

○ 地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）（抜粋） 

（地域再生計画の認定） 

第5条 地方公共団体は、単独で又は共同して、地域再生基本方針に基づき、内閣府令で定

めるところにより、地域再生を図るための計画（以下「地域再生計画」という。）を作成

し、内閣総理大臣の認定を申請することができる。  

２ 地域再生計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。  

一 地域再生計画の区域  

二 地域再生を図るために行う事業に関する事項  

三 計画期間  

３ 前項各号に掲げるもののほか、地域再生計画を定める場合には、次に掲げる事項を記載

するよう努めるものとする。  

一 地域再生計画の目標  

二 その他内閣府令で定める事項  

４ 第二項第二号に掲げる事項には、次に掲げる事項を記載することができる。 

一 まち・ひと・しごと創生法第九条第一項に規定する都道府県まち・ひと・しごと創生

総合戦略（次号において単に「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略」という。）

に同条第二項第三号に掲げる事項として定められた事業又は同法第十条第一項に規定

する市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略（次号において単に「市町村まち・ひと・

しごと創生総合戦略」という。）に同条第二項第三号に掲げる事項として定められた事

業であって次に掲げるもののうち、地方公共団体、事業者、研究機関その他の多様な主

体との連携又は分野の異なる施策相互の有機的な連携を図ることにより効率的かつ効

果的に行われるものその他の先導的なものに関する事項 

イ 地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境の整備に資する事業

（ロに掲げるものを除く。）であって次に掲げるもの 

(1) 結婚、出産又は育児についての希望を持つことができる社会環境の整備に資する

事業 

(2) 移住及び定住の促進に資する事業 

(3) 地域社会を担う人材の育成及び確保に資する事業 

(4) 観光の振興、農林水産業の振興その他の産業の振興に資する事業 

(5) (1) から(4)までに掲げるもののほか、地方公共団体が地域再生を図るために取

り組むことが必要な政策課題の解決に資する事業 

ロ 地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境の整備のための基盤

となる施設の整備に関する事業であって次に掲げるもの 

(1) 道路、農道又は林道であって政令で定めるものの二以上を総合的に整備する事業

(2) 下水道、集落排水施設又は浄化槽であって政令で定めるものの二以上を総合的に

整備する事業 

(3) 港湾施設及び漁港施設であって政令で定めるものを総合的に整備する事業 

二 都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略にまち・ひと・しごと創生法第九条第二項

- 396 -



第三号に掲げる事項として定められた事業又は市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略

に同法第十条第二項第三号に掲げる事項として定められた事業であって前号イ又はロ

に掲げるもののうち、地方公共団体（地方交付税法（昭和二十五年法律第二百十一号）

第十条第一項の規定による普通交付税の交付を受けないことその他の政令で定める要

件に該当する都道府県及び市町村、地方自治法第二百八十四条第一項の一部事務組合及

び広域連合並びに港湾法第四条第一項の規定による港務局を除く。）が法人からの寄附

（当該事業の実施に必要な費用に充てられることが確実であることその他の内閣府令

で定める要件に該当するものに限る。）を受け、その実施状況に関する指標を設定する

ことその他の方法により効率的かつ効果的に行うもの（第十三条の二において「まち・

ひと・しごと創生寄附活用事業」という。）に関する事項 

三 地域における雇用機会の創出その他地域再生に資する経済的社会的効果を及ぼすも

のとして内閣府令で定める事業を行うのに必要な資金を貸し付ける事業（第十四条第一

項において「地域再生支援貸付事業」という。）であって銀行その他の内閣府令で定め

る金融機関（以下単に「金融機関」という。）により行われるものに関する事項 

四 地域における特定政策課題の解決に資する事業（第一号に規定する事業、前号の内閣

府令で定める事業及び第十四号に規定する事業を除く。）であって次に掲げるもの（次

項及び第十項において「特定地域再生事業」という。）に関する事項 

イ 地域住民の交通手段の確保のために行う事業その他の内閣府令で定める事業であ

って金融機関から当該事業を行うのに必要な資金の貸付けを受けて行われるもの 

ロ 地域住民の生活の利便性の向上に資する施設その他の施設の整備又は福祉サービ

スその他のサービスの提供に関する事業として内閣府令で定めるものであって地方

公共団体、第十九条第一項の規定により指定された地域再生推進法人（同項を除き、

以下単に「地域再生推進法人」という。）、株式会社その他内閣府令で定める者により

行われるもの 

ハ 老朽その他の事由により地域において使用されていない公共施設又は公用施設の

除却を通じて地域住民の生活環境の改善を図る事業 

五 地方活力向上地域（産業及び人口の過度の集中を防止する必要がある地域及びその周

辺の地域であって政令で定めるもの（第十七条の二第一項第一号において「集中地域」

という。）以外の地域であり、かつ、当該地域の活力の向上を図ることが特に必要な地

域をいう。以下同じ。）において、本店又は主たる事務所その他の地域における就業の

機会の創出又は経済基盤の強化に資するものとして内閣府令で定める業務施設（工場を

除く。以下「特定業務施設」という。）を整備する事業（以下「地方活力向上地域特定

業務施設整備事業」という。）に関する事項 

六 集落生活圏（自然的社会的諸条件からみて一体的な日常生活圏を構成していると認め

られる集落及びその周辺の農用地等（農業振興地域の整備に関する法律（昭和四十四年

法律第五十八号）第三条に規定する農用地等をいう。以下同じ。）を含む一定の地域を

いい、市街化区域（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第七条第一項に規定する市

街化区域をいう。第十七条の七第七項において同じ。）その他政令で定める区域を除く。

以下同じ。）において、地域における住民の生活及び産業の振興の拠点（以下「地域再
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生拠点」という。）の形成並びに農用地等の保全及び農業上の効率的かつ総合的な利用

を図るために行う事業であって、就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境の整

備に資するものに関する事項 

七 前号に規定する事業と一体的に推進する事業であって、地域における持続可能な公共

交通網の形成及び物資の流通の確保に資するため、自家用有償旅客運送者（道路運送法

（昭和二十六年法律第百八十三号）第七十九条の七第一項に規定する自家用有償旅客運

送者をいう。第十七条の十三において同じ。）が行うものに関する事項 

八 生涯活躍のまち形成地域（人口及び地域経済の動向その他の自然的経済的社会的条件

からみて、地域住民が生涯にわたり活躍できる魅力ある地域社会を形成して中高年齢者

の居住を誘導し、地域の持続的発展を図ることが適当と認められる地域をいう。以下同

じ。）において、中高年齢者の就業、生涯にわたる学習活動への参加その他の社会的活

動への参加の推進、高年齢者に適した生活環境の整備、移住を希望する中高年齢者の来

訪及び滞在の促進その他の地域住民が生涯にわたり活躍できる魅力ある地域社会の形

成を図るために行う事業（以下「生涯活躍のまち形成事業」という。）に関する事項 

九 遊休工場用地等（農村地域工業等導入促進法（昭和四十六年法律第百十二号）第五条

第一項に規定する実施計画に従って整備された同法第四条第二項第二号に規定する工

場用地等のうち、同法第二条第二項に規定する工業等（以下この号及び第十七条の二十

六において単に「工業等」という。）の導入に通常要する期間を勘案して内閣府令で定

める期間以上の期間工業等の用に供されていないものをいう。以下この号において同

じ。）に、工業等以外の産業であって、当該遊休工場用地等の存する農村地域（同法第

二条第一項に規定する農村地域をいう。以下この号において同じ。）における産業の現

状その他の事情に照らして、当該農村地域における安定した雇用機会の確保に資するも

のを導入する事業に関する事項 

十 地域における農林水産業の振興に資するものとして政令で定める施設（以下「地域農

林水産業振興施設」という。）を整備する事業に関する事項 

十一 構造改革特別区域法（平成十四年法律第百八十九号）第二条第二項に規定する特定

事業（同法第四条第一項に規定する構造改革特別区域計画（第十一項及び第十七条の三

十において単に「構造改革特別区域計画」という。）が作成されているものに限る。）で

あって、地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境の整備に資する

ものに関する事項 

十二 中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第九条第二項第二号

から第六号までに規定する事業及び措置（同条第一項に規定する基本計画（第十七条の

三十一において「中心市街地活性化基本計画」という。）が作成されているものに限る。）

であって、地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境の整備に資す

るものに関する事項 

十三 企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律（平

成十九年法律第四十号）第五条第二項第七号に規定する事業環境の整備の事業（同条第

一項に規定する基本計画（第十七条の三十二において「産業集積形成等基本計画」とい

う。）が作成されているものに限る。）であって、地域における就業の機会の創出又は経
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済基盤の強化に資するものに関する事項 

十四 地域における福祉、文化その他の地域再生に資する事業活動の基盤を充実するた

め、補助金等交付財産（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和三十年

法律第百七十九号）第二十二条に規定する財産をいう。）を当該補助金等交付財産に充

てられた補助金等（同法第二条第一項に規定する補助金等をいう。）の交付の目的以外

の目的に使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供することにより行う事業に

関する事項 

 

○ 地域再生法施行規則（平成 17 年内閣府令第 53 号）（抜粋） 

（地域再生計画の認定の申請） 

第 1条 地域再生法 （以下「法」という。）第五条第一項の規定により認定の申請をしよう

とする地方公共団体（同項 に規定する地方公共団体をいう。以下同じ。）は、別記様式第

一による申請書に次に掲げる図書を添えて、これらを内閣総理大臣に提出しなければなら

ない。 

 一～十四 （略） 

２ （略） 

（地域再生計画の記載事項） 

第 2条 法第五条第三項第二号の内閣府令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一 地域再生計画の名称 

二 地域再生計画の目標の達成状況に係る評価に関する事項 

三 法第五条第四項第一号の事項を記載する場合には、次に掲げる事項 

イ まち・ひと・しごと創生交付金（法第十三条第二項に規定するまち・ひと・しごと

創生交付金をいう。ロ及び第十一条第二号において同じ。）を充てて行う事業の内容、

期間及び事業費 

ロ 法第五条第四項第一号ロに規定する事業を記載する場合にあっては、イに掲げるも

ののほか、まち・ひと・しごと創生交付金を充てて整備を行う施設の種類並びに施設

ごとの整備量及び事業費 

四 法第五条第四項第二号の事項を記載する場合には、まち・ひと・しごと創生寄附活用

事業（同号に規定するまち・ひと・しごと創生寄附活用事業をいう。以下同じ。）の内

容、期間及び事業費 

五 法第五条第四項第三号の事項を記載する場合には、第四条各号に掲げる事業の種別、

当該事業の内容及び当該事業の実施による雇用機会の創出その他地域再生に資する経

済的社会的効果の程度 

六 法第五条第四項第四号の事項を記載する場合には、次に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める事項 

イ 法第五条第四項第四号イの事項を記載する場合 第六条各号に掲げる事業の種別、

当該事業の内容及び当該事業を実施する者の名称 

ロ 法第五条第四項第四号ロの事項のうち地方公共団体、地域再生推進法人（同号ロに

規定する地域再生推進法人をいう。第七条第一項第一号及び第三十八条において同
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じ。）又は第七条第二項に規定する公共的団体により行われる事業に関するものを記

載する場合 同条第一項第一号イ、ロ又はハに掲げる事業の種別、当該事業の内容及

び当該事業を実施する者の名称 

ハ 法第五条第四項第四号ロの事項のうち株式会社により行われる事業に関するもの

を記載する場合 第七条第一項第二号イ又はロに掲げる事業の種別、当該事業の内容

及び当該事業を実施する者の名称 

ニ 法第五条第四項第四号ハの事項を記載する場合 除却の対象となる公共施設又は

公用施設の名称及び所在地 

七 法第五条第四項第五号の事項を記載する場合には、次に掲げる事項 

イ 地方活力向上地域の区域並びに当該地方活力向上地域をその区域に含む地方公共

団体その他の者が地方活力向上地域特定業務施設整備事業（法第五条第四項第五号に

規定する地方活力向上地域特定業務施設整備事業をいう。以下同じ。）を推進するた

めに行う事業の内容及び当該事業を実施する者の名称 

ロ 地方活力向上地域特定業務施設整備事業の内容及び当該地方活力向上地域特定業

務施設整備事業の実施による地域における就業の機会の創出又は経済基盤の強化に

資する程度 

八 法第五条第四項第六号の事項を記載する場合には、同号に規定する事業の内容及び

当該事業の実施による地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境

の整備に資する程度 

九 法第五条第四項第七号の事項を記載する場合には、同号に規定する事業の内容並び

に当該事業の実施による地域における持続可能な公共交通網の形成及び物資の流通

の確保に資する程度 

十 法第五条第四項第八号の事項を記載する場合には、同号に規定する生涯活躍のまち

形成事業の内容 

十一 法第五条第四項第九号の事項を記載する場合には、同号に規定する事業の内容及

び当該事業の実施による同号に規定する農村地域における安定した雇用機会の確保

に資する程度 

十二 法第五条第四項第十号の事項を記載する場合には、同号に規定する事業の内容及

び当該事業を実施する者の名称 

十三 法第五条第四項第十一号の事項を記載する場合には、前条第一項第十一号の規定

により内閣総理大臣に提出される構造改革特別区域計画の名称及び当該構造改革特

別区域計画を作成した者の名称並びに当該構造改革特別区域計画に記載されている

法第五条第四項第十一号に規定する特定事業の内容及び当該事業の実施による地域

における就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境の整備に資する程度 

十四 法第五条第四項第十二号の事項を記載する場合には、前条第一項第十二号の規定

により内閣総理大臣に提出される中心市街地活性化基本計画の名称及び当該中心市

街地活性化基本計画を作成した者の名称並びに当該中心市街地活性化基本計画に記

載されている法第五条第四項第十二号に規定する事業及び措置の内容並びに当該事

業及び措置の実施による地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環
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境の整備に資する程度 

十五 法第五条第四項第十三号の事項を記載する場合には、前条第一項第十三号の規定

により内閣総理大臣に提出される産業集積形成等基本計画の名称及び当該産業集積

形成等基本計画を作成した者の名称並びに当該産業集積形成等基本計画に記載され

ている法第五条第四項第十三号に規定する事業の内容及び当該事業の実施による地

域における就業の機会の創出又は経済基盤の強化に資する程度 

十六 法第五条第四項第十四号の事項を記載する場合には、補助金等交付財産の名称、

現行の用途、補助金等交付財産に充てられた補助金等（補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律（昭和三十年法律第百七十九号）第二条第一項に規定する補助金

等をいう。）及び当該補助金等交付財産を所管する府省の名称、補助金等交付財産の

処分の方法及び事業主体並びに補助金等交付財産の処分後の用途に関する事項 

十七 前各号に掲げるもののほか、その他内閣総理大臣が必要と認める事項 

２ 法第五条第四項第一号の事項を記載する場合には、同条第二項第二号の事項に、同条第

四項第一号に規定する事業の実施状況に関する客観的な指標及び評価の方法並びに当該

事業が先導的なものであると認められる理由を記載するものとする。 

３ 法第五条第四項第二号の事項を記載する場合には、同条第二項第二号の事項に、まち・

ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附の見込額並びに当該事業の実施状況に関す

る客観的な指標及び評価の方法を記載するものとする。 

４ 法第五条第四項第四号の事項を記載する場合には、同条第二項第二号の事項に、同条第

四項第四号イからハまでに掲げる事業の実施によりその解決を図ろうとする特定政策課

題の内容及び当該事業の実施による特定政策課題の解決に対する寄与の程度を記載する

ものとする 

 

別記様式第１（第１条関係） 

地域再生計画認定申請書 

年 月 日

内閣総理大臣 殿 

地方公共団体の長の氏名 印

 

地域再生法第５条第１項の規定に基づき、地域再生計画について認定を申請します。

注 氏名の記載を自署で行う場合には、押印を省略することができます。 

地域再生計画 

１ 地域再生計画の名称 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

３ 地域再生計画の区域 

４ 地域再生計画の目標 

５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 
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５－３ その他の事業 

６ 計画期間 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

注１ 地域再生法第５条第４項第１号の事項を記載する場合には、５－２に掲げる事

項に、事業の実施状況に関する客観的な指標及び評価の方法並びに当該事業が先導

的なものであると認められる理由も併せて記載してください。 

注２ 地域再生法第５条第４項第２号の事項を記載する場合には、５－２に掲げる事

項に、事業に関連する寄附の見込額並びに当該事業の実施状況に関する客観的な指

標及び評価の方法も併せて記載してください。 

注３ 地域再生法第５条第４項第４号の事項を記載する場合には、５－２に掲げる事

項に、事業の実施によりその解決を図ろうとする特定政策課題の内容及び当該事業

の実施による特定政策課題の解決に対する寄与の程度も併せて記載してください。

注４ １、４及び７に掲げる事項については、記載するよう努めること。 
 

（注）下線は当省が付した。 

 

表 3-⑦ 地域雇用創造計画の記載事項に関する規定 

○ 地域雇用開発促進法（昭和 62 年法律第 23 号）（抜粋） 

（地域雇用創造計画） 

第 6条 市町村は単独で又は共同して、都道府県は当該都道府県の区域内の市町村と共同

して、地域雇用開発指針に基づき、当該市町村の区域又は当該都道府県の区域内の市町

村の区域であつて、自発雇用創造地域に該当すると認められるものについて、当該区域

に係る地域雇用開発の促進に関する計画（以下「地域雇用創造計画」という。）を策定し、

厚生労働大臣に協議し、その同意を求めることができる。 

２ 地域雇用創造計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 自発雇用創造地域の区域 

二 自発雇用創造地域の特性を生かして重点的に雇用機会の創出を図る事業の分野（第

十二条第一項において「地域重点分野」という。）に関する事項 

三 自発雇用創造地域における雇用の創造に資する方策その他当該自発雇用創造地域の

地域雇用開発を促進するための方策に関する事項 

四 計画期間 

五 第二条第三項第四号に規定する協議会（以下「地域雇用創造協議会」という。）を構

成する事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設立された組合若し

くはその連合会であつて厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で第十二条第二

項第一号に規定する中小企業者を直接若しくは間接の構成員とするもの（厚生労働省

令で定める要件に該当するものに限る。）（以下この号及び同項第二号において「事業

協同組合等」という。）が同条第三項の規定により労働者の募集に従事しようとする場

合にあつては、当該事業協同組合等に関する事項 

３ 地域雇用創造計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を定め

るよう努めるものとする。 
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一 自発雇用創造地域における労働力の需給状況その他雇用の動向に関する事項 

二 自発雇用創造地域の地域雇用開発の目標に関する事項関する事項 

 

○ 地域雇用開発促進法に基づく地域雇用創造計画に係る計画案の送付について(参考送

付)(平成19年8月１日付け厚生労働省職業安定局事務連絡)(抜粋) 

地域雇用開発促進法第 2 条第 3 項に基づく自発雇用創造地域における地域雇用創造計画

の策定等については、「平成 19 年度における地域雇用創造推進事業の実施に係る審査結果

について」（平成 19 年 7 月 19 日付け職発第 0719001 号）等の通知にて御連絡したとおり、

地域雇用創造推進事業の今年度の第一次実施予定地域の採択内定通知を発出し、当該地域

等における地域雇用創造計画の策定・同意に向け、関係地方公共団体担当部局等と調整中

であるものと思料されますが、地域雇用創造計画に盛り込むべき記載内容について、多数

の問い合わせ等をいただいているところであり、今般、別添のとおり同計画案を参考送付

するので、地域雇用開発促進法の円滑な施行に向けて、今後とも地方公共団体担当部局等

と緊密な連携を図っていただくようよろしくお願い致します。 

 

○○地域雇用創造計画 

 

平成○○年○月 

○○市町村 

 

目次 

Ⅰ 自発雇用創造地域の区域・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

 １ 自発雇用創造地域の区域・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

 ２ 要件該当区域であることの明示・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

 

Ⅱ 労働力の需給状況その他雇用の動向に関する事項・・・・・・・・・・・○ 

１ 地域の概況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

２ 人口、労働力人口、就業構造等の動向・・・・・・・・・・・・・・・○ 

３ 地域内の労働力需給状況等の雇用面における課題や雇用動向を踏まえた 

雇用開発計画の方向性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

 

Ⅲ 地域雇用開発の目標に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

 １ 地域雇用創造推進事業の実施に伴う雇用創出・・・・・・・・・・・・○ 

（１）アウトプット指標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

（２）アウトカム指標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

（３）当該目標の設定の根拠・当該目標の把握の方法・・・・・・・・・・○ 

２ 地域雇用創造推進事業以外の雇用創出事業の実施に伴う雇用創出・・・○ 

 

Ⅳ 地域の特性を生かして重点的に雇用機会の創出を図る事業の分野に関する 

事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

１ 地域重点分野の設定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 
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２ 地域重点分野に係る市町村自らが当該分野において行う雇用機会の創出 

に関する施策及び今後の見通し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

 

Ⅴ 地域雇用創造協議会に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

１ 協議会の名称及び構成員等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

２ 活動内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

 

Ⅵ 雇用の創造に資する方策その他当該自発雇用創造地域の地域雇用開発を促 

進するための方策に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

１ 地域雇用開発の促進のための措置・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

２ 地域雇用開発の促進に資する市町村の取組・・・・・・・・・・・・・○ 

 

Ⅶ 計画期間に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・○ 

 

Ⅷ 自発雇用地域内において事業協同組合等が労働者の募集に従事しようとす 

る場合にあっては当該事業協同組合等に関する事項・・・・・・・・・・・○ 

 

 

Ⅲ 地域雇用開発の目標に関する事項 

 １ 地域雇用創造推進事業の実施に伴う雇用創出 

（１）アウトプット指標 （略） 

（２）アウトカム指標 （略） 

（３）当該目標の設定の根拠・当該目標の把握の方法 

① アウトプット指標設定の根拠 （略） 

② アウトカム指標設定の根拠 （略） 

③ 当該目標の把握の方法 （略） 

※ なお、アウトプット・アウトカムの目標数値については、計画期間内における

毎年度の「地域雇用創造推進事業・事業実施計画」及び「地域雇用創造推進事業

事業実施委託契約」において計画するアウトプット・アウトカムの目標数値の本

計画期間内合計値が変更された場合は、変更後のアウトプット・アウトカムの目

標数値を本計画変更後のアウトプット・アウトカムの目標数値と見なし、本計画

の変更手続きは経ないこととする。 

※ 「地域雇用創造推進事業・事業構想提案書」において記載した、毎年度ごとに事業

を利用し、創出された雇用者数を常用雇用、常用雇用以外及び創業者別の人数を記載

すること。 

なお、アウトプット・アウトカムの目標数値については、下記の「Ⅵ 雇用の創造

に資する方策その他当該自発雇用創造地域の地域雇用開発を促進するための方策に関

する事項」の「１ 地域雇用開発の促進のための措置」において盛り込むこととなる

地域雇用創造推進事業の実施に伴い、本計画期間中における事業内容や目標数値の変

更が想定されるが、事業内容やアウトプット・アウトカムの目標数値の変更が生じた

場合は、その都度、本計画の変更手続きは行わずに、上記のように、いわゆる「みな
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し規定」を本計画中に盛り込むことが望ましい。 

また、「事業構想提案書」において記載した、「地域求職者等の主な就職予定先」及

び「地域求職者等の主な創業分野」についても、参考として記載すること。 
 

（注）下線は当省が付した。 

 

表 3-⑧ 地域再生計画と地域雇用創造計画の記載事項 

 地域再生計画 地域雇用創造計画 

記載 

事項 

１ 地域再生計画の名称 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

３ 地域再生計画の区域 

４ 地域再生計画の目標 

５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

５－２ 特定政策課題に関する事項 

５－３ 法第5条の特別の措置を適用し

て行う事業 

５－４ その他の事業 

６ 計画期間 

７ 目標の達成状況に係る評価に関す

る事項 

 

１ 自発雇用創造地域の区域 

２ 自発雇用創造地域における労働力の

需給状況その他雇用の動向に関する事

項 

３ 自発雇用創造地域の地域雇用開発の

目標に関する事項 

４ 地域重点分野に関する事項 

５ 地域雇用創造協議会に関する事項 

６ 自発雇用創造地域における雇用の創

造に資する方策その他当該自発雇用創

造地域の地域雇用開発を促進するため

の方策に関する事項 

７ 計画期間 

８ 地域雇用創造協議会を構成する事業

協同組合等が労働者の募集に従事しよ

うとする場合にあっては当該事業協同

組合等に関する事項 

（注）「地域再生計画」欄の記載事項は、地域再生法第 5条第 2項から第 4項まで並びに地域再生法施行規則第 2

条及び別記様式第 1に基づき、「地域雇用創造計画」欄の記載事項は、地域雇用開発促進法第 6 条第 2項及び

第 3項に基づき、当省が作成した。 

 

 

表3-⑨ 地域再生計画認定申請マニュアル(各論)(平成28年4月1日内閣府地方創生

推進室)(抜粋) 

１－８ 実践型地域雇用創造事業（厚生労働省）：【Ｂ０９０６】 

①～④ （略） 

⑤ 地域再生計画及び添付書類の記載に当たって留意すべき事項 

地域再生計画の申請に当たっては、実践型地域雇用創造事業の活用方法について、記

載してください。なお、記載に当たっては、各都道府県労働局へ提出した、実践型地域

雇用創造事業の委託に係る雇用対策事業の事業構想の該当部分を抜き出し、記載をして

も構いません。 
（注）下線は当省が付した。 
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較
 

計
画

作
成
主
体
 

札
幌
市
 

計
画
 

地
域
再
生
計
画
（
さ
っ
ぽ

ろ
発

☆
ブ

ラ
ン

ド
に
磨

き
を
か
け

る

食
・
健
康
・
新
産
業
人
材
雇
用

創
出

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
）
 

地
域

雇
用
創

造
計
画

（
札
幌
市
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
 

区
域
 

３
 
地
域
再
生
計
画
の
区
域
 

札
幌
市
の
全
域
 

１
 
自

発
雇
用

創
造
地
域
の
区
域
 

北
海

道
 
札
幌
市
 

指
標
（
目
標
値
）
 
4
-
3
 
地
域
再
生
計
画
の

数
値

目
標
 

前
述
の
取
組
み
を
進

め
る
に
当

た
っ

て
は

、「
食

の
ま

ち

札
幌
の
推
進
」
、
「
健
康

・
福

祉
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

」
、
「

札

幌
ら
し
い
新
産
業
の

育
成

と
拡

大
」

の
３

つ
の

重
点

項
目

に
つ
い
て
は
、
厚
生

労
働

省
の

「
地

域
雇

用
創

造
推

進
事

業
（
新
パ
ッ
ケ
ー
ジ
事

業
）」

を
活

用
す

る
と
と

も
に
、
併

せ
て
札
幌
市
独
自
の

産
業

振
興

施
策

に
取

り
組

む
こ

と
に

よ
り
、
産
業
人
材
の

育
成

を
図

り
、

地
域

経
済

の
活

性
化

と
大
き
な
雇
用
機
会

の
創
出
を

目
指

す
も

の
で
あ

る
。
 

【
数
値
目
標
】
 

産
業
人
材
の
育
成
事
業

等
に
よ

る
就

職
者

数
 
3
,0
1
3
 
人
 

こ
の
う
ち
地
域
雇
用

創
造
推
進

事
業
（

新
パ

ッ
ケ
ー

ジ
事

業
）
に
よ
る
就
職
者
数

1
,0
1
3
 
人

、
本

市
独

自
の

事
業
実

施
に
よ
る
就
職
者
数
 
2
,
0
00
 
人

。
 

Ⅲ
 
地

域
雇

用
開
発

の
目
標
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇

用
創
造
推
進
事
業
の
実
施
に
伴
う
雇
用
創
出
 

(
1
)
 

ア
ウ
ト

プ
ッ
ト
指
標
 
（
略
）
 

(
2
)
 

ア
ウ
ト

カ
ム
指
標
 

①
 
平

成
2
0
年
度
 
2
7
6
人
（
常
雇

1
15

人
、
常
雇
以
外

1
5
5
人
、
創
業
者

6
人
） 

②
 
平

成
2
1
年

度
 
3
6
4
人
（
常
雇

1
60

人
、
常
雇
以
外

1
9
5
人
、
創
業
者

9
人
） 

③
 
平
成

22
年
度
 3
75

人
（
常
雇

17
4
人
、
常
雇
以
外

19
1
人
、
創
業
者

10
人
） 

合
 
計

 
1
,
01
5
人
（
常
雇

44
9
人
、
常
雇
以
外

54
1
人
、
創

業
者

2
5
人
）
 

（
後

略
）
 

(
3
)
 

当
該
目

標
の
設
定
の
根
拠
・
当
該
目
標
の
把
握
の
方
法
 

 
 

①
～
③

（
略
）
 

 
 

＜
参
考

＞
 

 
 

※
 
な

お
、
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
・
ア
ウ
ト
カ
ム
の
目
標
数
値
に
つ
い
て
は
、
計
画
期

間
内

に
お
け

る
毎
年
度
の
「
地
域
雇
用
創
造
推
進
事
業
・
事
業
実
施
計
画
」
及

び
「

地
域
雇

用
創
造
推
進
事
業
実
施
委
託
契
約
」
に
お
い
て
計
画
す
る
ア
ウ
ト

プ
ッ

ト
・
ア
ウ

ト
カ
ム
の
目
標
数
値
の
本
計
画
期
間
内
合
計
値
が
変
更
さ
れ
た
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場
合

は
、
変
更

後
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
・
ア
ウ
ト
カ
ム
の
目
標
数
値
を
本
計
画
変

更
後

の
ア
ウ

ト
プ
ッ
ト
・
ア
ウ
ト
カ
ム
の
目
標
数
値
と
見
な
し
、
本
計
画
の
変

更
手

続
き
は

経
な
い
こ
と
と
す
る
。
 

（
参

考
：
地

域
雇
用

創
造
推
進
事
業
 
事
業
構
想
提
案
書
）
 

５
 
事

業
実

施
に
よ

る
効
果
 

 
(
1
)
 
ア
ウ

ト
プ
ッ

ト
指
標
 
（
略
）
 

(
2
)
 

ア
ウ
ト

カ
ム
指
標
 

①
 
平

成
2
0
年
度
 
2
7
6
人
（

常
雇

1
1
5
人
、
常

雇
以
外

1
5
5
人
、
創

業
者

6
人
） 

②
 
平

成
2
1
年
度
 
3
6
4
人
（

常
雇

1
6
0
人
、
常

雇
以
外

1
9
5
人
、
創

業
者

9
人
） 

③
 
平
成

22
年
度
 3
73

人
（
常
雇

17
2
人
、
常
雇
以
外

19
1
人
、
創
業
者

10
人
） 

合
 
計

 
1
,
01
3
人
（
常
雇

44
7
人
、
常
雇
以
外

54
1
人
、
創

業
者

2
5
人
）
 

事
業
 

５
 
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に

行
う

事
業
 

5
-
1
・
5
-
2（

略
）
 

5
-
3
 
そ
の
他
の
事
業
 

5
-
3
-
1
 
「
地
域
雇
用
創
造
推

進
事

業
【

Ｂ
０

９
０
２

】」
を

活

用
し
た
事
業
 

■
事
業
実
施
主
体
（
略
）
 

■
構
成
員
（
略
）
 

■
実
施
す
る
事
業
内
容
 

Ⅰ
 

雇
用
拡
大
メ
ニ
ュ
ー
 

Ａ
 

企
業
経
営
強
化
事
業
 

(
1
)
 
企
業
経
営
強
化
・

相
談
事

業
 

(
2
)
 
食
の
安
全
安
心
セ

ミ
ナ
ー
（

Ｈ
Ａ

Ｃ
Ｃ
Ｐ

専
門
コ

ー

ス
）
 

Ⅵ
 

雇
用

の
創

造
に

資
す

る
方

策
そ

の
他

当
該

自
発

雇
用

創
造

地
域

の
地

域
雇

用
開

発
を

促
進
す

る
た
め
の
方
策
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇

用
開
発
の
促
進
の
た
め
の
措
置
 

(
1
)
 
地

域
雇

用
開
発
助
成
金
の
活
用
 

地
域

雇
用

開
発

促
進

法
に

基
づ

く
雇

用
情

勢
の

特
に

厳
し

い
地

域
で

あ
る

雇
用

開
発
促

進
地
域
そ
の
他
の
雇
用
開
発
が
必
要
な
地
域
に
お
い
て
、
雇
用
開

発
に

取
り
組

む
事
業
主
を
支
援
す
る
た
め
、
地
域
雇
用
開
発
助
成
金
を
支
給
す

る
。
 

(
2
)
 
企

業
立

地
促
進
法
に
基
づ
く
各
種
支
援
制
度
の
活
用
 

平
成

１
９
年
１
２
月
に
、
北
海
道
を
事
務
局
と
し
て
札
幌
市
、
小
樽
市
、
石

狩
市
（
旧

厚
田
村
、
旧
浜
益
村
部
分
を
除
く
。
）、

江
別
市
、
北
広
島
市
、
恵
庭

市
、
千
歳
市
、
苫
小

牧
市
、
安

平
町
、
む

か
わ

町
、
厚
真
町

、
白
老

町
、
登
別

市
、

室
蘭

市
及

び
伊

達
市
（
旧
大

滝
村
部
分
を
除

く
。
）
の
１

１
市
４
町
で

構
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(
3
)
 
健
康
・
福
祉
サ
ー

ビ
ス
事

業
所

講
演

会
 

Ⅱ
 

人
材
育
成
メ
ニ
ュ
ー
 

Ａ
 

「
食
の
ま
ち
・
さ
っ
ぽ
ろ

」
推

進
人

材
育
成
 

(
1
)
 
食
の
ブ
ラ
ン
ド
開

発
・
安

全
安

心
を

担
う
人

材
育
成

事
業
 

(
2
)
 
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

、
販
売

促
進

を
担

う
人
材

育
成
事

業
 

(
3
)
 
流
通
業
界
高
度
化

、
東
ア

ジ
ア

圏
へ

の
販
路

拡
大
人

材
育
成
事
業
 

(
4
)
 
食
の
創
業
塾
（
す

す
き
の

オ
ー

ナ
ー

養
成
）
 

Ｂ
 

さ
っ
ぽ
ろ
健
康
・
福
祉
サ

ー
ビ

ス
人

材
育
成
 

(
1
)
 
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス
人
材

育
成

事
業
 

(
2
)
 
認
知
症
ケ
ア
人

材
育
成
事

業
 

Ｃ
 
さ
っ
ぽ
ろ
新
産
業
人

材
育

成
 

(
1
)
 
組
込
み
系
Ｉ
Ｔ

人
材
育
成

事
業
 

(
2
)
 
映
像
コ
ン
テ
ン
ツ

人
材
育

成
事

業
 

Ⅲ
 
就
職
促
進
メ
ニ
ュ
ー
 

(
1
)
 
合
同
企
業
説
明
会

の
開
催

 

(
2
)
 
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

よ
る
就

職
情

報
の

発
信
 

 5
-
3
-
2
 
札
幌
市
が
独
自
で
展
開

す
る

事
業
 

(
1
)
 
食
関
連
産
業
分
野
 

①
 

ア
ジ
ア
圏
等
経
済

交
流
促

進
事

業
 

②
 

国
内
販
路
拡
大

支
援
事
業

 

③
 

都
心
部
に
お
け

る
北
海
道

の
魅

力
発

信
事
業
 

成
す

る
、
「

道
央

中
核
地
域
産
業

活
性
化
協
議
会

」
が
設
立
さ

れ
、
現
在
基

本

計
画

を
策
定

し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
 

集
積

す
る
業
種
と
し
て
は
、
①
自
動
車
関
連
産
業
、
②
機
械
金
属
関
連
産
業
、

③
医

薬
品
関

連
産
業
、
④
情
報
関
連
産
業
の
４
業
種
を
対
象
と
し
て
、
産
業
集

積
を

図
る
べ

く
同
法
へ
の
取
組
み
を
実
施
す
る
予
定
で
あ
り
、
経
済
産
業
大
臣

に
よ

る
基
本

計
画
同
意
後
に
事
業
化
を
進
め
て
い
く
。
 

(
3
)
 
Ｊ

Ａ
Ｐ

Ａ
Ｎ
ブ
ラ
ン
ド
育
成
支
援
事
業
（
経
済
産
業
省
）
 

地
域

の
伝

統
的

な
技

術
や

素
材

な
ど

を
活

用
し

て
世

界
に

通
用

す
る

ブ
ラ

ン
ド

確
立
に

取
り
組
む
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
支
援
す
る
事
業
で
、
対
象
は
商
工
会

議
所

や
商
工

所
等
が
行
う
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
な
っ
て
い
る
。
総
事
業
費
の
２
／

３
相

当
額
（

上
限

2
,
0
0
0
万
円
）
が
補
助
さ
れ
る
。
 

本
市

で
は

、
札
幌

商
工
会
議
所
が

提
案
し
た
『

ス
イ
ー
ツ
の
街

・
札
幌
 
ブ

ラ
ン

ド
発
信

事
業
』
が
平
成
１
８
年
度
に
採
択
さ
れ
、
１
９
年
度
も
引
き
続
き

実
施

し
た
と

こ
ろ
で
あ
る
。
 

 
(
4
)
 
地

域
雇

用
創
造
推
進
事
業
の
活
用
 

①
 
雇

用
拡

大
メ
ニ
ュ
ー
（
事
業
主
を
対
象
）
 

Ａ
 
企

業
経
営
強
化
事
業
 

ア
 
企

業
経
営
強
化
・
相
談
事
業
 

イ
 
食

の
安
全
安
心
セ
ミ
ナ
ー
（
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
専
門
コ
ー
ス
）
 

ウ
 
健

康
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
講
演
会
 

エ
 
映

像
コ
ン
テ
ン
ツ
制
作
専
門
家
講
習
 

②
 
人

材
育

成
メ
ニ
ュ
ー
（
地
域
求
職
者
等
を
対
象
と
す
る
こ
と
）
 

Ａ
 
「

食
の
ま
ち
・
さ
っ
ぽ
ろ
」
推
進
人
材
育
成
 

ア
 
食

の
ブ
ラ
ン
ド
開
発
・
安
全
安
心
を
担
う
人
材
育
成
事
業
 

イ
 
マ

ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
、
販
売
促
進
を
担
う
人
材
育
成
事
業
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④
 

「
食
の
ま
ち
」

札
幌
の
推

進
 

⑤
 

魅
力
あ
る
食
づ
く

り
推
進

事
業
 

⑥
 

札
幌
ブ
ラ
ン
ド

構
築
・
推

進
事

業
 

⑦
 

新
た
な
秋
の
イ

ベ
ン
ト
事

業
 

⑧
 

「
顔
の
見
え
る
農

業
」
推

進
事

業
 

⑨
 

定
山
渓
地
区
生

ご
み
堆
肥

化
推

進
事

業
 

⑩
 

家
庭
用
廃
食
油
資

源
化
促

進
事

業
 

(
2
)
 
健
康
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
産

業
分

野
 

①
 
地
域
包
括
支
援
セ

ン
タ
ー
（

介
護
・
健
康

何
で
も

相

談
セ
ン
タ
ー
）
運
営

事
業
 

②
 

介
護
予
防
事
業

の
充
実
 

③
 

認
知
症
サ
ポ
ー

タ
ー
養
成

事
業
 

④
 

高
齢
者
ひ
と
く

ち
講
座
・

口
腔

ケ
ア

推
進
事

業
 

(
3
)
 
新
産
業
分
野
 

①
 

首
都
圏
ビ
ジ
ネ

ス
チ
ャ
ン

ス
拡

大
支

援
事
業
 

②
 

企
業
連
携
構
築

事
業
 

③
 

さ
っ
ぽ
ろ
コ
ン

テ
ン
ツ
マ

ー
ケ

ッ
ト

創
出
事

業
 

④
 

さ
っ
ぽ
ろ
フ
ィ
ル

ム
コ
ミ

ッ
シ

ョ
ン

強
化
事

業
 

⑤
 

高
度
情
報
通
信
人

材
育
成

・
活

用
事

業
 

⑥
 

新
産
業
育
成
推
進

事
業
 

⑦
 

北
海
道
大
学
連

携
型
起
業

家
施

設
運

営
事
業
 

⑧
 

さ
っ

ぽ
ろ

バ
イ

オ
ク

ラ
ス

タ
ー

構
想

“
Ｂ

Ｉ
Ｏ

－

Ｓ
”
推
進
事
業
 

⑨
 

企
業
誘
致
促
進
事

業
 

⑩
 

雇
用
創
出
型
ニ

ュ
ー
ビ
ジ

ネ
ス

立
地

促
進
事

業
 

ウ
 
流

通
業
界
高
度
化
、
東
ア
ジ
ア
圏
へ
の
販
路
拡
大
人
材
育
成
事
業
 

エ
 
食

の
創
業
塾
（
す
す
き
の
オ
ー
ナ
ー
養
成
）
 

Ｂ
 
さ

っ
ぽ
ろ
健
康
・
福
祉
サ
ー
ビ
ス
人
材
育
成
 

ア
 
介

護
予
防
サ
ー
ビ
ス
人
材
育
成
事
業
 

イ
 
認

知
症
ケ
ア
人
材
育
成
事
業
 

Ｃ
 
さ

っ
ぽ
ろ
新
産
業
人
材
育
成
 

ア
 
組

込
み
系
Ｉ
Ｔ
人
材
育
成
事
業
 

イ
 
映

像
コ
ン
テ
ン
ツ
人
材
育
成
事
業
 

③
 
就

職
促

進
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 
合

同
企
業
説
明
会
の
開
催
 

イ
 
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
よ
る
就
職
情
報
の
発
信
 

２
 
地

域
雇

用
開
発
の
促
進
に
資
す
る
市
町
村
の
取
組
み
 

(
1
)
 
 
食

関
連

産
業
分
野
 

①
 
ア

ジ
ア

圏
等
経
済
交
流
促
進
事
業
 

②
 
国

内
販

路
拡
大
支
援
事
業
 

③
 
都

心
部

に
お
け
る
北
海
道
の
魅
力
発
信
事
業
 

④
 
「

食
の

ま
ち
」
札
幌
の
推
進
 

⑤
 
魅

力
あ

る
食
づ
く
り
推
進
事
業
 

⑥
 
札

幌
ブ

ラ
ン
ド
構
築
・
推
進
事
業
 

⑦
 
新

た
な

秋
の
イ
ベ
ン
ト
事
業
 

⑧
 
「

顔
の

見
え
る
農
業
」
推
進
事
業
 

⑨
 
定

山
渓

地
区
生
ご
み
堆
肥
化
推
進
事
業
 

⑩
 
家

庭
用

廃
食
油
資
源
化
促
進
事
業
 

(
2
)
 
健

康
・

福
祉
サ
ー
ビ
ス
産
業
分
野
 

①
 
地

域
包

括
支
援
セ
ン
タ
ー
（
介
護
・
健
康
何
で
も
相
談
セ
ン
タ
ー
）
運
営

- 409 -



⑪
 

ベ
ン
チ
ャ
ー
支

援
事
業
 

(
4
)
 
集
客
交
流
産
業
分
野
 

①
 

さ
っ
ぽ
ろ
雪
ま

つ
り
魅
力

ア
ッ

プ
事

業
 

②
 
ラ
イ
ラ
ッ
ク
ま
つ

り
魅
力

ア
ッ

プ
事

業
 

③
 「

ミ
ュ
ン
ヘ
ン
・
ク

リ
ス

マ
ス

市
 i
n
 S
a
pp
o
r
o
」
開

催
費
負
担
 

④
 
藻
岩
山
魅
力
ア
ッ

プ
事
業

 

⑤
 
定
山
渓
温
泉
活
性

化
補
助

 

⑥
 
新
た
な
秋
の
イ
ベ

ン
ト
事

業
【

再
掲

】
 

⑦
 
大
通
公
園
ス
ケ
ー

テ
ィ
ン

グ
・

ス
ク

エ
ア
事

業
 

⑧
 
平
岡
公
園
・
梅
林

ラ
イ
ト

ア
ッ

プ
事

業
 

⑨
 
北
緯

43
°
花
香
る

北
の
街

づ
く

り
事

業
 

⑩
 
観
光
都
市
さ
っ
ぽ

ろ
推
進

事
業
 

⑪
 
首
都
圏
シ
テ
ィ
Ｐ

Ｒ
事
業

 

⑫
 
タ
ー
ゲ
ッ
ト
別
国

内
観
光

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ
ン

事
業
 

⑬
 
国
際
観
光
誘
致
事

業
 

⑭
 
北
海
道
洞
爺
湖
サ

ミ
ッ
ト

開
催

関
連

事
業
 

⑮
 
都
心
部
に
お
け
る

北
海
道

の
魅

力
発

信
事
業
【

再
掲
】 

 
(
5
)
 
も
の
づ
く
り
産
業
分
野

 

①
 
も
の
づ
く
り
産
業

活
性
化

支
援

事
業
 

②
 
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
型

建
設
業

創
出

事
業
 

(
6
)
 
地
域
重
点
分
野
全
体
に
係

る
こ

と
 

①
 
中
小
企
業
金
融
対

策
資
金

 

②
 
元
気
が
ん
ば
れ
資

金
 

③
 
就
業
者
総
合
サ
ポ

ー
ト
事

業
 

事
業
 

②
 
介

護
予

防
事
業
の
充
実
 

③
 
認

知
症

サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
事
業
 

④
 
高

齢
者

ひ
と
く
ち
講
座
・
口
腔
ケ
ア
推
進
事
業
 

(
3
)
 
新

産
業

分
野
 

①
 
首

都
圏

ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
拡
大
支
援
事
業
 

②
 
企

業
連

携
構
築
事
業
 

③
 
「

創
造

都
市
さ
っ
ぽ
ろ
（
s
a
p
p
o
r
o 
i
d
e
a
s 
c
i
t
y
）」

の
活
用
と
推
進
 

④
 
さ

っ
ぽ

ろ
コ
ン
テ
ン
ツ
マ
ー
ケ
ッ
ト
創
出
事
業
 

⑤
 
さ

っ
ぽ

ろ
フ
ィ
ル
ム
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
強
化
事
業
 

⑥
 
高

度
情

報
通
信
人
材
育
成
・
活
用
事
業
 

⑦
 
新

産
業

育
成
推
進
事
業
 

⑧
 
北

海
道

大
学
連
携
型
起
業
家
施
設
運
営
事
業
 

⑨
 
さ

っ
ぽ

ろ
バ
イ
オ
ク
ラ
ス
タ
ー
構
想
“
Ｂ
Ｉ
Ｏ
－
Ｓ
”
推
進
事
業
 

⑩
 
企

業
誘

致
促
進
事
業
 

⑪
 
雇

用
創

出
型
ニ
ュ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
立
地
促
進
事
業
 

⑫
 
ベ

ン
チ

ャ
ー
支
援
事
業
 

(
4
)
 
集

客
交

流
産
業
分
野
 

①
 
さ

っ
ぽ

ろ
雪
ま
つ
り
魅
力
ア
ッ
プ
事
業
 

②
 
ラ

イ
ラ

ッ
ク
ま
つ
り
魅
力
ア
ッ
プ
事
業
 

③
 
「

ミ
ュ
ン
ヘ
ン
・
ク
リ
ス
マ
ス
市
 i
n
 
S
a
pp
o
r
o
」
開
催
費
負
担
 

④
 
藻

岩
山

魅
力
ア
ッ
プ
事
業
 

⑤
 
定

山
渓

温
泉
活
性
化
補
助
 

⑥
 
新

た
な

秋
の
イ
ベ
ン
ト
事
業
【
再
掲
】
 

⑦
 
大

通
公

園
ス
ケ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
ス
ク
エ
ア
事
業
 

- 410 -



④
 
団
塊
の
世
代
及
び

女
性
の

起
業

支
援

事
業
 

 

⑧
 
平

岡
公

園
・
梅
林
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
事
業
 

⑨
 
北

緯
4
3
°
花
香
る
北
の
街
づ
く
り
事
業
 

⑩
 
観

光
都

市
さ
っ
ぽ
ろ
推
進
事
業
 

⑪
 
首

都
圏

シ
テ
ィ
Ｐ
Ｒ
事
業
 

⑫
 
タ

ー
ゲ

ッ
ト
別
国
内
観
光
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
事
業
 

⑬
 
国

際
観

光
誘
致
事
業
 

⑭
 
北

海
道

洞
爺
湖
サ
ミ
ッ
ト
開
催
関
連
事
業
 

⑮
 
都

心
部

に
お
け
る
北
海
道
の
魅
力
発
信
事
業
【
再
掲
】
 

(
5
)
 
も

の
づ

く
り
産
業
分
野
 

①
 
も

の
づ

く
り
産
業
活
性
化
支
援
事
業
 

②
 
コ

ミ
ュ

ニ
テ
ィ
型
建
設
業
創
出
事
業
 

(
6
)
 
地

域
重

点
分
野
全
体
に
係
る
こ
と
 

①
 
中

小
企

業
金
融
対
策
資
金
 

②
 
元

気
が

ん
ば
れ
資
金
 

③
 
就

業
者

総
合
サ
ポ
ー
ト
事
業
 

④
 
団

塊
の

世
代
及
び
女
性
の
起
業
支
援
事
業
 

計
画

期
間
 

６
 
計
画
期
間
 

地
域
再
生
計
画
認
定

の
日
か
ら

平
成

2
3 
年

3
月

末
ま
で
 

Ⅶ
 
計

画
期

間
に
関

す
る
事
項
 

厚
生

労
働
大

臣
の
同
意
を
得
た
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

3
1
日
ま
で
と
す
る
。
 

（
注
）

1 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

 
 
 

2 
二
つ
の
計
画
で
異
な
る
点
に
つ
い
て
は
下
線
を
付
し
て
い
る
。
 

 
 
 

3 
「
指
標
（
目
標
値
）」

欄
の
下
線
部
に
つ
い

て
、
地
域
雇
用
創
造
計
画
で
は

、「
地
域
雇
用
創
造
推
進
事
業
・
事
業
実
施
計
画
」
等
で
目
標
値
を
変
更
し
た
場
合
に
は
、
同
事
業
実
施
計
画
に
よ
る
変
更

後
の
目
標
値
を
本
計
画
の
目
標
値
と
み
な
す
こ
と
と
し
て
い
る
た
め
、
変
更
後
の
目
標
値
を
記
載
し
た
「
地
域
雇
用
創
造
推
進
事
業
事
業
構
想
提
案
書
」
の
該
当
箇
所
を
抜
粋
し
て
い
る
。
 

    

- 411 -



表
3
-
⑩
-
ⅱ
 
地
域
再
生
計
画
（
釧
路
市
雇
用
創
造
計
画
）
と
地
域
雇
用
創
造
計
画
（
釧
路
市
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
の
比
較
 

計
画

作
成
主
体
 

釧
路
市
 

計
画
 

地
域
再
生
計
画
（
釧
路
市
雇
用

創
造

計
画

）
 

地
域

雇
用
創

造
計
画
（
釧
路
市
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
 

区
域
 

３
 
地
域
再
生
計
画
の
区
域
 

釧
路
市
の
全
域
 

１
 
自

発
雇
用

創
造
地
域
の
区
域
 

北
海

道
釧
路

市
 

指
標
（

目
標
値
） 

４
 

地
域
再
生
計
画
の
目
標
 

具
体
的
に
は
年
度
平
均

有
効
求

人
倍

率
を

現
在
（
平

成
19

年

度
）
の

0.
4
5
倍
か
ら
過

去
1
0
年

間
の

最
高
値

で
あ
る
、

平
成

1
2
年
度
の

0
.
5
4
倍
へ

の
引
き

上
げ

と
、
3
年

間
の

雇
用
創

出
の

目
標
を

9
7
人
と
し
、
雇

用
の

拡
大

を
目

指
す
。
 

５
 
事

業
実

施
に
よ
る
効
果
 

 
(
1
)
 

ア
ウ

ト
プ
ッ
ト
指
標
 
（

略
）
 

(
2
)
 

ア
ウ
ト

カ
ム
指
標
 

①
 
平

成
2
0
年
度
 
3
4
人
（
常
雇

3
4
人
、
常
雇
以
外
 人

、
創
業
者
 
人
）
 

②
 
平

成
2
1
年
度
 
3
9
人
（
常
雇

3
9
人
、
常
雇
以
外
 人

、
創
業
者
 
人
）
 

③
 
平

成
2
2
年
度
 
3
9
人
（
常
雇

3
9
人
、
常
雇
以
外
 人

、
創
業
者
 
人
）
 

合
 
計

 
1
12

人
（
常

雇
1
12

人
、
常
雇
以
外
 
人
、

創
業
者
 
人
）
 

（
後

略
）
 

(
3
)
 
当

該
目

標
の
設
定
の
根
拠
・
当
該
目
標
の
把
握
の
方
法
 

 
 
 
①
～
③
（
略
）
 

 
 

＜
参
考

＞
 

 
 

※
 
な
お
、

ア
ウ
ト

プ
ッ

ト
・
ア

ウ
ト
カ
ム

の
目
標
数

値
に
つ
い

て
は
、

計
画
 
 
 

期
間
内
に

お
け
る
毎
年
度
の
「
地
域
雇
用
創
造
推
進
事
業
・
事
業
実
施
計
画
」

及
び
「
地

域
雇
用
創
造
推
進
事
業
実
施
委
託
契
約
」
に
お
い
て
計
画
す
る

ア
ウ

ト
プ
ッ
ト
・
ア
ウ
ト
カ
ム
の
目
標
数
値
の
本
計
画
期
間
内
合
計
値
が

変
更

さ
れ
た
場
合
は
、
変
更
後
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
・
ア
ウ
ト
カ
ム
の
目
標

数
値

を
本
計
画
変
更
後
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
・
ア
ウ
ト
カ
ム
の
目
標
数
値
と

見
な

し
、
本
計
画
の
変
更
手
続
き
は
経
な
い
こ
と
と
す
る
。
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 （
参

考
：
地

域
雇
用
創
造
推
進
事
業
 
事
業
構
想
提
案
書
）
 

５
 
事

業
実

施
に
よ
る
効
果
 

 
(
1
)
 
ア
ウ

ト
プ
ッ
ト
指
標
 
（
略
）
 

(
2
)
 

ア
ウ
ト
カ
ム
指
標
 

①
 
平

成
2
0
年
度
 
2
9
人
（
常
雇

2
9
人
、
常
雇
以
外
 人

、
創
業
者
 
人
）
 

②
 
平

成
2
1
年
度
 
3
4
人
（
常
雇

3
4
人
、
常
雇
以
外
 人

、
創
業
者
 
人
）
 

③
 
平

成
2
2
年
度
 
3
4
人
（
常
雇

3
4
人
、
常
雇
以
外
 人

、
創
業
者
 
人
）
 

合
 
計

 
9
7
人

（
常
雇

9
7
人
、
常
雇
以
外
 
人
、
創
業
者
 人

）
 

事
業
 

 

５
 
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に

行
う

事
業
 

5
-
1
・
5
-
2（

略
）
 

5
-
3
 
そ
の
他
の
事
業
 

5
-
3
-
1
 
地
域
雇
用
創
造
推
進
事

業
【

B
０
９
０
２
】
 

①
 
雇
用
拡
大
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 
地
場
産
皮
革
製
品

開
発
事

業
 

②
 
人
材
育
成
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 
Ｉ
Ｔ
人
材
育
成
事

業
 

イ
 
工
業
技
術
講
習
会
 

ウ
 
建
設
関
連
技
能
講

習
会
 

③
 
就
職
促
進
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 
Ｕ
・
Ｉ
タ
ー
ン
フ

ェ
ア
事

業
 

イ
 
社
会
福
祉
施
設
マ
ッ

チ
ン

グ
事

業
 

ウ
 
就
職
促
進
事
業
 

エ
 
専
門
的
人
材
誘
致

・
確
保

事
業
 

Ⅵ
 

雇
用

の
創

造
に

資
す

る
方

策
そ

の
他

当
該

自
発

雇
用

創
造

地
域

の
地

域
雇

用
開

発
を
促

進
す
る
た
め
の
方
策
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇

用
開
発
の
促
進
の
た
め
の
措
置
 

(
1
)
 
地

域
雇

用
開
発
助
成
金
の
活
用
 

地
域

雇
用
開
発
促
進
法
に
基
づ
く
雇
用
情
勢
の
特
に
厳
し
い
地
域
で
あ

る
雇

用
開
発
促
進
地
域
そ
の
他
の
雇
用
開
発
が
必
要
な
地
域
に
お
い
て
、

雇
用

開
発
に
取
り
組
む
事
業
主
を
支
援
す
る
た
め
、
地
域
雇
用
開
発
助
成

金
を

支
給
す
る
。
 

(
2
)
 
企

業
立

地
促
進
法
に
基
づ
く
各
種
支
援
制
度
の
活
用
 

釧
路

白
糟
地
域
産
業
活
性
化
協
議
会
を
立
ち
上
げ
産
業
活
性
化
基
本
計

画
を

作
成
中
。
 

(
3
)
 
地

域
雇

用
創
造
推
進
事
業
の
活
用
 

①
 
雇

用
拡
大
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 
地

産
地
消
推
進
事
業
 

イ
 
地
場
産
品
市
場
拡
大
事
業
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5
-
3
-
2
 
釧
路
市
で
行
う

事
業

 

1
 
産
業
再
生
の
取
組
み
 

(
1
)
 
観
光
分
野
振
興
事

業
(平

成
１

６
年

度
～

) 

①
 

体
験
型
（
滞
在

型
）
観
光

推
進

事
業
 

②
 

地
域
間
連
携
推

進
事
業
（

異
国

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
）
 

③
 

交
通
観
光
資
源

活
性
化
調

査
事

業
 

④
 

観
光
・
食
産
業

連
携
事
業

 

(
2
)
 
情
報
通
信
分
野
事

業
（
平

成
１

６
年

度
～
）
 

①
 

Ｉ
Ｔ
シ
ス
テ
ム

の
開
発
促

進
 

②
 

農
家

、
農
協

等
と

連
携

し
た

農
産

物
栽

培
履

歴
管

理

シ
ス
テ
ム
の
事
業
化

検
討
 

③
 

釧
路

Ｉ
Ｔ
ク

ラ
ス

タ
ー

推
進

協
会

（
民

間
団

体
）

へ

ウ
 
新

製
品
開
発
事
業
 

 
 

地
場
産
皮
革
製
品
開
発
事
業
 

 
 

地
場
産
食
材
普
及
改
良
事
業
 

②
 
人

材
育
成
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 
Ｉ

Ｔ
人
材
育
成
事
業
 

イ
 
工
業
技
術
講
習
会
 

ウ
 
建

設
関
連
技
能
講
習
会
 

エ
 
職

長
安
全
衛
生
責
任
者
研
修
 

③
 
就

職
促
進
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 
Ｕ

・
Ｉ
タ
ー
ン
フ
ェ
ア
事
業
 

イ
 
社

会
福
祉
施
設
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
 

ウ
 
就

職
促
進
事
業
 

エ
 
専

門
的
人
材
誘
致
・
確
保
事
業
 

２
 
地

域
雇

用
開
発
の
促
進
に
資
す
る
市
町
村
の
取
組
 

(
1
)
 

地
場
産
品
の
普
及
促
進
事
業
（
平
成

1
6
年
度
～
継
続
）
 

地
産

地
消
の
推
進
 

販
路

拡
大
／
台
湾
と
の
交
流
促
進
 

(
2
)
 

観
光
分
野
振
興
事
業
(平

成
1
6
年
度

～
) 

体
験

型
（
滞
在
型
）
観
光
推
進
事
業
 

地
域

間
連
携
推
進
事
業
（
異
国
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）
 

観
光

通
観
光
資
源
活
性
化
調
査
事
業
 

観
光

・
食
産
業
連
携
事
業
 

 
(
3
)
 

情
報

通
信
分
野
事
業
（
平
成

1
6
年
度
～
）
 

Ｉ
Ｔ

シ
ス
テ
ム
の
開
発
促
進
 

農
家

、
農
協
等
と
連
携
し
た
農
産
物
栽
培
履
歴
管
理
シ
ス
テ
ム
の
事
業
化
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の
活
動
支
援
 

④
 

Ｉ
Ｔ
産
業
の
人

材
育
成
、

交
流

・
連

携
の
促

進
 

(
3
)
 
福
祉
分
野
(
平
成
１

８
年

度
～

) 

①
 

自
立
支
援
プ
ロ

グ
ラ
ム
 

(
4
)
 
も
の
づ
く
り
分
野

(
平
成

１
５

年
度

～
) 

①
 

技
術
開
発
・
技

術
相
談
等

の
支

援
 

②
 

職
業
能
力
開
発

等
の
支
援

 

検
討
 

釧
路

Ｉ
Ｔ
ク
ラ
ス
タ
ー
推
進
協
会
（
民
間
団
体
）
へ
の
活
動
支
援
 

Ｉ
Ｔ

産
業
の
人
材
育
成
、
交
流
・
連
携
の
促
進
 

 
(
4
)
 

福
祉

分
野
(
平
成

18
年
度
～
) 

自
立

支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
 

 
(
5
)
 

も
の

づ
く
り
分
野
(平

成
1
5
年
度

～
) 

技
術

開
発
・
技
術
相
談
等
の
支
援
 

職
業

能
力
開
発
等
の
支
援
 

計
画

期
間
 

６
 

計
画
期
間
 

地
域
再
生
計
画
の
認
定

日
～
平

成
2
3
年

3
月

31
日
 

Ⅶ
 
計

画
期

間
に
関
す
る
事
項
 

厚
生

労
働
大

臣
の
同
意
を
得
た
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

31
日
ま
で
と
す
る
。
 

（
注
）

1 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

2
 
二
つ
の
計
画
で
異
な
る
点
に
つ
い
て
は
下
線
を
付
し
て
い
る
。
 

3
 
「
指
標
（
目
標
値

）」
欄
の
下
線
部
に
つ
い
て
、
地
域
雇
用
創
造
計
画
で
は

、「
地
域
雇
用
創
造
推
進
事
業
・
事
業
実
施
計
画

」
等
で
目
標
値
を
変
更
し
た
場
合
に
は
、
同
事
業
実
施
計
画
に
よ
る
変
更

後
の
目
標
値
を
本
計
画
の
目
標
値
と
み
な
こ
と
と
し
て
い
る
た
め
、
変
更
後
の
目
標
値
を
記
載
し
た
「
地
域
雇
用
創
造
推
進
事
業
事
業
構
想
提
案
書
」
の
該
当
箇
所
を
抜
粋
し
て
い
る
。
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表
3
-
⑩
-
ⅲ
 
地
域
再
生
計
画
（
即
戦
力
と
な
る
中
核
的
人
材
創
出
計
画
）
と
地
域
雇
用
創
造
計
画
（
北
見
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
の
比
較
 

計
画

作
成
主
体
 

北
見
市
 

計
画
 

地
域
再
生
計
画
（
即
戦
力
と
な

る
中

核
的

人
材
創

出
計
画
）

 
地

域
雇

用
創

造
計
画

（
北
見
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
 

区
域
 

３
 
地
域
再
生
計
画
の
区
域
 

北
見
市
の
全
域
 

１
 
自

発
雇
用

創
造
地
域
の
区
域
 

北
海

道
北
見

市
 

指
標
（
目
標
値
） 

４
．
地
域
再
生
計
画
の
目
標
 

こ
の
た
め
、
今
後
の
発

展
が
期

待
さ

れ
る

Ｉ
Ｔ
産

業
、
観

光
産
業
に
お
い
て
、
地

域
の
特

性
を

生
か

し
た
産

業
振
興
を

推
進
す
る
た
め
、
即
戦

力
と
な

る
中

核
的

な
人
材

の
創
出
を

図
る
。
具
体
的
に
は
、
様

々
な

産
業

発
展

に
結
び

付
い
て
い

く
こ

と
が

期
待

で
き

る
地

域
雇

用
創

造
推

進
事

業
を

実
施

し
、
３
年
間
で
２
１
０

人
の
雇

用
の

創
出

を
目
指

す
。
 

Ⅲ
 
地

域
雇
用

開
発
の
目
標
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇
用

創
造
推
進
事
業
の
実
施
に
伴
う
雇
用
創
出
 

(
1
)
 

ア
ウ
ト

プ
ッ
ト
指
標
 （

略
）
 

(
2
)
 

ア
ウ
ト

カ
ム
指
標
 

①
 
平

成
1
9
年

度
 
4
0
人
（
常
雇

2
6
人
、
常
雇
以
外

1
4
人
、
創
業
者
 人

）
 

②
 
平

成
2
0
年

度
 
7
0
人
（
常
雇

4
2
人
、
常
雇
以
外

2
8
人
、
創
業
者
 人

）
 

③
 
平

成
2
1
年

度
 
1
0
0
人
（
常
雇

5
8
人
、
常
雇
以
外

4
2
人
、
創
業
者
 人

）
 

合
 
計

 
2
10

人
（
常
雇

1
26

人
、
常
雇
以
外

8
4
人
、
創
業
者
 
人
）
 

事
業
 

 

５
 
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に

行
う

事
業
 

5
-
1
・
5
-
2 

（
略
）
 

5
-
3
 
そ
の
他
の
事
業
 

5
-
3
-
1
 
地
域
雇
用
創
造
推
進
事
業
（
新
パ
ッ
ケ
ー
ジ
事
業
）
 

①
・
②
 
（
略
）
 

③
 

事
業
内
容
 

ア
．
高
度
Ｉ
Ｔ
技
術
者

養
成
事

業
 

イ
．
「
滞
在
型
」
観
光

確
立
支

援
事

業
 

ウ
．
就
職
支
援
事
業
 

  

Ⅵ
 

雇
用

の
創

造
に

資
す

る
方

策
そ

の
他

当
該

自
発

雇
用

創
造

地
域

の
地

域
雇

用
開

発
を

促
進
す

る
た
め

の
方
策
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇

用
開
発
の
促
進
の
た
め
の
措
置
 

 
（

１
）
地

域
が
選

択
す
る
重
点
産
業
に
対
す
る
雇
用
対
策
支
援
の
実
 

施
（
地
域
創

業
助

成
）
 

地
域

に
お
け
る
雇
用
創
出
を
支
援
す
る
た
め
、
サ
ー
ビ
ス
分
野
又
は
市
町
村

等
が

自
ら
選

択
し
た
重
点
分
野
に
お
い
て
創
業
す
る
者
に
対
し
、
新
規
雇
入
れ

を
条

件
と
し

て
、
助
成
を
行
う
制
度
の
活
用
の
推
進
を
図
り
、
創
業
に
よ
る
雇

用
機

会
の
創

出
に
努
め
る
。
 

本
地

域
で
は
、
0
9
食
料
品
製
造
業
、
5
7
飲
食
料
品
小
売
業
、
7
0
一
般
飲
食

店
を

重
点
分

野
に
設
定
し
て
い
る
。
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 5
-
3
-
2
 
そ
の
他
自
治
体

独
自

の
取

組
み
 

①
 

産
学
官
共
同
研
究

開
発
委

託
事

業
 

②
 

企
業
立
地
促
進
事
業
 

③
 

企
業
立
地
報
奨
制
度
 

④
 

地
域
職
業
訓
練
セ
ン
タ
ー

支
援

事
業
 

⑤
 

雇
用
就
業
推
進
事

業
 

⑥
 

中
小
企
業
融
資
制
度
 

⑦
 

観
光
振
興
事
業
 

⑧
 

北
見
駅
観
光
案
内
所
運
営

費
 

（
２

）
地
域

雇
用
創
造
推
進
事
業
の
活
用
 

 
 

①
 
雇

用
拡
大
メ
ニ
ュ
ー
 

 
 

 
 
該

当
な
し
 

 
 

②
 
人

材
育
成
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 
高

度
Ｉ

Ｔ
技
術
者
養
成
事
業
 

イ
 
「

滞
在
型
」
観
光
確
立
支
援
事
業
 

 
 

③
 
就

職
促
進
メ
ニ
ュ
ー
 

 
 

 
ア
 

就
職
支
援
事
業
 

２
 
地

域
雇

用
開
発

の
促
進
に
資
す
る
市
町
村
の
取
組
み
 

（
１

）
産
学

官
共
同
研
究
開
発
委
託
事
業
 

（
２

）
企
業

立
地
促

進
事
業
 

（
３

）
企
業

立
地
報

奨
制
度
 

（
４

）
地
域

職
業
訓

練
セ
ン
タ
ー
支
援
事
業
 

（
５

）
雇
用

就
業
推

進
事
業
 

（
６

）
中
小

企
業
融

資
制
度
 

（
７

）
観
光

振
興
事

業
 

（
８

）
北
見

駅
観
光

案
内
所
運
営
費
 

計
画

期
間
 

６
 

計
画
期
間
 

認
定
の
日
か
ら
平
成

2
2
年

3
月

末
ま
で
 

Ⅶ
 
計

画
期

間
に
関

す
る
事
項
 

厚
生

労
働
大

臣
の
同
意
を
得
た
日
か
ら
平
成

2
2
年

3
月

3
1
日
ま
で
と
す
る
。
 

（
注
）

1 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

 
 
 

2 
二
つ
の
計
画
で
異
な
る
点
に
つ
い
て
は
下
線
を
付
し
て
い
る
。
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表
3
-
⑩
-
ⅳ
 
地
域
再
生
計
画
（
地
域
の
人
材
育
成

を
通
じ
た
中
心
市
街
地
活
性
化
と
企
業
誘
致
に
よ
る
雇
用
創
出
プ
ラ
ン
）
と
地
域
雇
用
創
造
計
画
（
青
森

市
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
の
比
較
 

計
画

作
成
主
体
 

青
森
市
 

計
画
 

地
域
再
生
計
画
（
地
域
の
人
材

育
成

を
通

じ
た
中

心
市
街
地

活
性

化
と

企
業
誘
致
に
よ
る
雇
用
創
出
プ

ラ
ン

）
 

地
域

雇
用
創

造
計
画
（
青
森
市
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
 

区
域
 

３
 
地
域
再
生
計
画
の
区
域
 

青
森
市
の
全
域
 

１
 
自

発
雇
用
創
造
地
域
の
区
域
 

青
森

県
青
森
市
 

指
標
（
目
標
値
） 

４
 

地
域
再
生
計
画
の
目
標
 

○
 
「
地
域
雇
用
創
造
推

進
事

業
」
に

お
け
る

実
施
効

果
（

地
域
求

職

者
等
の
就
職
者
数
) 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
単

位
：

人
 

実
施
年
度
 

総
 
数
 

う
ち

常
用
雇

用
 

う
ち

常
雇
以

外
 

２
０
年
度
 

 
７

５
 

 
５

３
 

 
２

２
 

２
１
年
度
 

１
２

５
 

 
７

３
 

 
５

２
 

２
２
年
度
 

１
５

５
 

 
９

３
 

 
６

２
 

計
 

３
５

５
 

２
１

９
 

１
３

６
 

 

Ⅲ
 
地

域
雇
用
開
発
の
目
標
に
関
す
る
事
項
 

 
１

 
地

域
雇
用
創
造
推
進
事
業
の
実
施
に
伴
う
雇
用
創
出
 

 
 

(
1
)
 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
指
標
 
（

略
）
 

(
2
)
 

ア
ウ
ト
カ
ム
指
標
 

①
 
平
成

1
9
年
度
 
7
5
人
 

②
 
平
成

2
0
年
度

1
2
5
人
 

③
 
平

成
2
1
年
度

1
5
5
人
 

合
 
計
 
3
55

人
 

事
業
 

 

５
 
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に

行
う

事
業
 

5
-
1
・
5
-
2（

略
）
 

5
-
3
 
そ
の
他
の
事
業
 

5
-
3
-
1
 

支
援

措
置

 
「
地

域
雇

用
創

造
推

進
事

業
」
（

新
パ

ッ
ケ

ー
ジ

事
業
）
に
よ
り
取
り

組
む
 

(
1
)
 
事
業
の
実
施
主
体
 
（
略
）
 

(
2
)
 
事
業
の
具
体
的
内
容
と
実

施
期

間
 

Ⅰ
．
雇
用
拡
大
メ
ニ
ュ

ー
 

Ⅵ
 

雇
用

の
創

造
に

資
す
る
方

策
そ

の
他

当
該
自

発
雇
用
創

造
地

域
の

地
域

雇
用

開
発
を

促
進
す
る
た
め
の
方
策
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇
用
開
発
の
促
進
の
た
め
の
措
置
 

(
1
)
中

心
市
街
地
活
性
化
法
 

計
 
画

 
名
：
青
森
市
中
心
市
街
地
活
性
化
基
本
計
画
 

(
2
)
構

造
改
革
特
区
 

該
当

な
し
 

(
3
)
地

域
再
生
計
画
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①
 

パ
サ
ー
ジ
ュ
広

場
出
店
者

の
起

業
家

支
援
事

業
 

②
 

陸
奥
湾
海
産
資

源
販
路
拡

大
事

業
 

③
 

青
森
産
品
（
り

ん
ご
、
カ

シ
ス
、
ホ

タ
テ

加
工

品
等
）
商

談
能
力
向
上
事
業
 

④
 

介
護
事
業
主
雇

用
管
理
研

修
 

Ⅱ
．
人
材
育
成
メ
ニ

ュ
ー
 

①
 

観
光
コ
ー
ス
提

案
者
育
成

事
業
 

②
 

携
帯
コ
ン
テ
ン

ツ
作
成
研

修
事

業
 

③
 

八
甲
田
山
山
岳

ガ
イ
ド
育

成
事

業
 

④
 

情
報
通
信
関
連

産
業
人
材

育
成

事
業
 

⑤
 

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ

ー
キ
ャ
リ

ア
コ

ン
サ

ル
テ
ィ

ン
グ
事
業

 

⑥
 

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ

ー
ス
キ
ル

ア
ッ

プ
研

修
会
 

Ⅲ
．
就
職
促
進
メ
ニ

ュ
ー
 

①
 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

開
設
に
よ

る
情

報
提

供
事
業
 

5
-
3
-
2
 
本
市

独
自
の

取
り
組
み

 

(
1
)
 
商
業
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
事

業
 

(
2
)
 
つ
く
り
育
て
る
漁
業
推
進

事
業
 

(
3
)
 
ナ
マ
コ
の
食
ブ
ラ

ン
ド
化

推
進

事
業
 

(
4
)
 
青
森
市
物
産
展
開
催
事
業

 

(
5
)
 
経
営
革
新
セ
ミ
ナ
ー
 

(
6
)
 
Ｉ
Ｔ
Ｓ
を
活
用
し

た
観
光

情
報

提
供
 

(
7
)
 
ユ
ビ
キ
タ
ス
実
証
実
験
 

(
8
)
 
八
甲
田
地
区
観
光

商
品
造

成
支

援
事

業
 

(
9
)
 
雇
用
促
進
助
成
金
及
び
情

報
通

信
関

連
雇
用

促
進
補
助

金
 

(
1
0
)
無
料
職
業
紹
介
業

務
 

「
遊
休
農
地
を
活
用
し
た
新
た
な
チ
ャ
レ
ン
ジ
計
画
」（

平
成

1
8
年

7

月
3
日
:第

4
回

認
定

) 

「
次

世
代

に
引

き
継

ぐ
豊

か
で

美
し

い
自

然
環

境
計

画
」
（

平
成

1
8

年
3
月

3
1
日

：
第

3
回
認
定
）
 

(
4
)
 
地

域
が

選
択

す
る

重
点

産
業

に
対

す
る

雇
用

対
策

支
援

の
実

 
施

（
地
域
創
業
助
成
）
 

地
域

に
お

け
る

雇
用

創
出

を
支

援
す

る
た

め
、

サ
ー

ビ
ス

分
野

又

は
市

町
村

等
が

自
ら

選
択

し
た

重
点

分
野

に
お

い
て

創
業

す
る

者
に

対
し

、
新

規
雇

入
れ

を
条

件
と

し
て

、
助

成
を

行
う

制
度

の
活

用
の

推
進

を
図
り
、
創
業
に
よ
る
雇
用
機
会
の
創
出
に
努
め
る
。

 

本
地
域
で
は
、
0
9
食
料
品
製
造
業
、
5
7
飲
食
料
品
小
売
業
、
7
0
一

般
飲

食
店
を
重
点
分
野
に
設
定
し
て
い
る
。
 

(
5
)
 
地
域
雇
用
開
発
助
成
金
の
活
用
 

地
域

雇
用

開
発

促
進

法
に

基
づ

く
雇

用
情

勢
の

特
に

厳
し

い
地

域

で
あ

る
雇

用
開

発
促

進
地

域
に

お
い

て
、

雇
用

開
発

に
取

り
組

む
事

業
主

を
支
援
す
る
た
め
、
地
域
雇
用
開
発
助
成
金
を
支
給
す
る
。
 

青
森
県
が
策
定
し
た
津
軽
地
域
雇
用
開
発
促
進
計
画
に
平
成

1
9
年

1
0
月

1
日
付
で
厚
生
労
働
大
臣
が
同
意
し
、
深
浦
を
含
む
津
軽
地
域

が
同

意
雇
用
開
発
促
進
地
域
と
な
っ
た
。
 

(
6
)
 
企
業
立
地
促
進
法
に
基
づ
く
各
種
支
援
制
度
の
活
用
 

平
成

1
9
年
度
に
認
定
さ
れ
た
企
業
立
地
促
進
法
に
基
づ
く
基
本
計

画
で

は
、
青
森
市
を
含
む
津
軽
地
域

6
市

7
町

2
村
の
区
域
で
①
光

技
術

関
連

産
業

、
②

あ
お

も
り

農
工

ベ
ス

ト
ミ

ッ
ク

ス
新

産
業

、
③

あ
お

も
り

ウ
ェ

ル
ネ

ス
ラ

ン
ド

構
想

関
連

産
業

の
３

つ
の

産
業

集
積

を
図

る
こ
と
と
し
て
い
る
。
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(
1
1
)
経
営
者
支
援
セ
ミ

ナ
ー
 

(
1
2
)
福
祉
の
仕
事
相
談

フ
ェ
ア

 

(
1
3
)
福
祉
施
設
就
労
体

験
事
業

 

活
用

で
き

る
支

援
制

度
は

、
協

議
会

活
動

支
援

、
産

業
立

地
支

援

な
ど

の
協

議
会

に
対

す
る

支
援

、
設

備
投

資
減

税
な

ど
企

業
に

対
す

る
支

援
、

頑
張

る
地

方
応

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
お

け
る

交
付

税
算

定
措

置
、

企
業
立
地
促
進
に
係
る
地
方
交
付
税
措
置
な
ど
が
あ
る
。
 

(
7
)
 
地
域
雇
用
創
造
推
進
事
業
の
活
用
 

①
 
雇
用
拡
大
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 

パ
サ
ー
ジ
ュ
広
場
出
店
者
の
起
業
家
支
援
事
業
 

イ
 

陸
奥
湾
海
産
資
源
販
路
拡
大
事
業
 

ウ
 

青
森

産
品

（
り

ん
ご

、
カ

シ
ス

、
ホ

タ
テ

加
工

品
等

）
商

談

能
力
向
上
事
業
 

エ
 

介
護
事
業
主
雇
用
管
理
研
修
 

②
 

人
材
育
成
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 
観
光
コ
ー
ス
提
案
者
育
成
事
業
 

イ
 
携
帯
コ
ン
テ
ン
ツ
作
成
研
修
事
業
 

ウ
 

八
甲
田
山
山
岳
ガ
イ
ド
育
成
事
業
 

エ
 

情
報
通
信
関
連
産
業
人
材
育
成
事
業
 

オ
 

ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
事
業
 

カ
 
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
研
修
会
 

③
 

就
職
促
進
メ
ニ
ュ
ー
 

 
ア
 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
開
設
に
よ
る
情
報
提
供
事
業
 

２
 
地

域
雇

用
開
発
の
促
進
に
資
す
る
市
町
村
の
取
組
 

①
 
商

業
ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援
事
業
 

②
 
つ

く
り
育
て
る
漁
業
推
進
事
業
 

③
 
ナ

マ
コ
の
食
ブ
ラ
ン
ド
化
推
進
事
業
 

④
 
青

森
市
物
産
展
開
催
事
業
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⑤
 
経

営
革
新
セ
ミ
ナ
ー
 

⑥
 
Ｉ

Ｔ
Ｓ
を
活
用
し
た
観
光
情
報
提
供
 

⑦
 
ユ

ビ
キ
タ
ス
実
証
実
験
 

⑧
 
八

甲
田
地
区
観
光
商
品
造
成
支
援
事
業
 

⑨
 
経

営
者
支
援
セ
ミ
ナ
ー
 

⑩
 
福

祉
の
仕
事
相
談
フ
ェ
ア
 

⑪
 
福

祉
施
設
就
労
体
験
事
業
 

⑫
 
雇

用
促
進
助
成
金
及
び
情
報
通
信
関
連
雇
用
促
進
補
助
金
 

⑬
 
無

料
職
業
紹
介
業
務
 

計
画

期
間
 

６
 

計
画
期
間
 

認
定
の
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

末
ま
で
 

Ⅶ
 
計

画
期
間
に
関
す
る
事
項
 

厚
生

労
働
大
臣
の
同
意
を
得
た
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

3
1
日
ま
で
と

す
る

。
 

（
注
）

1 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

 
 
 

2 
二
つ
の
計
画
で
異
な
る
点
に
つ
い
て
は
下
線
を
付
し
て
い
る
。
 

              

- 421 -



表
3
-
⑩
-
ⅴ
 
地
域
再
生

計
画
（
弘
前
型
「
産
業
集

積
と
観
光
振
興
」
に
よ
る

雇
用
創
出
プ
ラ
ン
）
と
地

域
雇
用
創
造
計
画
（
弘
前

市
地
域
雇
用
創
造
計
画
）

の
比
較
 

計
画

作
成
主
体
 

弘
前
市
 

計
画
 

地
域
再
生
計
画
（
弘
前

型
「
産

業
集

積
と

観
光
振

興
」
に
よ

る
雇
用
創
出
プ
ラ
ン
）
 

地
域

雇
用
創

造
計
画

（
弘
前
市
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
 

区
域
 

３
 
地
域
再
生
計
画
の
区
域
 

弘
前
市
の
全
域
 

１
 
自

発
雇
用

創
造
地
域
の
区
域
 

青
森

県
弘
前

市
 

指
標

（
目
標
値
）
 
４
 

地
域
再
生
計
画
の

目
標
 

 
 

 

Ⅲ
 
地

域
雇

用
開
発

の
目
標
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇

用
創
造

推
進
事
業
の
実
施
に
伴
う
雇
用
創
出
 

(
1
)
 

ア
ウ
ト

プ
ッ
ト
指
標
 

 
 

 
イ

 
雇

用
拡
大

メ
ニ
ュ
ー
（
利
用
企
業
数
）
 

①
 
平

成
2
0
年
度
 
8
0
社
 

②
 
平

成
2
1
年
度
 
1
2
0
社
 

③
 
平

成
2
2
年
度
 
1
2
0
社
 

 
 

合
計
 
 
 
 
3
2
0
社
 

 
 

 
ロ

 
人

材
育
成

メ
ニ
ュ
ー
（
利
用
者
数
）
 

①
 
平

成
2
0
年
度
 
1
3
5
人
【
地
域
求
職
者
数

1
3
0
人
、
在

職
者

5
人
】
 

②
 
平

成
2
1
年
度
 
1
8
5
人
【
地
域
求
職
者
数

1
8
0
人
、
在

職
者

5
人
】
 

③
 
平

成
2
2
年
度
 
1
8
5
人
【
地
域
求
職
者
数

1
8
0
人
、
在

職
者

5
人
】
 

 
 

合
計
 
 
 
 
5
0
5
人
【
地
域
求
職
者
数

4
9
0
人
、
在

職
者

1
5
人
】
 

 
 
 

ハ
 
就

職
促
進
メ
ニ
ュ
ー
 

①
 
平

成
2
0
年
度
 
 
5
0
人
【
地
域
求
職
者
数
 5
0
人
、
在

職
者

0
人
】
 

②
 
平

成
2
1
年
度
 
1
0
0
人
【
地
域
求
職
者
数

1
0
0
人
、
在

職
者

0
人
】
 

③
 
平

成
2
2
年
度
 
1
0
0
人
【
地
域
求
職
者
数

1
0
0
人
、
在

職
者

0
人
】
 

 
 

合
計
 
 
 
 
2
5
0
人
【
地
域
求
職
者
数

2
5
0
人
、
在

職
者

0
人
】
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(
2
)
 

ア
ウ
ト

カ
ム
指
標
 

①
 
平
成

20
年
度
 6
5
人
 （

常
雇
 3
3
人
、
常
雇
以
外
 2
9
人
、
創
業
者

3
人
）
 

②
 
平
成

21
年
度
 9
5
人
 （

常
雇
 4
5
人
、
常
雇
以
外
 4
7
人
、
創
業
者

3
人
）
 

③
 
平
成

22
年
度

10
5
人
（
常
雇
 5
5
人
、
常
雇
以
外
 4
7
人
、
創
業
者

3
人
）
 

合
計
  
  
  
  
26
5
人
（
常
雇

13
3
人
、
常
雇
以
外

12
3
人
、
創
業
者

9
人
）
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事
業
 

 

５
 
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に

行
う

事
業
 

5
-
1
・
5
-
2（

略
）
 

5
-
3
 
そ
の
他
の
事
業
 

5
-
3
-
1
 
支
援
措
置
 
地

域
雇
用

創
造

推
進

事
業
（
新

パ
ッ
ケ

ー
ジ
事
業
）
に
よ
り

取
り
組
む

事
業
 

Ⅵ
 

雇
用

の
創

造
に

資
す

る
方

策
そ

の
他

当
該

自
発

雇
用

創
造

地
域

の
地

域
雇

用
開

発
を

促
進
す

る
た
め
の
方
策
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇

用
開
発
の
促
進
の
た
め
の
措
置
 

(
1
)
 
地

域
が

選
択
す
る
重
点
産
業
に
対
す
る
雇
用
対
策
支
援
の
実
施
（
地
域
創
業

助
成

金
）
 

 
(
1
)
 
事
業
の
実
施
主
体
 

(
2
)
 
地
域
重
点
分
野
の
設
定
 

(
3
)
 
事
業
の
具
体
的
内

容
 

Ⅰ
 
雇
用
拡
大
メ
ニ
ュ

ー
(事

業
主

を
対
象

）
 

１
）
地
元
特
産
品

商
品
開

発
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ
事

業
 

２
）
野
菜
工
場

推
進

事
業
 

３
）
観
光
コ
ン
シ
ェ

ル
ジ
ュ
養

成
事

業
 

①
フ
ィ
ル
ム

ツ
ー
リ

ズ
ム
セ
ミ

ナ
ー
 

②
イ
ン
バ
ウ

ン
ド
観

光
セ
ミ
ナ

ー
 

③
温
泉
旅
館
経

営
指

導
セ
ミ
ナ

ー
 

Ⅱ
 
人
材
育
成
メ
ニ
ュ

ー
(地

域
求

職
者
を

対
象
）
 

１
）
地
元
特
産

品
流

通
・
販
売

促
進

事
業
 

２
）
光
関
連
産

業
人

材
育
成
事

業
 

①
組
込
ソ
フ
ト

開
発

人
材
育
成

事
業
 

②
C
A
D
/
C
AM

技
術
者

人
材
育
成

事
業
 

③
コ
ー
ル
セ
ン

タ
ー

人
材
育
成

事
業
 

３
）
観
光
産
業
人
材

育
成
事
業

 

①
ホ
テ
ル
従

業
員
人

材
育
成
事

業
 

②
観
光
ガ
イ
ド

養
成

講
座
 

③
観
光
サ
ポ

ー
ト
人

材
育
成
事

業
 

Ⅲ
 
就
職
促
進
メ
ニ
ュ

ー
 

地
域

に
お

け
る
雇
用
創
出
を

支
援
す
る
た
め
、
サ
ー
ビ
ス

分
野
又
は
市
町
村

等
が

自
ら

選
択

し
た
重
点
分

野
に
お
い
て
創
業
す
る
者
に

対
し
、
新
規
雇
入
れ

を
条

件
と

し
て

、
助
成
を
行

う
制
度
の
活
用
の
推
進
を
図

り
、
創
業
に
よ
る
雇

用
機

会
の
創

出
に
努
め
る
。
 

本
地

域
で
は
、
0
9
食
料
品
製
造
業
、
5
7
飲
食
料
品
小
売
業
、
7
0
一
般
飲
食

店
を

重
点
分

野
に
設
定
し
て
い
る
。
 

(
2
)
 
地

域
雇

用
開
発
助
成
金
の
活
用
 

地
域

雇
用

開
発
促
進
法
に
基

づ
く
雇
用
情
勢
の
特
に
厳
し

い
地
域
で
あ
る
雇

用
開

発
促

進
地

域
に
お
い
て

、
雇
用
開
発
に
取
り
組
む
事

業
主
を
支
援
す
る
た

め
、

地
域
雇

用
開
発
助
成
金
を
支
給
す
る
。
 

青
森

県
が
策
定
し
た
津
軽
地
域
雇
用
開
発
促
進
計
画
に
平
成

1
9
年

1
0
月

1

日
付

で
厚

生
労

働
大
臣
が
同

意
し
、
深
浦
を
含
む
津
軽
地

域
が
同
意
雇
用
開
発

促
進

地
域
と

な
っ
た
。
 

(
3
)
 
企

業
立

地
促
進
法
に
基
づ
く
各
種
支
援
制
度
の
活
用
 

平
成

1
9
年
度
に
認
定
さ
れ
た
企
業
立
地
促
進
法
に
基
づ
く
基
本
計
画
で
は
、

深
浦

町
を
含

む
津
軽
地
域

6
市

7
町

2
村
の
区
域
で
①
光
技
術
関
連
産
業
、
②

あ
お

も
り

農
工

ベ
ス
ト
ミ
ッ

ク
ス
新
産
業
、
③
あ
お
も
り

ウ
ェ
ル
ネ
ス
ラ
ン
ド

構
想

関
連
産

業
の
３
つ
の
産
業
集
積
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
 

活
用

で
き

る
支
援
制
度
は
、

協
議
会
活
動
支
援
、
産
業
立

地
支
援
な
ど
の
協

議
会

に
対

す
る

支
援
、
設
備

投
資
減
税
な
ど
企
業
に
対
す

る
支
援
、
頑
張
る
地

方
応

援
プ

ロ
グ

ラ
ム
に
お
け

る
交
付
税
算
定
措
置
、
企
業

立
地
促
進
に
係
る
地
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１
）
協
議
会
ホ

ー
ム

ペ
ー
ジ
事

業
 

5
-
3
-
2
 
本
市

独
自
の

取
り
組
み

 

(
1
)
 
光
技
術
産
業
関
連

事
業
 

(
2
)
 
農
工
ベ
ス
ト
ミ
ッ

ク
ス
構

想
推

進
事

業
 

(
3
)
 
四
大
ま
つ
り
等
観
光
事
業

 

(
4
)
 
弘
前
感
交
劇
場
推
進
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
 

(
5
)
 
東

北
新

幹
線

新
青

森
駅

開
業

に
向

け
た

観
光

振
興

事

業
 

方
交

付
税
措

置
な
ど
が
あ
る
。
 

(
4
)
 
地

域
雇

用
創
造
推
進
事
業
の
活
用
 

雇
用

拡
大
メ

ニ
ュ
ー
（
事
業
主
を
対
象
）
 

１
）

地
元
特

産
品
商
品
開
発
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
事
業
 

２
）

り
ん
ご

I
T
情
報
人
材
促
進
セ
ミ
ナ
ー
 

３
）

野
菜
工

場
推
進
事
業
 

４
）

観
光
コ

ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
養
成
事
業
 

①
フ

ィ
ル
ム

ツ
ー
リ
ズ
ム
セ
ミ
ナ
ー
 

②
イ

ン
バ
ウ
ン
ド
観
光
セ
ミ
ナ
ー
 

③
温

泉
旅
館

経
営
指
導
セ
ミ
ナ
ー
 

人
材

育
成
メ

ニ
ュ
ー
（
地
域
求
職
者
を
対
象
）
 

１
）

地
元
特

産
品
流
通
・
販
売
促
進
事
業
 

２
）

光
関
連

産
業
人
材
育
成
事
業
 

①
組

込
ソ
フ

ト
開
発
人
材
育
成
事
業
 

②
C
A
D
/
C
AM

技
術
者
人
材
育
成
事
業
 

③
コ

ー
ル
セ

ン
タ
ー
人
材
育
成
事
業
 

３
）

観
光
産

業
人
材
育
成
事
業
 

①
ホ

テ
ル
従
業
員
人
材
育
成
事
業
 

②
観

光
ガ
イ

ド
養
成
講
座
 

③
観

光
サ
ポ
ー
ト
人
材
育
成
事
業
 

就
職

促
進
メ

ニ
ュ
ー
 

１
）

協
議
会

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
事
業
 

２
 
地

域
雇

用
開
発

の
促
進
に
資
す
る
市
町
村
の
取
組
 

（
１

）
光
技

術
産
業

関
連
事
業
 

（
２

）
農
工

ベ
ス
ト

ミ
ッ
ク
ス
構
想
推
進
事
業
 

（
３

）
四
大

ま
つ
り

等
観
光
事
業
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（
４

）
弘
前

感
交
劇

場
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

（
５

）
東
北

新
幹
線

新
青
森
駅
開
業
に
向
け
た
観
光
振
興
事
業
 

計
画

期
間
 

６
 

計
画
期
間
 

認
定
の
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

末
ま
で
 

Ⅶ
 
計

画
期

間
に
関

す
る
事
項
 

厚
生

労
働
大

臣
の
同
意
を
得
た
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

3
1
日
ま
で
と
す
る
。
 

（
注
）

1 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

 
 
 

2 
二
つ
の
計
画
で
異
な
る
点
に
つ
い
て
は
下
線
を
付
し
て
い
る
。
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表
3
-
⑩
-
ⅵ
 
地
域
再
生
計
画
（
産
業
観
光
を
活
か
し
た
会
津
地
域
雇
用
創
造
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）
と
地
域
雇
用
創
造
計
画
（
福
島
県
会
津
地
域
雇
用
創
造
計
画
）

の
比
較
 

計
画

作
成

主
体
 

福
島
県
、
会
津
若
松
市
、

喜
多

方
市

、
福

島
県

南
会

津
郡

下
郷

町
、

福
島

県
南

会
津

郡
檜

枝
岐
村
、
福
島
県
南
会

津
郡
只
見
町
、
福
島
県
南
会

津
郡
南
会

津
町
、
福
島
県
耶
麻
郡
北

塩
原

村
、

福
島

県
耶

麻
郡

西
会

津
町

、
福

島
県

耶
麻

郡
磐

梯
町

、
福
島
県
耶
麻
郡
猪
苗

代
町
、
福
島
県
河
沼
郡
会
津

坂
下
町
、

福
島
県
河
沼
郡
湯
川
村
、

福
島

県
河

沼
郡

柳
津

町
、

福
島

県
大

沼
郡

三
島

町
、

福
島

県
大

沼
郡
金
山
町
、
福
島
県

大
沼
郡
昭
和
村
、
福
島
県
大

沼
郡
会
津

美
里
町
 

計
画
 

地
域
再
生
計
画
（
産
業
観
光
を

活
か

し
た

会
津
地

域
雇
用

創
造
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）
 

地
域

雇
用
創

造
計
画

（
福
島
県

会
津
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
 

区
域
 

３
 

地
域
再
生
計
画
の
区
域
 

会
津

若
松

市
及

び
喜

多
方

市
並

び
に

福
島

県
南

会

津
郡
下
郷
町
、
檜
枝
岐
村
、
只

見
町

及
び

南
会
津

町
並

び
に
福
島
県
耶
麻
郡
北
塩
原
村

、
西

会
津
町

、
磐

梯
町

及
び
猪
苗
代
町
並
び
に
福
島
県

河
沼

郡
会

津
坂
下

町
、

湯
川
村
及
び
柳
津
町
並
び
に
福

島
県

大
沼

郡
三
島

町
、

金
山
町
、
昭
和
村
及
び
会
津
美

里
町

の
全

域
 

１
 
自

発
雇

用
創
造

地
域
の
区

域
 

 
 

福
島
県

会
津
地

域
 

 
（

会
津
若

松
市
、

喜
多
方
市

、
下
郷
町
、
檜
枝
岐
村
、
只
見
町
、
南
会
津
町
、
北
塩
原
村
、

西
会

津
町
、
磐

梯
町
、
猪

苗
代
町
、
会
津
坂
下
町
、
湯
川
村
、
柳
津
町
、
三
島
町
、
金
山
町
、

昭
和

村
、
会

津
美
里

町
）
 

指
標
 

（
目

標
値

）
 

４
 

地
域
再
生
計
画
の
目
標
 

－
目
標
に
お
け
る
指
標
－
 

①
本
計
画
に
よ
る
、
新
規
雇
用

者
数

の
合

計
（

計
画

期

間
終
了
時
）

 
８
３
５
人
 

②
本
計
画
に
よ
る
、
新
規
創
業

者
数

の
合

計
（

計
画

期

間
終
了
時
）

 
４

６
人
 

Ⅲ
 
地

域
雇

用
開
発

の
目
標
に

関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇

用
創
造

推
進
事
業
の
実
施
に
伴
う
雇
用
創
出
 

(
1
)
 

ア
ウ
ト

プ
ッ
ト

指
標
 
（
略
）
 

(
2
)
 

ア
ウ
ト

カ
ム
指

標
 

①
 
平

成
1
9
年
度

4
0
1
人
（
常
雇

3
42

人
、
常
雇
以
外

3
9
人

、
創

業
者

2
0
人
）
 

②
 
平

成
2
0
年
度

4
4
2
人
（
常
雇

3
76

人
、
常
雇
以
外

4
3
人

、
創

業
者

2
3
人
）
 

③
 
平

成
2
1
年
度

4
4
2
人
（
常
雇

3
76

人
、
常
雇
以
外

4
3
人

、
創

業
者

2
3
人
）
 

合
計

1
,
2
85

人
（
常

雇
1
,0
9
4
人
、
常
雇
以
外

1
2
5
人
、
創
業
者

6
6
人
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（
参

考
：
地

域
雇
用

創
造
推
進

事
業
 
事
業
構
想
提
案
書
）
 

５
 
事

業
実

施
に
よ

る
効
果
 

 
 

(
1
)
 ア

ウ
ト
プ

ッ
ト
指
標
 
（

略
）
 

(
2
)
 

ア
ウ
ト

カ
ム
指

標
 

①
 
1
年
度
目

 
2
75

人
（
常
雇

2
3
5
人
、
常
雇
以
外

2
6
人
、
創
業
者

1
4
人
）
 

②
 
2
年
度
目

 
3
03

人
（
常
雇

2
5
8
人
、
常
雇
以
外

2
9
人
、
創
業
者

1
6
人
）
 

③
 
3
年
度
目

 
3
03

人
（
常
雇

2
5
8
人
、
常
雇
以
外

2
9
人
、
創
業
者

1
6
人
）
 

合
 
計

 
8
81

人
（
常

雇
7
51

人
、
常
雇
以
外

8
4
人
、
創
業

者
4
6
人
）
 

事
業
 

 

５
 
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
行

う
事
業
 

5
-
1
・
5
-
2（

略
）
 

5
-
3
 
そ
の
他
の
事
業
 

5
-
3
-
1
 
地
域
再
生
基
本
方
針
に

基
づ

く
支

援
措
置
 

Ⅰ
 

雇
用
拡
大
メ
ニ
ュ
ー
 

（
１
）
会
津
地
域
の
観
光
分
野

に
お

け
る

就
職
促

進
事
業
 

（
２
）
会
津
地
域
の
資
源
・
特

色
を

活
か

し
た
も

の
づ
く

り
分
野
に
お
け
る
就
職

促
進
事

業
 

（
３
）
会
津
地
域
の
先
端
産
業

の
育

成
に

よ
る
就

職
促
進

事
業
 

Ⅱ
 

人
材
育
成
メ
ニ
ュ
ー
 

（
１
）
会
津
地
域
の
観
光
分
野

に
お

け
る

就
職
促

進
事
業
 

（
２
）
会
津
地
域
の
資
源
・
特

色
を

活
か

し
た
も

の
づ
く

り
分
野
に
お
け
る
就
職

促
進
事

業
 

（
３
）
会
津
地
域
の
先
端
産
業

の
育

成
に

よ
る
就

職
促
進

事
業
 

Ⅲ
 

就
職
促
進
メ
ニ
ュ
ー
 

Ⅵ
 

雇
用

の
創

造
に

資
す

る
方

策
そ

の
他

当
該

自
発

雇
用

創
造

地
域

の
地

域
雇

用
開

発
を

促

進
す

る
た
め

の
方
策

に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇

用
開
発

の
促
進
の
た
め
の
措
置
 

 
（

１
）
地

域
の
雇

用
再
生
プ

ロ
グ
ラ
ム
支
援
措
置
 

a
 

事
業

名
 

 
も
の

づ
く
り
人
材
育
成
の
た
め
の
専
門
高
校
・
地
域
産
業
連
携
事
業
 

b
 

事
業

内
容

 
大

手
半

導
体

製
造

業
・

地
元
中

小
企

業
と

工
業

高
校

と
が
一

体
と

な

っ
て

取
り
組
む
も
の
づ
く
り
人
材
育
成
 

（
２

）
地
域

再
生
総

合
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
基
づ
く
支
援
措
置
以
外
の
省
庁
施
策
の
活
用
 

a
 

事
業

名
 

 
中
小

企
業
地
域
資
源
活
用
プ
ロ
グ
ラ
ム
 

b
 

事
業

内
容

 
産

業
の

技
術

、
農

業
水

産
品
、

観
光

資
源

等
を

活
用

し
た
新

事
業

の

創
出
 

（
３

）
企
業

立
地
促

進
法
に
基
づ
く
各
種
支
援
制
度
の
活
用

 

a
 

事
業

名
 

 
企
業

立
地
等
を
通
じ
た
地
域
産
業
活
性
化

 

b
 

事
業

内
容

 
基

本
計

画
に

基
づ

く
企

業
立
地

・
集

積
・

事
業

高
度

化
等
に

係
る

各

種
支

援
に
よ
り
、
産
業
活
性
化
を
図
る
こ
と
に
な
る
雇
用
の
創
出
 

（
４

）
地
域

雇
用
開

発
助
成
金
の
活
用
 

a
 

事
業

内
容

 
地
域

雇
用
開
発
促
進
法
に
基
づ
く
雇
用
開
発
促
進
地
域
（
会
津
地
域
）
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（
１
）
専
門
窓
口
設
置
に
よ
る

相
談

・
訓

練
事
業
 

（
２
）
求
職
者
と
企
業
マ
ッ
チ

ン
グ

事
業
 

（
３
）
情
報
発
信
事
業
 

5
-
3
-
2
 

地
域

再
生

基
本

方
針

に
基

づ
く

支
援

措
置

に

よ
ら
な
い
独
自
の
取
り

組
み
 

1
.
観
光
産
業
分
野

 

〔
県
の
取
組
み
〕
 

①
会
津
高
等
技
術
専
門
校
に
よ

る
人

材
育

成
事
業
 

②
尾
瀬
環
境
学
習
支
援

事
業
の

推
進
 

③
ヘ
ル
ス
ツ
ー
リ
ズ
ム

連
携
事

業
 

〔
市
町
村
・
経
済
団
体
等
の
取

組
み

〕
 

①
会
津
地
域
経
済
循
環
推
進
協

議
会

の
設

立
 

②
ビ
ジ
ッ
ト
南
会
津
推
進
事
業

 

③
会
津
地
区
郷
土
料
理
推
奨
店

事
業
 

④
下
野
街
道
観
光
誘
客

事
業
 

2
.
も
の
づ
く
り
産
業
分
野

 

〔
県
の
取
組
み
〕
 

①
福

島
県

ハ
イ

テ
ク

プ
ラ

ザ
会

津
若

松
技

術
支

援

セ
ン
タ
ー
に
よ
る
技
術
支
援
事

業
 

②
ふ

く
し

ま
産

品
振

興
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ロ

グ
ラ

ム

（
平
成
１
８
年
６
月
）
の
推
進

 

③
食
と
農
の
絆
づ
く
り
推
進
事

業
 

〔
市
町
村
・
経
済
団
体
等
の
取

組
み

〕
 

①
新
規
就
農
者
支
援
事

業
 

②
会
津
ブ
ラ
ン
ド
推
進

事
業
 

に
お

い
て
、

雇
用

開
発

に
取
り

組
む

事
業

主
を

支
援

す
る
た

め
、

地
域

雇
用

開
発
助
成
金
を
支
給
す
る
。
 

（
５

）
地
域

雇
用
創

造
推
進
事
業
の
活
用
 

①
 
雇
用
拡

大
メ
ニ

ュ
ー
（
事
業
主
を
対
象
）
 

（
１

）
会
津

地
域
の

観
光
分
野
に
お
け
る
就
職
促
進
事
業
 

（
２

）
会
津

地
域
の

資
源
・
特
色
を
活
か
し
た
も
の
づ
く
り
分
野
に
お
け
る
就
職
促
進

事
業
 

（
３

）
会
津

地
域
の

先
端
産
業
の
育
成
に
よ
る
就
職
促
進
事
業
 

②
 
人

材
育

成
メ
ニ

ュ
ー
（
地
域
求
職
者
等
を
対
象
）
 

（
１

）
会
津

地
域
の

観
光
分
野
に
お
け
る
就
職
促
進
事
業
 

（
２

）
会

津
地
域

の
資
源
・
特
色
を
活
か
し
た
も
の
づ
く
り
分
野
に
お
け
る
就
職
促
進

事
業
 

（
３

）
会
津

地
域
の

先
端
産
業
の
育
成
に
よ
る
就
職
促
進
事
業
 

③
 
就

職
促

進
メ
ニ

ュ
ー
 

（
１

）
常
設

専
門
窓

口
設
置
に
よ
る
相
談
・
訓
練
事
業
 

（
２

）
求
職

者
と
企

業
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
 

（
３

）
情
報

発
信
事

業
 

２
 
地

域
雇

用
開
発

の
促
進
に
資
す
る
市
町
村
の
取
組
 

1
.
観

光
産
業

分
野

 

〔
県

の
取
組

み
〕
 

①
会

津
高
等

技
術
専

門
校
に
よ
る
人
材
育
成
事
業
 

②
尾

瀬
環
境

学
習
支

援
事
業
の
推
進
 

③
ヘ

ル
ス
ツ

ー
リ
ズ

ム
連
携
事
業
 

〔
市

町
村
・

経
済
団

体
等
の
取
組
み
〕
 

①
会

津
地
域

経
済
循

環
推
進
協
議
会
の
設
立
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③
特
定
法
人
貸
付
事
業
（

旧
：
喜

多
方

市
ア

グ
リ
特

区
）
 

3
.
先
端
産
業
分
野

 

〔
県
の
取
組
み
〕
 

①
企
業
誘
致
・
立
地
企
業
振
興

対
策

の
推

進
 

②
産
学
官
連
携
の
推
進
 

〔
市
町
村
・
経
済
団
体
等
の
取

組
み

〕
 

①
企
業
Ｏ
Ｂ
人
材
マ
ッ

チ
ン
グ

事
業
 

②
会
津
産
Ｉ
Ｔ
技
術
認

定
 

③
企
業
誘
致
促
進
事
業
 

②
ビ

ジ
ッ
ト

南
会
津

推
進
事
業
 

③
会

津
地
区

郷
土
料

理
推
奨
店
事
業
 

④
下

野
街
道

観
光
誘

客
事
業
 

2
.
も

の
づ
く

り
産
業

分
野

 

〔
県

の
取
組

み
〕
 

①
福

島
県
ハ

イ
テ
ク

プ
ラ
ザ
会
津
若
松
技
術
支
援
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
技
術
支
援
事
業
 

②
ふ

く
し
ま

産
品
振

興
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
平
成
１
８
年
６
月
）
の
推
進
 

③
食

と
農
の

絆
づ
く

り
推
進
事
業
 

〔
市

町
村
・

経
済
団

体
等
の
取

組
み
〕
 

①
新

規
就
農

者
支
援

事
業
 

②
会

津
ブ
ラ

ン
ド
推

進
事
業
 

③
特

定
法
人

貸
付
事

業
（
旧
：
喜
多
方
市
ア
グ
リ
特
区
）
 

3
.
先

端
産
業

分
野

 

〔
県

の
取
組

み
〕
 

①
企

業
誘
致

・
立
地

企
業
振
興
対
策
の
推
進
 

②
産

学
官
連

携
の
推

進
 

〔
市

町
村
・

経
済
団

体
等
の
取
組
み
〕
 

①
企

業
Ｏ
Ｂ

人
材
マ

ッ
チ
ン
グ
事
業
 

②
会

津
産
Ｉ

Ｔ
技
術

認
定
 

③
企

業
誘
致

促
進
事

業
 

計
画

期
間
 

６
 

計
画
期
間
 

認
定
の
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

末
日
ま

で
 

Ⅶ
 
計

画
期

間
に
関

す
る
事
項
 

厚
生

労
働
大

臣
の
同

意
を
得
た
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

3
1
日
ま
で
と
す
る
。
 

（
注
）

1 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

 
 
 

2 
二
つ
の
計
画
で
異
な
る
点
に
つ
い
て
は
下
線
を
付
し
て
い
る
。
 

 
 
 

3 
「
指
標
（
目
標
値
）」

欄
の
下
線
部
に
つ
い

て
、
地
域
雇
用
創
造
計
画
で
は

、「
地
域
雇
用
創
造
推
進
事
業
・
事
業
実
施
計
画
」
等
で
目
標
値
を
変
更
し
た
場
合
に
は
、
同
事
業
実
施
計
画
に
よ
る
変
更

後
の
目
標
値
を
本
計
画
の
目
標
値
と
み
な
こ
と
と
し
て
い
る
た
め
、
変
更
後
の
目
標
値
を
記
載
し
た
「
地
域
雇
用
創
造
推
進
事
業
事
業
構
想
提
案
書
」
の
該
当
箇
所
を
抜
粋
し
て
い
る
。
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表
3
-
⑩
-
ⅶ
 
地
域
再
生
計
画
（
「
と
っ
と
り
高
度
人
財
『
燦
然
』
プ
ラ
ン
」
－
高
度
な
技
術
者
等
の
育
成
を
通
じ
た
産
業
集
積
の
実
現
に
よ
る
持
続
的
な
雇

用
創
造
－
）
と
地
域
雇
用
創
造
計
画
（
鳥
取
県
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
の
比
較
 

計
画

作
成

主
体
 

鳥
取
県
、
米
子
市
、
倉
吉

市
、

境
港

市
、

岩
美

町
、

若
桜

町
、

智
頭

町
、

八
頭

町
、

三
朝

町
、
湯
梨
浜
町
、
琴
浦

町
、
北
栄
町
、
日
吉
津
村
、

大
山
町
、

南
部
町
、
伯
耆
町
、
日
南
町
、

日
野

町
、

江
府
町
 

計
画
 

地
域

再
生
計

画
（
「

と
っ

と
り
高
度
人
財
『
燦
然
』
プ
ラ
ン
」
－
高

度
な

技
術

者
等

の
育

成
を

通
じ

た
産

業
集

積
の

実
現

に
よ

る
持

続

的
な
雇
用
創
造
－
）
 

地
域

雇
用
創

造
計
画
（
鳥
取
県
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
 

区
域
 

３
 

地
域
再
生
計
画
の
区
域
 

米
子
市
、
倉
吉
市
、
境
港

市
、

岩
美
町

、
若

桜
町
、

智
頭
町

、

八
頭

町
、

三
朝

町
、

湯
梨

浜
町

、
琴

浦
町

、
北

栄
町

、
日

吉
津

村
、

大
山

町
、

南
部

町
、

伯
耆

町
、

日
南

町
、

日
野

町
及

び
江

府
町
の
全
域
 

１
 
自

発
雇
用

創
造
地
域
の
区
域
 

 

指
標
 

（
目

標
値

）
 

４
 

地
域
再
生
計
画
の
目
標
 

(
1
)
 
現
状
と
課
題
 
（

略
）

 

(
2
)
 
目
標
 

【
地
域
雇
用
創
造
推
進
事
業
に
お
け
る
雇
用
創
造
に
向
け
た
目
標
】
 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

指
標

 
 
 
 

ア
ウ

ト
カ

ム
指
標
 

事
業
利
用
件

数
 
 
 
 
 
 

雇
用

創
出

件
数
 

平
成
２
０
年
度
 
 
 
 
２
１
２

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
５

２
 

平
成
２
１
年
度
 
 
  
１

，
３
２
６

 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
４

８
８
 

平
成
２
２
年
度
 
 
  
１

，
３
９
８

 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
５

１
２
 

合
計
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
２

，
９
３
６

 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
 
 
１
，
０
５
２
 

Ⅲ
 
地

域
雇

用
開
発
の
目
標
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇

用
創
造
推
進
事
業
の
実
施
に
伴
う
雇
用
創
出
 

(
1
)
 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
指
標
 

 
イ

 
雇
用

拡
大
メ
ニ
ュ
ー
（
利
用
企
業
数
）
 
（

略
）
 

 
ロ

 
人
材

育
成
メ
ニ
ュ
ー
（
利
用
者
数
）
 

 
 

①
１
年

度
目
 
9
4
人
【
地
域
求
職
者

7
6
人
、
在
職
者

1
8
人
】
 

 
 

②
２
年

度
目

9
1
1
人
【
地

域
求

職
者

7
2
9
人

、
在
職
者

1
8
2
人
】
 

 
 

③
３
年

度
目

9
6
3
人
【
地

域
求

職
者

7
7
1
人

、
在
職
者

1
9
2
人
】
 

合
計

 
1
,
96
8
人
 

ハ
 
就

職
促

進
メ
ニ
ュ
ー
 

 
 

①
１
年

度
目

1
1
8
人
【
地
域
求
職
者

8
0
人
、

在
職
者

3
8
人
】
 

 
 

②
２
年

度
目

4
1
0
人
【
地

域
求

職
者

2
9
2
人

、
在
職
者

1
1
8
人
】
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③

３
年

度
目

4
3
0
人
【
地

域
求

職
者

2
7
6
人

、
在
職
者

1
5
4
人
】
 

合
計

 
 
95
8
人
 

 
 

（
後
略

）
 

(
2
)
 

ア
ウ
ト
カ
ム
指
標
 

 
 

①
１
年

度
目
 
5
2
人
【
常
雇

3
8
人
、
常
雇
以
外

1
4
人
、
創
業
者

0
人
】
 

 
 

②
２
年

度
目

4
8
5
人
【
常

雇
3
3
6
人
、
常
雇
以
外

1
49

人
、
創
業
者

0
人
】 

 
 

③
３
年

度
目

5
0
9
人
【
常

雇
3
5
2
人
、
常
雇
以
外

1
57

人
、
創
業
者

0
人
】 

合
 
計

1
,
04
6
人
 

事
業
 

 

５
 
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
行

う
事
業
 

5
-
1
・
5
-
2（

略
）
 

5
-
3
 
そ
の
他
の
事
業
 

5
-
3
-
1
 
地
域
再
生
基
本
方
針
に

基
づ

く
支

援
措
置

に
よ
る
取

組
 

(
1
)
 
雇
用
拡
大
メ
ニ
ュ
ー
 

①
 

事
業
拡
大
等
に
要
す
る
即

戦
力

人
材

確
保
事

業
 

②
 

「
燦
然
」
人
財
に
つ
い
て
語
る
ト
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー
等
開
催

事
業
 
 

③
 

「
人
財
ナ
ビ
ゲ
ー

タ
ー
」

派
遣

事
業
 

(
2
)
 
人
材
育
成
メ
ニ
ュ
ー
（

地
域

求
職

者
等
を

対
象
）
 

①
 

ビ
ジ
ネ
ス
ス
タ
ッ

フ
増
強

事
業
 

②
 

テ
ク
ニ
カ
ル
サ
ポ
ー
ト
育

成
事

業
 

③
 

エ
ン
ジ
ニ
ア
（
品
質
工
学

・
液

晶
技

術
）
育

成
事
業
 

④
 

ア
パ
レ
ル
・
電
気
・
機
械

オ
ペ

レ
ー

タ
ー
育

成
事
業
 

⑤
 

Ｉ
Ｔ
人
材
育
成
事
業
 

(
3
)
 
就
職
促
進
メ
ニ
ュ
ー
 

①
 

Ｕ
Ｊ
Ｉ
タ
ー
ン
就
職
フ
ェ

ア
実

施
事

業
 

Ⅵ
 

雇
用

の
創

造
に

資
す

る
方

策
そ

の
他

当
該

自
発

雇
用

創
造

地
域

の
地

域
雇

用

開
発

を
促
進

す
る
た
め
の
方
策
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇

用
開
発
の
促
進
の
た
め
の
措
置
 

（
１

）
地
域

雇
用
開
発
助
成
金
の
支
給
 

a
 

事
業
内
容
：

 
地
域
に
事
業
所
を
設
置
又
は
整
備
し
、
そ
の
地
域
に
居
住

す
る

求
職

者
等

を
雇

い
入

れ
る

事
業

主
等

に
対

し
て

地
域

雇

用
促
進
奨
励
金
等
を
支
給
 

（
２

）
地
方

再
生
中
小
企
業
創
業
助
成
金
の
支
給
 

a
 

事
業
内
容
：
 
雇
用
改
善
の
動
き
が
弱
い
地
域
に
お
け
る
地
方
再
生
分
野

に
該

当
す

る
分

野
で

創
業

す
る

事
業

主
に

対
し

て
創

業
支

援
金
等
を
支
給
（
飲
食
店
、
飲
食
料
品
小
売
業
又
は
そ
の
他

の
小
売
業
）
 

（
３

）
も

の
づ
く
り
人
材
育
成
の
た
め
の
専
門
学
校
・
地
域
産
業
連
携
事
業
（
工

業
高

校
実
践

教
育
導
入
事
業
）
の
実
施
 

a
 

事
業
内
容
：
 
産
業
界
と
工
業
高
校
の
実
践
的
な
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
充
実
を
図
り
、
産
業
界
と
工
業
高
校
の
連
携
に
よ
る
も
の

- 432 -



②
 

（
Ｕ
Ｊ
Ｉ
タ
ー
ン
希
望
者

向
け

）
企

業
見
学

会
の
開
催

 
 

③
 
（
Ｕ
Ｊ
Ｉ
タ
ー
ン
希
望
者
向
け
）
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の

実
施
 
 

④
 

（
県
内
求
職
者
向
け
）
企

業
見

学
会

の
開
催
 

⑤
 
（
人
材
育
成
メ
ニ
ュ

ー
参

加
者

向
け

）
企

業
見
学

会
・
就

職
フ
ェ
ア
の
開
催
 

5
-
3
-
2
 
地

域
再

生
基

本
方

針
に

基
づ

く
支

援
措

置
に

よ
ら

な
い

独

自
の
取
組
 

(
1
)
 
企
業
立
地
重
点
戦
略
分
野

 

①
 

企
業
立
地
促
進
法

に
基
づ

く
「
鳥

取
県
地

域
産
業

活
性

化

基
本
計
画
」
の
策
定

（
平
成

1
9
年

10
月

1
7
日

国
同
意

）
 

②
 

企
業
立
地
の
促
進
 

③
 

次
世
代
・
地
域
資

源
産
業

育
成

支
援
 

④
 

経
営
革
新
に
よ
る

新
た
な

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ
ル

の
創
出
 

⑤
 

打
っ
て
出
る
（
県
外
へ
の

事
業

展
開

）
 

⑥
 

「
産
学
金
官
」
連

携
に
よ

る
産

業
支

援
体
制
 

⑦
 

と
っ
と
り
企
業
支
援
ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
 

⑧
 

異
業
種
交
流
の
推

進
 

⑨
 

中
部
地
区
産
学
金
官
連
携

推
進

連
絡

会
 

⑩
 

産
学
金
官
連
携
情

報
交
換

会
 

⑪
 

鳥
取
大
学
産
学
・

地
域
連

携
推

進
室

連
絡
会
 

⑫
 

液
晶

デ
ィ

ス
プ

レ
イ

関
連

産
業

製
造

中
核

人
材

育
成

事

業
 

⑬
 

基
盤
的
産
業
人
材
育
成
及

び
高

度
専

門
人
材

育
成
 

⑭
 

実
践
的
産
業
人
材

育
成
事

業
 

づ
く
り
人
材
育
成
の
仕
組
み
の
構
築
を
目
指
す
。
特
に
、
鳥

取
県
に
お
い
て
は
、
集
積
す
る
電
気
電
子
産
業
及
び
そ
の
周

辺
産
業
に
お
け
る
人
材
育
成
の
た
め
に
①
回
路
設
計
、
②
ソ

フ
ト
ウ
ェ
ア
開
発
、
③
機
械
加
工
、
④
電
力
供
給
、
メ
ン
テ

ナ
ン
ス
分
野
等
に
お
け
る
事
業
に
取
り
組
む
。
 

（
４

）
企
業

立
地
促
進
を
通
じ
た
地
域
産
業
活
性
化
（
国
同
意
：
平
成

1
9
年

1
0

月
1
7
日

）
 

a
 

支
援

内
容

：
○
 
 
工
場
立
地
法
の
特
例
に
基
づ
く
緑
地
率
の
緩
和
 

○
 

農
地
転
用
率
手
続
の
迅
速
化
 

○
 

立
地
企
業
へ
の
設
備
投
資
減
税
 

○
 

地
方
税
減
免
に
伴
う
交
付
税
措
置
 
な
ど
 

（
５

）
中
小

企
業
地
域
資
源
活
用
プ
ロ
グ
ラ
ム
 

a
 

事
業

内
容

：
地
方
中
小
企
業
応
援
フ
ァ
ン
ド
 

≪
事
業
名
≫
 
次
世
代
・
地
域
資
源
産
業
育
成
事
業
 

○
ス
タ
ー
ト
・
ア
ッ
プ
型
（
補
助
金
）
 

県
と

中
小

機
構
が

フ
ァ

ン
ド
を

創
設

し
、

運
用

益
に

よ
り

企
業
に
助
成
（
運
営
規
模
：
5
0
億
円
）
 

○
ス
テ
ッ
プ
・
ア
ッ
プ
型
（
投
資
）
 

県
・

中
小

機
構
・

金
融

機
関
等

が
有

限
責

任
組

合
を

創
設

し
、

資
金

を
企

業
に

投
資

（
運

営
規

模
：
７

．
５

億
円

、
５

億
円
）
 

（
６

）
地
域

雇
用
創
造
推
進
事
業
の
活
用
 

①
 
雇

用
拡

大
メ
ニ
ュ
ー
（
事
業
主
を
対
象
）
 

ア
 
事

業
拡
大
等
に
要
す
る
即
戦
力
人
材
確
保
事
業
 

イ
 
「
燦
然
」
人
財
に
つ
い
て
語
る
ト
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー
等
開
催
事
業
 

- 433 -



⑮
 

戦
略
的
な
人
材
育

成
と
研

究
開

発
 

(
2
)
 
事
務
管
理
関
連
分
野
 

○
 
事
務
管
理
部
門
誘
致
の
た

め
の

補
助

制
度
の

創
設
 

ウ
 
「

人
財
ナ
ビ
ゲ
ー
タ
ー
」
派
遣
事
業
 

②
 
人

材
育
成
メ
ニ
ュ
ー
（
地
域
求
職
者
を
対
象
）
 

ア
 
ビ

ジ
ネ
ス
ス
タ
ッ
フ
増
強
事
業
 

イ
 
テ

ク
ニ
カ
ル
サ
ポ
ー
ト
育
成
事
業
 

ウ
 
エ

ン
ジ
ニ
ア
（
品
質
工
学
・
液
晶
技
術
）
育
成
事
業
 

エ
 
ア

パ
レ
ル
・
電
気
・
機
械
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
育
成
事
業
 

オ
 
Ｉ

Ｔ
人
材
育
成
事
業
 

③
 
就

職
促
進
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 
Ｕ

Ｊ
Ｉ
タ
ー
ン
就
職
フ
ェ
ア
実
施
事
業
 

イ
 
（

Ｕ
Ｊ
Ｉ
タ
ー
ン
希
望
者
向
け
）
企
業
見
学
会
の
開
催
等
 
 

ウ
 
（

県
内
求
職
者
向
け
）
企
業
見
学
会
の
開
催
 

エ
 
（

人
材
育
成
メ
ニ
ュ
ー
参
加
者
向
け
）
企
業
見
学
会
・
就
職
フ
ェ
ア

の
開

催
 

２
 
地

域
雇

用
開
発
の
促
進
に
資
す
る
市
町
村
の
取
組
 

≪
企

業
立
地

重
点
戦

略
分
野
≫
 

①
 
企

業
立

地
促
進
法
に
基
づ
く
「
鳥
取
県
地
域
産
業
活
性
化
基
本
計
画
」
の
策

定
（

平
成

1
9
年

10
月

1
7
日
国
同
意
）
 

②
 
企

業
立

地
の
促
進
 

③
 
次

世
代

・
地
域
資
源
産
業
育
成
支
援
 

④
 
経

営
革

新
に
よ
る
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
創
出
 

⑤
 
打

っ
て

出
る
（
県
外
へ
の
事
業
展
開
）
 

⑥
 
「

産
学

金
官
」
連
携
に
よ
る
産
業
支
援
体
制
 

⑦
 
と

っ
と

り
企
業
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
 

 
[
市

町
村
・

経
済
団
体
等
の
取
組
] 

ア
 
異

業
種

交
流
の
推
進
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イ
 
中

部
地

区
産
学
金
官
連
携
推
進
連
絡
会
 

ウ
 
産

学
金

官
連
携
情
報
交
換
会
 

エ
 
鳥

取
大

学
産
学
・
地
域
連
携
推
進
室
連
絡
会
 

オ
 
液

晶
デ

ィ
ス
プ
レ
イ
関
連
産
業
製
造
中
核
人
材
育
成
事
業
 

カ
 
基

盤
的

産
業
人
材
育
成
及
び
高
度
専
門
人
材
育
成
 

キ
 
実

践
的

産
業
人
材
育
成
事
業
 

ク
 
戦

略
的

な
人
材
育
成
と
研
究
開
発
 

≪
事

務
管
理

関
連
分

野
≫
 

①
 
事

務
管

理
部
門
誘
致
の
た
め
の
補
助
制
度
の
創
設
 

計
画

期
間
 

６
 

計
画
期
間
 

認
定
の
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

末
ま
で
 

Ⅶ
 
計

画
期

間
に
関

す
る
事
項
 

厚
生

労
働
大

臣
の
同
意
を
得
た
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

3
1
日
ま
で
と
す
る
。
 

（
注
）

1 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

 
 
 

2 
二
つ
の
計
画
で
異
な
る
点
に
つ
い
て
は
下
線
を
付
し
て
い
る
。
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表
3
-
⑩
-
ⅷ
 
地
域
再
生

計
画
（
「
延
岡
市
工
業
振

興
ビ
ジ
ョ
ン
の
実
現
及
び

中
心
市
街
地
活
性
化
」
に

よ
る
地
域
再
生
計
画
）
と

地
域
雇
用
創
造
計
画
（
延

岡
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
の
比
較
 

計
画

作
成

主
体
 

延
岡
市
 

計
画
 

地
域
再
生
計
画
（
「
延
岡
市
工

業
振

興
ビ

ジ
ョ
ン

の
実
現
及

び
中

心

市
街
地
活
性
化
」
に
よ
る
地
域

再
生

計
画

）
 

地
域

雇
用
創

造
計
画

（
延
岡
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
 

区
域
 

３
、
地
域
再
生
計
画
の
区
域
 

延
岡
市
の
全
域
 

１
 
自

発
雇
用

創
造
地
域
の
区
域
 

宮
崎

県
延
岡

市
 

指
標
 

（
目

標
値

）
 

４
、
地
域
再
生
計
画
の
目
標
 

4
-
1
・
4
-
2（

略
）
 

4
-
3
 
目
標
 

前
項

に
お

い
て

述
べ

た
課

題
を

解
決

し
、

地
域

の
活

性
化

を
図

る

た
め
、
以
下
の
通
り
目
標
を
設

定
す

る
。
 

◆
 

地
域

雇
用

創
造

推
進

事
業

（
新

パ
ッ

ケ
ー

ジ
事

業
）

に
よ

る

雇
用
創
出
 3
7
3
 
人
 

（
平
成

2
0 
年
度
～
平
成

22
 
年

度
）
 

◆
 

工
業
統
計
調
査
に
よ
る
製

造
品

出
荷

額
に
つ

い
て

、
9
1
 
億

円

ア
ッ
プ
の

2
,
8
3
1
 億

円
ま
で

回
復
 

（
平
成

1
7 
年
ベ
ー
ス
/
平
成

2
2
 
年
目

標
）
 

◆
 

年
間

有
効

求
人

倍
率

に
つ

い
て

０
．

０
７

ポ
イ

ン
ト

ア
ッ

プ

の
０
．
５
５
倍
ま
で
回
復
 

（
平
成

1
9 
年
ベ
ー
ス
/
平
成

2
2
 
年
目

標
）
 

Ⅲ
 
地

域
雇

用
開
発
の
目
標
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇

用
創
造
推
進
事
業
の
実
施
に
伴
う
雇
用
創
出
 

(
1
)
 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
指
標
 （

略
）
 

(
2
)
 

ア
ウ
ト

カ
ム
指
標
 

①
 
平
成

20
年
度

10
3
人
（
常
雇

90
人
、
常
雇
以
外

10
人
、
創
業
者

3
人
）
 

②
 
平
成

21
年
度
 1
35

人
（
常
雇

11
9
人
、
常
雇
以
外

13
人
、
創
業
者

3
人
）
 

③
 
平
成

22
年
度

13
5
人
（
常
雇

11
9
人
、
常
雇
以
外

13
人
、
創
業
者

3
人
）
 

合
計
  
  
  
  
37
3
人
（
常
雇

32
8
人
、
常
雇
以
外

36
人
、
創
業
者

9
人
）
 

事
業
 

 

５
 
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
行

う
事
業
 

5
-
1
・
5
-
2（

略
）
 

5
-
3
 
そ
の
他
の
事
業
 

Ⅵ
 

雇
用

の
創

造
に

資
す

る
方

策
そ

の
他

当
該

自
発

雇
用

創
造

地
域

の
地

域
雇

用

開
発

を
促
進

す
る
た
め
の
方
策
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇

用
開
発
の
促
進
の
た
め
の
措
置
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5
-
3
-
1
 
地
域
雇
用
創
造
推
進
事

業
（
新

パ
ッ
ケ

ー
ジ
事
業

）
 

(
1
)
 
実
施
主
体
（
略

）
 

(
2
)
 
実
施
期
間
（
略

）
 

(
3
)
 
実
施
内
容
 

①
 

雇
用
拡
大
メ
ニ
ュ
ー
（
事

業
主

を
対

象
）
 

ア
 

次
世
代
リ
ー
ダ
ー

育
成
塾

 

イ
 

企
業
連
携
コ
ー
デ

ィ
ネ
ー

ト
事

業
 

ウ
 

高
度
設
計
能
力

開
発
事
業

 

②
 

人
材
育
成
メ
ニ
ュ

ー
（
地

域
求

職
者

等
を
対

象
）
 

ア
 

起
業
支
援
事
業
 

イ
 

市
街
地
産
業
人

材
育
成
事

業
 

ウ
 

設
計
人
材
育
成
事

業
 

エ
 

製
造
現
場
人
材

育
成
事
業

 

③
 

就
職
促
進
メ
ニ
ュ

ー
 

ア
 

就
職
マ
ッ
チ
ン
グ

事
業
 

イ
 

Ｕ
・
Ｉ
・
Ｊ
タ

ー
ン
人
材

発
掘

事
業
 

ウ
 

製
造
業
・
情
報
・

サ
ー
ビ

ス
業

就
職

説
明
会
 

エ
 

広
報
・
情
報
提

供
事
業
 

5
-
3
-
2
 
そ
の
他
市
が
独
自
に

行
う

事
業
 

(
1
)
 
製
造
業
等
技
術
製
品
出
展

助
成

事
業
 

(
2
)
 
中
小
企
業
技
術
改
善
費
助

成
事

業
 

(
3
)
 
企
業
立
地
奨
励
補
助
事
業

（
情

報
サ

ー
ビ
ス

施
設
）
 

(
4
)
 
企
業
立
地
推
進
賃
料
助
成

事
業

（
情

報
サ
ー

ビ
ス
施
設

）
 

(
5
)
 
企
業
立
地
施
設
整
備
助
成

事
業

（
情

報
サ
ー

ビ
ス
施
設

）
 

(
6
)
 
企
業
立
地
推
進
展
開
事
業

（
情

報
サ

ー
ビ
ス

施
設
）
 

(
1
)
 

地
域
雇

用
開
発
助
成
金
の
活
用
 

地
域

雇
用
開
発
促
進
法
に
基
づ
く
雇
用
情
勢
の
特
に
厳
し
い
地
域
で
あ
る

雇
用

開
発

促
進
地
域
そ
の
他
の
雇
用
開
発
が
必
要
な
地
域
に
お
い
て
、
雇
用

開
発

に
取

り
組
む
事
業
主
を
支
援
す
る
た
め
、
地
域
雇
用
開
発
助
成
金
を
支

給
し

ま
す
。
 

(
2
)
 

企
業
立
地
促
進
法
に
基
づ
く
各
種
支
援
制
度
の
活
用

 

現
在

集
積
さ
れ
て
い
る
機
械
金
属
・
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
関
連
、
電
気
・
電
子

機
器

関
連

、
医
療
機
器
関
連
産
業
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
最
大
限
生
か
し
た

更

な
る

企
業
集

積
を
図
る
と
と
も
に
、
今
後
は

IT
関
連
、
創
薬
関
連
企
業
の
集

積
を

進
め
る

た
め
、
こ
れ
ら
の
施
設
整
備
を
行
い
ま
す
。
さ
ら
に
現
在
の

JR

延
岡

駅
を

活
用
し
大
型
コ
ン
テ
ナ
を
扱
う
こ
と
が
で
き
る
物
流
基
盤
整
備
を

行
い

ま
す
。
 

(
3
)
 

地
域
雇
用
創
造
推
進
事
業
の
活
用
 

 
①

 
雇
用

拡
大
メ
ニ
ュ
ー
（
事
業
主
を
対
象
）
 

ア
 
次

世
代
リ
ー
ダ
ー
育
成
塾
 

イ
 
企

業
連
携
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
事
業
 

ウ
 
高

度
設
計
能
力
開
発
事
業
 

②
 
人

材
育

成
メ
ニ
ュ
ー
（
地
域
求
職
者
等
を
対
象
）
 

ア
 
起

業
支
援
事
業
 

イ
 
市

街
地
産
業
人
材
育
成
事
業
 

ウ
 
設

計
人
材
育
成
事
業
 

エ
 
製

造
現
場
人
材
育
成
事
業
 

③
 
就

職
促
進
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 
就

職
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
 

イ
 
Ｕ

・
Ｉ
・
Ｊ
タ
ー
ン
人
材
発
掘
事
業
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(
7
)
 
中
小
企
業
資
金
貸
付
事
業

 

(
8
)
 
商
業
活
性
化
事
業
 

(
9
)
 
商
店
街
空
き
店
舗
活
用
支

援
事

業
 

(
1
0
)
ま
ち
な
か
活
性
化
支
援
事

業
 

ウ
 
製

造
業
・
情
報
・
サ
ー
ビ
ス
業
就
職
説
明
会
 

エ
 
広

報
・
情
報
提
供
事
業
 

２
 
地

域
雇

用
開
発
の
促
進
に
資
す
る
市
町
村
の
取
組
 

(
１

)
 
製

造
業

等
技
術
製
品
出
展
助
成
事
業
 

(
２

)
 
中

小
企

業
技
術
改
善
費
助
成
事
業
 

(
３

)
 
企

業
立

地
奨
励
補
助
事
業
（
情
報
サ
ー
ビ
ス
施
設
）
 

(
４

)
 
企

業
立

地
推
進
賃
料
助
成
事
業
（
情
報
サ
ー
ビ
ス
施
設
）
 

(
５

)
 
企

業
立

地
施
設
整
備
助
成
事
業
（
情
報
サ
ー
ビ
ス
施
設
）
 

(
６

)
 
企

業
立

地
推
進
展
開
事
業
（
情
報
サ
ー
ビ
ス
施
設
）
 

(
７

)
 
中

小
企

業
資
金
貸
付
事
業
 

(
８

)
 
商

店
街

空
き
店
舗
活
用
支
援
事
業
 

(
９

)
 
ま

ち
な

か
活
性
化
支
援
事
業
 

計
画

期
間
 

６
 

計
画
期
間
 

認
定
の
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

3
1
日
ま
で
 

Ⅶ
 
計

画
期

間
に
関
す
る
事
項
 

厚
生

労
働
大

臣
の
同
意
を
得
た
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

3
1
日
ま
で
と
す
る
。
 

（
注
）

1 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

 
 
 

2 
二
つ
の
計
画
で
異
な
る
点
に
つ
い
て
は
下
線
を
付
し
て
い
る
。
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表
3
-
⑩
-
ⅸ
 
地
域
再
生
計
画
（
「
に
ぎ
わ

い
と
活

力
あ
ふ
れ
る
ま
ち
 
元
気
都
市
・
か
ご
し
ま
」
を
目
指
す
人
材
育
成
・
雇
用
創
出
事
業
）
と
地
域
雇
用
創
造

計
画
（
鹿
児
島
市
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
の
比
較
 

計
画

作
成

主
体
 

鹿
児
島
市
 

計
画
 

地
域
再

生
計

画
（
「
に

ぎ
わ
い

と
活

力
あ

ふ
れ

る
ま

ち
 
元

気
都

市
・

か

ご
し
ま
」
を
目
指
す
人
材
育
成

・
雇

用
創

出
事
業

）
 

地
域

雇
用
創

造
計
画
（
鹿
児
島
市
地
域
雇
用
創
造
計
画
）
 

区
域
 

３
 

地
域
再
生
計
画
の
区
域
 

鹿
児
島
市
の
全
域
 

１
 
自

発
雇
用

創
造
地
域
の
区
域
 

鹿
児

島
県
鹿

児
島
市
 

指
標
 

（
目

標
値
）
 

４
 

地
域
再
生
計
画
の
目
標
 

(
1
)
・
(
2
)（

略
）
 

(
3
)
 
目
標
 

 
 

 
 Ⅲ

 
地

域
雇

用
開
発
の
目
標
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇
用
創
造
推
進
事
業
の
実
施
に
伴
う
雇
用
創
出
 

(
1
)
 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
指
標
 （

略
）
 

(
2
)
 

ア
ウ
ト
カ
ム
指
標
 

①
 
平
成

20
年
度
 1
16

人
（
常
雇

97
人
、
常
雇
以
外

9
人
、
創
業
者

10
人
） 

②
 
平
成

21
年
度

20
0
人
（
常
雇

16
8
人
、
常
雇
以
外

17
人
、
創
業
者

15
人
） 

③
 
平
成

22
年
度

20
0
人
（
常
雇

16
8
人
、
常
雇
以
外

17
人
、
創
業
者

15
人
） 

合
 
計
 
 
 
  
5
1
6
人
（
常
雇

43
3
人
、
常
雇
以
外

43
人
、
創
業
者

40
人
） 

事
業
 

 

５
 
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
行

う
事
業
 

5
-
1
・
5
-
2（

略
）
 

5
-
3
 
そ
の
他
の
事
業
 

5
-
3
-
1
 
地
域
雇
用
創
造
推
進

事
業

（
Ｂ

０
９
０

２
）
 

(
1
)
 
雇
用
拡
大
メ
ニ
ュ
ー
 

①
 

Ｉ
Ｔ
技
術
者
雇
用
拡
大
支

援
事

業
〔

情
報
関

連
産
業
〕

 

(
2
)
 
人
材
育
成
メ
ニ
ュ
ー
 

①
 

Ｉ
Ｔ
技
術
者
養
成
事
業
〔

情
報

関
連

産
業
〕
 

②
 

オ
ペ
レ
ー
タ
ー
人
材
育
成

事
業

〔
コ

ー
ル
セ

ン
タ
ー
〕

 

Ⅵ
 

雇
用

の
創

造
に

資
す

る
方

策
そ

の
他

当
該

自
発

雇
用

創
造

地
域

の
地

域
雇

用
開

発
を
促
進
す
る
た
め
の
方
策
に
関
す
る
事
項
 

１
 
地

域
雇
用
開
発
の
促
進
の
た
め
の
措
置
 

 （
１

）
ま
ち

づ
く
り
交
付
金
の
活
用
実
施
 

イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
瑠
員
な
ど
、
創
業
開
も
な

い
企

業
等
の
成
長
の
支
援
や
新
規
創
業
の
促
進
の
取
組
を
強
化
し
、
新
た

な
雇

用
や
中
心
市
街
地
の
に
ぎ
、
わ
い
の
創
出
、
本
地
域
経
済
の
活
性
化

を
図

る
。
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③
 

観
光

業
の

魅
力

発
見

塾
開

催
事

業
〔

特
産

品
を

は
じ

め
と

す

る
観
光
関
連
産
業
〕
 

④
 

「
食

」
関

連
分

野
起

業
化

セ
ミ

ナ
ー

開
催

事
業

〔
特

産
品

を

は
じ
め
と
す
る
観
光
関

連
産
業

〕
 

(
3
)
 
就
職
促
進
メ
ニ
ュ
ー
 

①
 

合
同
就
職
面
接
会
開
催
事

業
〔

共
通

〕
 

②
 

情
報
発
信
事
業
〔

共
通
〕

 

5
-
3
-
2
 
独
自

の
取
組
 

(
1
)
 
ソ
フ
ト
プ
ラ
ザ
か
ご
し

ま
管

理
運

営
事
業

〔
情
報
関

連
産

業
〕
 

(
2
)
 
中
小
企
業
情
報
化
促
進

事
業

〔
情

報
関
連

産
業
〕
 

(
3
)
 

か
ご

し
ま

Ｉ
Ｔ

ビ
ジ

ネ
ス

フ
ェ

ア
開

催
事

業
〔

情
報

関
連

産

業
〕
 
 

(
4
)
 
新
規
創
業
者
等
育
成
支

援
事

業
〔

情
報
関

連
産
業
〕

 

(
5
)
 
人
材
育
成
事
業
〔
情
報

関
連

産
業

〕
 

(
6
)
 
製
造
業
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

派
遣

事
業
〔

特
産
品

を
は
じ

め
と

す
る

観
光
関
連
産
業
〕
 

(
7
)
 
南
国
鹿
児
島
の
物
産
と

観
光

展
開

催
事
業
〔

特
産
品

を
は

じ
め

と
す
る
観
光
関
連
産
業
〕
 

(
8
)
 

特
産

品
宣

伝
事

業
〔

特
産

品
を

は
じ

め
と

す
る

観
光

関
連

産

業
〕
 

(
9
)
 
特
産
品
コ
ン
ク
ー
ル
開

催
事

業
〔
特

産
品
を

は
じ
め

と
す

る
観

光
関
連
産
業
〕
 

(
1
0
)
 
観
光
と
特
産
品
の
情
報

ス
テ

ー
シ

ョ
ン
運

営
事
業
〔

特
産

品
を

は
じ
め
と
す
る
観
光
関
連
産
業

〕
 

(
1
1
)
 
鹿
児
島
県
新
作
観
光
土

産
品

コ
ン

ク
ー
ル

事
業
〔
特

産
品

を
は

（
２

）
地
域

雇
用
創
造
事
業
の
活
用
 

①
 
雇
用
拡
大
メ
ニ
ュ
ー
（
事
業
主
を
対
象
）
 

ア
 

Ｉ
Ｔ
技
術
者
雇
用
拡
大
支
援
事
業
〔
情
報
関
連
産
業
〕
 

イ
 

フ
ー
ド
開
発
に
よ
る
雇
用
拡
大
事
業
〔
特
産
品
を
は
じ
め
と
す
る

観
光
関
連
産
業
〕
 

ウ
 

ベ
ス
ト
サ
ー
ビ
ス
実
践
に
よ
る
雇
用
拡
大
支
援
事
業
〔
特
産
品
を

は
じ
め
と
す
る
観
光
関
連
産
業
〕
 

②
 
人

材
育
成
メ
ニ
ュ
ー
（
地
域
求
職
者
等
を
対
象
）
 

ア
 
Ｉ
Ｔ
技
術
者
養
成
事
業
〔
情
報
関
連
産
業
〕
 

イ
 

オ
ペ
レ
ー
タ
ー
人
材
育
成
事
業
〔
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
〕
 

ウ
 

観
光
業
の
魅
力
発
見
塾
開
催
事
業
〔
特
産
品
を
は
じ
め
と
す
る
観

光
関
連
産
業
〕
 

エ
 
「
食
」
関
連
分
野
起
業
化
セ
ミ
ナ
ー
開
催
事
業
〔
特
産
品
を
は
じ

め
と
す
る
観
光
関
連
産
業
〕
 

③
 
就

職
促
進
メ
ニ
ュ
ー
 

ア
 
合
同
就
職
面
接
会
開
催
事
業
〔
共
通
〕
 

イ
 

情
報
発
信
事
業
〔
共
通
〕
 

 

２
 
地

域
雇

用
開
発
の
促
進
に
資
す
る
市
町
村
の
取
組
 

（
１

）
ソ
フ

ト
プ
ラ
ザ
か
ご
し
ま
管
理
運
営
事
業
〔
情
報
関
連
産
業
〕
 

（
２

）
中
小

企
業
情
報
化
促
進
事
業
〔
情
報
関
連
産
業
〕
 

（
３

）
か
ご

し
ま
Ｉ
Ｔ
ビ
ジ
ネ
ス
フ
ェ
ア
開
催
事
業
〔
情
報
関
連
産
業
〕
 
 

（
４

）
ソ
フ

ト
プ
ラ
ザ
か
ご
し
ま
入
居
者
等
支
援
事
業
〔
情
報
関
連
産
業
〕
 

（
５

）
人
材

育
成
事
業
〔
情
報
関
連
産
業
〕
 

（
６

）
製

造
業

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

派
遣

事
業

〔
特

産
品

を
は

じ
め

と
す

る
観

光
関
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じ
め
と
す
る
観
光
関
連

産
業
〕

 

(
1
2
)
 
特
産
品
販
路
開
拓
推
進

事
業
〔

特
産

品
を
は

じ
め
と

す
る

観
光

関
連
産
業
〕
 

(
1
3
)
 
新
特
産
品
創
出
支
援
事

業
〔

特
産
品

を
は
じ

め
と
す

る
観

光
関

連
産
業
〕
 

(
1
4
)
 
特
産
品
市
場
展
開
支
援

事
業
〔

特
産

品
を
は

じ
め
と

す
る

観
光

関
連
産
業
〕
 

(
1
5
)
 
企
業
誘
致
推
進
事
業
〔

共
通

〕
 

(
1
6
)
 
創
業
塾
〔
共
通
〕
 

(
1
7
)
 
中
小
企
業
資
金
融
資
事

業
〔

共
通

〕
 

(
1
8
)
 
新
規
開
業
支
援
利
子
補

給
金

交
付

事
業
〔

共
通
〕
 

(
1
9
)
 
鹿
児
島
市
就
職
困
難
者

等
雇

用
促

進
助
成

事
業
〔
共

通
〕
 

連
産

業
〕
 

（
７

）
南

国
鹿

児
島

の
物

産
と

観
光

展
開

催
事

業
〔

特
産

品
を

は
じ

め
と

す
る

観
光

関
連
産
業
〕
 

（
８

）
特
産

品
宣
伝
事
業
〔
特
産
品
を
は
じ
め
と
す
る
観
光
関
連
産
業
〕
 

（
９

）
特

産
品

コ
ン

ク
ー

ル
開

催
事

業
〔

特
産

品
を

は
じ

め
と

す
る

観
光

関
連

産
業

〕
 

（
1
0
）

観
光

と
特

産
品

の
情

報
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
運

営
事

業
〔

特
産

品
を

は
じ

め

と
す

る
観
光
関
連
産
業
〕
 

（
1
1
）

鹿
児

島
県

新
作

観
光

土
産

品
コ

ン
ク

ー
ル

事
業

〔
特

産
品

を
は

じ
め

と

す
る

観
光
関
連
産
業
〕
 

（
1
2
）

特
産

品
販

路
開

拓
推

進
事

業
〔

特
産

品
を

は
じ

め
と

す
る

観
光

関
連

産

業
〕
 

（
1
3
）
新

特
産
品
創
出
支
援
事
業
〔
特
産
品
を
は
じ
め
と
す
る
観
光
関
連
産
業
〕 

（
1
4
）

特
産

品
市

場
展

開
支

援
事

業
〔

特
産

品
を

は
じ

め
と

す
る

観
光

関
連

産

業
〕
 

（
1
5
）

企
業

誘
致
推
進
事
業
〔
共
通
〕
 

（
1
6
）

創
業

塾
〔
共
通
〕
 

（
1
7
）

中
小

企
業
資
金
融
資
事
業
〔
共
通
〕
 

（
1
8
）

新
規

開
業
支
援
利
子
補
給
金
交
付
事
業
〔
共
通
〕
 

（
1
9
）

鹿
児

島
市
就
職
困
難
者
等
雇
用
促
進
助
成
事
業
〔
共
通
〕
 

計
画

期
間
 

６
 

計
画
期
間
 

地
域
再
生
計
画
認
定
の
日
か
ら

平
成

2
3 
年

3
月

3
1
 
日
ま
で
 

Ⅶ
 
計

画
期

間
に
関
す
る
事
項
 

厚
生

労
働
大
臣
の
同
意
を
得
た
日
か
ら
平
成

2
3
年

3
月

3
1
日
ま
で
と
す

る
。
 

（
注
）

1 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

 
 
 

2 
二
つ
の
計
画
で
異
な
る
点
に
つ
い
て
は
下
線
を
付
し
て
い
る
。
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表 3-⑪ 地域再生計画と地域雇用創造計画を一体的に作成、運用した方が適切な計画

のマネジメントが行われるとみられる例 

区 分 主な事例 事例数

地域再生計画と

地域雇用創造計画

で同じ指標と目標

値を設定し、計画

期間途中で当該目

標値を変更してい

るにもかかわら

ず、地域再生計画

の変更を行ってい

ない例 

地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）を活用して雇

用対策事業を行う地域再生計画について、地域雇用創造計画

で設定している地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）

の事業利用件数及び雇用創出件数と同じ指標と目標値を設

定しており、当該市は、地域再生計画の事後評価は地域雇用

創造推進事業（新パッケージ事業）の実績報告で代替してい

るとしている。 

しかし、計画期間途中で事業利用件数の目標値を 2,936 人

から 2,736 人に、雇用創出件数の目標値を 1,052 人から 945

人に変更し（注）、地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）

の実績報告では、この変更した目標値を基に評価（事業利用

件数 1,771 人、雇用創出件数 700 人）しているが、地域再生

計画は変更されておらず、目標値を変更したことが認定を行

った内閣府に申請・情報提供されていない。 

（注）地域雇用創造計画では、地域雇用推進事業（新パッケージ事業）に

係る事業実施計画等で目標値を変更した場合には、同事業実施計画に

よる変更後の目標値を本計画の目標値とみなす旨の規定を定めてお

り、本事例では、計画期間途中に事業実施計画等で目標値を変更して

いる。この場合、地域雇用創造計画の変更に係る厚生労働大臣への同

意の求めの手続は不要であるため、計画の同意の前に行う内閣府への

協議も発生しない。 

2

 国の支援措置に

関連する事業の評

価のみを行い、支

援を受けていない

取組も含めた地域

再生計画全体の評

価を実施していな

い例 

地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）を活用して雇

用対策事業を行う地域再生計画について、地域再生計画の指

標として、地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）によ

る就職者数（目標値 1,013 人）のほか、国の支援措置を受け

ない市の独自事業による就職者数（目標値 2,000 人）を設定

している。 

しかし、地域再生計画の認定後は、地域雇用創造推進事業

（新パッケージ事業）の実績報告により、地域雇用創造推進

事業（新パッケージ事業）による就職者数のみ評価を行って

おり（評価値 1,092 人）、市の独自事業による就職者数は評

価値を測定しておらず、地域再生計画の事後評価として適切

なものとなっていない。 

3

（注）当省の調査結果による。 
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